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終了時評価調査結果要約表 

１. 案件の概要 

国名：ブラジル連邦共和国 案件名：ブラジル国 統合自然災害リスク管理国家戦略

強化プロジェクト 
分野：防災 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：国際協力機構（JICA）地球環境

部防災第一チーム 
協力金額：約 11 億円（4 年間） 

協力期間 (R/D): 2013 年 6 月 10 日署名 
      2013 年 7 月～2017 年 11 月 

先方関係機関：都市省（MCidades）、国家統合省（MI）、
科学技術革新・通信省（MCTIC）、鉱山エネルギー省

（MME） 

(延長):なし 日本側協力機関：国土交通省 

１-１ 協力の背景と概要 
近年成長著しいブラジル国では急速に都市化が進み、災害リスクが高いエリアにも人々の居住エ

リアが拡大している。また気候変動に伴う豪雨も頻発しており、2011年1月には、リオデジャネイロ

州で豪雨による土砂災害とフラッシュフラッドが発生し、行方不明者約400名、死者は900名を超え、

約2万人が家を失うというブラジル史上最大の災害が発生した。 
こうしたなかブラジル政府は、国家開発計画に位置づけられる「多年度計画（PPA 2012-2015）」

に初めて防災の視点を組み入れた「災害リスク管理・対応プログラム」を策定した。同プログラム

では、洪水氾濫、フラッシュフラッド、地すべり、干ばつを対象として、①脆弱な地域のリスクマ

ッピング、②予警報システムの構築、③災害リスクを考慮した都市拡張計画の策定、④排水対策、

洪水対策、土砂災害対策等の防災インフラの整備等のさまざまな施策を含んでいる。ブラジル政府

は、同プログラムに基づく防災体制強化のため、降雨予測と観測の強化を目的として2011年12月に

MCTIに国家自然災害モニタリング・警報センター（Centro Nacional de Monitoramento e Alertas de 
Desastres Naturais：CEMADEN）を、また災害リスク評価、災害対応を目的として 2012 年 8 月に

は国家統合省（Ministério da Integração Nacional：MI）に全国災害リスク管理センター（Centro Nacional 
de Gerenciamento de Riscos e Desastres：CENAD）を創設した。これらの災害リスク評価に基づき、

都市省（Ministério das Cidades：MCidades）は、都市拡張計画の策定主体である市に対して災害リス

クを考慮した土地利用基準を示すことが求められている。 
こうした背景から、ブラジル国政府は、主として土砂災害に係るリスクエリアの評価、都市拡張

計画、復旧復興及び予警報システムの構築等非構造物対策を中心とした技術協力を、災害国であり

世界的に卓越した技術を有している我が国に要請し、JICAは2013年7月から4年間の計画で本技術協

力プロジェクトを開始した。 
本プロジェクトは、全体として調査フェーズ、マニュアル策定フェーズ、パイロット活動フェー

ズ、まとめフェーズの4段階に分けて実施されている。当初は活動計画（Plan of Operation：PO）か

らの遅れはあったが、第2フェーズの成果である4分野のマニュアル（案）が2016年3月にまとまり、

パイロット活動を行いつつ、これらの見直しが続いている。討議議事録（Record of Discussion：R/D）
に基づき2016年3月には中間レビュー調査が実施され、その結果を踏まえて本プロジェクトは2016
年12月の協議議事録（Minutes of Meetings：M/M）により協力期間を4カ月延長することでブラジル
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側と合意し、2017年11月末で終了する予定となっている。そこで、特に中間レビュー調査以降のプ

ロジェクトの進捗、現行の課題、活動計画を確認し、プロジェクト目標達成の目途を評価するとと

もに、必要に応じて協力枠組み等の修正を協議することを目的に、終了時評価調査が実施されるこ

ととなった。 
 
１-２協力内容 
（１）上位目標 
リスク評価に基づく非構造物対策により、土砂災害リスクが軽減される。 

（２）プロジェクト目標 
リスク評価・リスクマップに基づき、都市計画案の作成、災害予警報体制及び災害観測・予測シ

ステムが構築される。 
（３）成果 

1. 土砂災害のハザード特定、脆弱性分析、リスク評価・マッピングを含むリスク評価能力が向

上する。（リスク評価・マッピング） 
2. 土砂災害のリスク評価を踏まえた都市拡張計画及び災害予防・復旧・復興策計画策定と実施

の能力が向上する。（都市拡張計画） 
3. 早期警報発令、リスク情報発信及び災害データ収集のプロトコルを改善する。（予警報プロ

トコル） 
4. 土砂災害軽減のための監視、予報システムが改善される。（予測・監視システム）  

（４）投入（評価時点） 
日本側：総投入額  11 億円 
長期専門家派遣 6 名 機材供与          なし 
コンサルタント（短期）派遣 21 名 ローカルコスト負担   137 百円 
本邦研修受入 71 名 その他          - 

相手国側： 
C/P 配置 154 名 機材購入          なし 
土地・施設提供 MCidades, CPRM, CEMADEN ローカルコスト負担 (金額は明確にできな

かった) 
その他    - 

２. 評価調査団の概要 

調査者 Agostinho Tadashi Ogura（評価） サンパウロ州技術研究所(IPT) 自然災害リスク調査(SIRDEN) 
荒津 有紀（団長/総括） JICA 地球環境部 防災グループ 専任参事 
相馬 厚 （評価計画） JICA 地球環境部 防災グループ 防災第一チーム 
伊藤 仁志（砂防計画） 国土交通省 水管理・国土保全局 砂防部 保全課 土砂災害対

策室 室長 
奥田 浩之（評価分析） 合同会社適材適所 シニアコンサルタント 

調査期間  2017 年 5 月 18 日〜2017 年 6 月 11 日 評価種類：終了時評価 

３.評価結果の概要 

３-１ 実績の確認 
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（成果 1） 
プロジェクトは、成果 1 の 7 指標のうち、6 指標を「達成」、1 指標についは「ほぼ達成」してい

る。「土砂災害のハザード・リスクのマッピング・マニュアル」は既に完成しており、この後はブラ

ジル技術・環境地質学協会（Associação Brasileira de Geologia de Engenharia e Ambiental：ABGE）に

よるレビューを検討中である。またパイロット 3 市において、活動対象エリアのハザードマップが

作成された。（指標 1-2、1-3） マッピング分野では技術会議が計 10 回開催（2014 年 4 月～2017 年

5 月）され、パイロット 3 市においてもマッピングセミナーが 9 回開催（2016 年 4 月～11 月）され

た。（指標 1-1、1-4）。 また人材の能力強化（指標 1-5、1-6）およびマニュアルの継続的な改善に

必要なデータベースの整備（指標 1-7）も進んだ。 
（成果 2） 
プロジェクトは、成果 2 の 6 指標のうち、3 指標を「達成」、3 指標については「ほぼ達成」「部分

的に達成」している。「土砂災害リスクを考慮した都市計画マニュアル」については、2017 年 3 月

に契約されたブラジル国内専門家・コンサルタントチームがマニュアルの最終化作業を実施してい

る。また、マニュアルの記述形式がより技術規範としての様式に近づくよう、より簡潔で明瞭なガ

イドラインとなるよう修正中である。また「急傾斜地崩壊対策計画作成マニュアル」の作成は終了

し、この後は大学の研究者に委託して、よりブラジルの事情を反映させた Version 2 の作成を検討中

である。さらに「土石流対策計画作成マニュアル」についても作成は終了しており、この後はパイ

ロット活動の結果の反映、レイアウトや様式の調整、公聴会を通した内容のレビューを検討中であ

る。（指標 2-2） 都市計画分野では技術会議が計 10 回開催（2013 年 11 月～2017 年 6 月）され、今

後も第 11 回目、第 12 回目が予定されている。またパイロット 3 市においても都市計画ワークショ

ップが 3 回（2016 年 10～11 月）開催された。予防・復旧分野では、技術会議が計 5 回開催（2014
年 11 月～2016 年 11 月）され、さらにパイロット 3 市においても計画セミナーが 4 回（2016 年 5～6
月）、OJT が 4 回（2016 年 10～11 月）開催された。（指標 2-1、2-3） また人材の能力強化（指標

2-4、2-5）およびマニュアルの継続的な改善に必要なデータベースの整備（指標 2-6）も進んだ。 
（成果 3） 
プロジェクトは、成果 3 の 5 指標のうち、3 指標を「達成」、2 指標は「部分的に達成」している。

「コンティンジェンシープランに掛るマニュアル」に関しては、現在、警報レベルと各関係機関の

防災行動の紐付けを明示した「警報レベルに応じた防災活動表」が作成され、関係者との協議が進

められている。また客観的な基準に基づく警報の発令方法を記載した「土砂災害の予警報にかかる

技術マニュアル」の作成が進んでいる。(指標 3-2) コンティンジェンシープランについては第 1 回

技術会議が開催（2016 年 8 月）され、今後第 2 回目が予定されている。予警報プロトコルおよび予

測監視システムを合わせて計 8 回の技術会議（2014 年 2 月～2016 年 2 月）が開催された。またリオ

デジャネイロ州、サンタカタリーナ州でも州技術会議がこれまで各 3 回開催されており、今後も第

4 回、第 5 回の州技術会議が予定されている（指標 3-1） また人材の能力強化（指標 3-3、3-4）お

よびマニュアルの継続的な改善に必要なデータベースの整備（指標 3-5）も進んだ。 
（成果 4） 
プロジェクトは、成果 4 の 4 指標のうち、2 指標を「達成」、2 指標は「部分的に達成」している。

市政府に設置された雨量計から CEMADEN に送られてくる雨量情報が、閾値を超過するかどうかを

リアルタイムで監視する予警報システムが構築された。また「土砂災害」「洪水」「かんばつ」の自
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然災害を対象にした研究開発計画（マスタープラン：PIPO）を検討・策定中である。（指標 4-3） ま
た、CEMADEN、CENAD、ブラジル地質サービス（Companhia de Pesquisas em Recursos Minerais：
CPRM）、サンパウロ州市民防衛局の四者共同で、サンパウロ市市民防衛局を対象とした「防災警報、

マッピング、コンティンジェンシープラン」に関する研修を 2016 年 9 月に実施する等の活動が進ん

でいる（指標 4-1、4-2、4-4） 
（プロジェクト目標） 
プロジェクト目標レベルでは、マニュアル等成果品の承認・採用にかかる 3 指標が設定されてい

る。現時点においてプロジェクト活動はおおむねスケジュール通りに進んでおり、また現在プロジ

ェクトではマニュアルの承認の形式・手続きにかかる検討が進められていることから、これらの指

標も 2017 年 11 月の終了時までに達成することが見込まれる。残りの協力期間内で計画された活動

は全て終了するという肯定的な見解が、終了時評価調査中に全ての連邦政府実施機関からも示され

た。 
 
（上位目標） 
プロジェクトの上位目標では、プロジェクト成果の多年度計画（Plano Plurianual：PPA）への反映

とその実行について 2 指標が設定されている。2015 年 12 月に発表された PPA（2016-2019）は「プ

ログラム 2040 – 災害リスク管理及び対応プログラム」を含んでおり、そこでは災害リスク管理にお

いて連邦・州・市の関係機関間の統合された行動、調整された管理の重要性が強調されている。

MCidades によると、「プログラム 2040」の内容はプロジェクトの中で行われた議論が直接に反映さ

れており、連邦 4 機関と計画予算管理省（Ministério do Planejamento, Orçamento e Gestão：MPOG）
の調整・連携のもと作成された。次期 PPA（2020-2023）の策定の際においても同様の成果が期待で

きることから、上位目標の指標については達成される可能性が高い。 
 
３-２ 評価結果の要約 
（１）妥当性 
プロジェクトの妥当性は高い。ブラジルにおける自然災害リスク管理のための政策・制度は、2013

年 7 月のプロジェクト開始以後で大きな変更はない。プロジェクトの活動は、法律第 12608 号及び

法律第 12340 号などの関連法に沿っており、さらに 2015 年 12 月に決定された「多年度計画（PPA 
2016-2019）」に含まれる「プログラム 2040 - 災害リスク管理」の 5 つの目標にも合致している。プ

ロジェクトの内容は、実施機関（MCidades、MI、CEMADEN、CPRM）のマンデートに含まれ、各

機関のニーズ・期待にも合致している。さらにプロジェクトは、日本の協力方針である「開発協力

大綱（2015 年 2 月閣議決定）」、対ブラジル国別援助方針（2014 年 4 月）と整合しており、また 2015
年 3 月 18 日に採択された「仙台防災枠組（2015-2030）」の 4 つ全ての優先事項に貢献するものとな

っている。 
 
（２）有効性 
プロジェクトの有効性は高い。プロジェクトは残りの協力期間に計画どおり活動を継続していく

ことで、プロジェクト・デザイン・マトリクス（Project Design Matrix：PDM）に設定された諸指標

を達成することが見込まれる。プロジェクト目標レベルでは、マニュアル等成果品の承認・採用が
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指標として設定されており、現在それに向けた検討が各機関で進められている。プロジェクトの計

画内容における有効性は高いと判断されるものの、残りの協力期間におけるプロジェクトの目標達

成に大きな影響を及ぼす可能性があるものとして、幾つかの連邦・州・市の実施機関は、活動予算

の不足、人員の不足に言及している。これについては、PDM においても「実施機関及び関係機関は、

適切に予算が配布され人員が配置される」として、あらかじめ「外部条件」として記載されている。

プロジェクトでは、4 分野のマニュアル（案）の作成にあたり、その技術的内容の有効性・統一性

が確保できるよう、技術会議を通して実施機関間の連携・調整が図られるよう特別な努力が払われ

てきた。技術用語や技術的内容の 4 分野のマニュアル間での統一を図るため、連邦 4 機関の参加に

よる「論争調整会議」が、その後「分野間調整会議」、「分野間統合会議」と名称を変更しながら、

定期的に開催されている。 
 
（３）効率性 
プロジェクトの効率性は、特に協力期間の後半においては高く、プロジェクトは協力期間である

2017 年 11 月までに、計画通りプロジェクト目標を達成する見込みである。2016 年 3 月に実施され

た中間レビュー調査では、4 カ月の協力期間延長が提言された。これは、残りの協力期間（2016 年

3 月から 2017 年 7 月までの 16 カ月間）は、パイロット事業実施フェーズ、結論／提言フェーズの

全ての活動を終了させるのに十分ではない、との検討・協議結果による。中間レビュー調査におい

ては延長を見込んだ残りの協力期間の PO 案も検討され、第 4 回合同調整委員会（Joint Coordinating 
Committee：JCC）（2016 年 3 月 14 日）以降は、2017 年 11 月のプロジェクト終了に向けて活動はほ

ぼスケジュール通りに進んでいる。ブラジル側人員の配置、日本側専門家の派遣、現地活動費、本

邦研修といったプロジェクトの投入は、全体的には、これまで適切かつ効率的に管理されている。

プロジェクト参加者間のコミュニケーションは、上述の通り、プロジェクトの実施過程で顕著に向

上した。プロジェクトの意思決定会議である JCC については、各実施機関の幹部が出席して、これ

まで 5 回開催されている。  
 
（４）インパクト 
プロジェクトの正のインパクトとしての上位目標の達成に向けた進捗、PDM 指標の達成見込みに

ついては、既述した通りである。プロジェクトの実施過程において、連邦 4 機関、パイロット州・

市の間の調整及び連携が進展したことは、プロジェクトがもたらした大きなインパクトである。PPA
（2016-2019）の中の「プログラム 2040 – 災害リスク管理」では、災害リスク管理に向けて連邦・

州・市の機関における活動の調整と統合が強調されている。MCidades によると、「プログラム 2040 – 
災害リスク管理」の内容は、プロジェクトの中で行われた議論を直接に反映しており、連邦 4 機関

と MPOG の協議のもと策定された。連邦機関及びパイロット市は、作成されたマニュアル（特に、

急傾斜地崩壊対策計画、土石流対策計画）が配布・利用されることにより、多くのポジティブなイ

ンパクトが発現することを期待している。具体的には、市政府は、マニュアルを参照することで、

連邦政府への対策工提案書を効率的に作成・提出できるようになる。また連邦政府は、同じマニュ

アルに基づくことで、より迅速に提案書を審査・処理できる。このように対策工を計画・設計する

際に、標準化された手法が存在していることの重要性が、市政府・連邦政府から強調された。また

プロジェクトは国際的にも認められ、メキシコのカンクンで国連が主催した「2017 防災グローバル・
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プラットフォーム会合」において、2017 年 5 月 25 日、国連笹川防災賞を受賞した。さらにブラジ

ルの州レベルでは、サンタカタリーナ州市民防衛局と CPRM は、現在、18 カ月間の契約プロジェク

ト「サンタカタリーナ州のリスク及び脆弱性マッピング」の署名に向けて準備を進めている。  
 

（５）持続性 
持続性の見込みは、政策・制度、組織・人材、技術的な観点等からは概して高いと見込まれるが、

現在のブラジルの政治的な混乱からの影響が懸念される。 
（政策・制度的な観点） 
ブラジル国内の災害リスク管理にかかる政策は、プロジェクト便益の持続・発展に向けて適した

ものとなっている。プロジェクトの活動は、連邦 4 機関のマンデートおよび PPA（2016-2019）の「プ

ログラム 2040 - 災害リスク管理」に掲げる目標と整合している。現在のブラジルの政治危機による

持続性への影響が懸念されるが、市民防衛分野における行政の基本的な方針、特に災害予防に向け

た活動については、現在の政治的な不確かさの中でも、国家政策の優先課題の一つとして維持され

ていくことが望まれる。2012 年の法律第 12608 号には、国家市民防衛・保護システム（Sistema Nacional 
de Proteção e Defesa Civil：SINPDEC）及び国家市民防衛・保護審議会（Conselho Nacional de Proteção 
e Defesa Civil：CONPDEC）が規定されている。2016 年 12 月に大統領府は、関係省庁と市民団体の

支援を得て、法律第 12608 号の実施細則案をとりまとめ、現在、その法制化に向けた審議が続いて

いる。プロジェクトにおける災害リスク管理の省庁横断的な実施体制についても、法律 12608 号の

実施細則の中で一連の条項として含まれることが見込まれている。 
（組織・人材的な観点） 
日本側チームが各機関に分散してブラジル側職員と共に業務を進めることで技術移転が行われ、

人材の能力強化が図られてきた。連邦・州・市の職員の頻繁な人事異動がプロジェクト成果の持続

性に影響を与えるのではないか、との懸念がある。これについては、プロジェクトはより多くの人

数をプロジェクトに参加させること、作成するマニュアルについては連邦・州・市の職員が分かり

やすく参照し易いものとすることで対応してきている。 
（財政的な観点） 

PPA（2016-2019）「プログラム 2040」には、2016-2019 年に割り当てられる予算額が示されており、

それが 2019 年までの単年度予算に反映されることになる。しかし年度ごとの予算については、より

一般的なブラジルの政治、社会・経済状況と、開発課題の中で防災に与えられる優先順位に大きく

依存し、また予算の配布状況は各連邦機関によっても大きく異なる。MCidades については、2017
年 3 月にブラジル国内専門家・コンサルタントチームと 60 万レアルの契約を結び、パイロット活動

の支援と都市計画マニュアルの改訂を進めている。さらに MCidades は、PPA に位置づけられたリス

ク・災害管理プログラムとして、30 億米ドルにのぼる事業を実施している。CPRM については、予

算の制約により、マニュアル最終化のため会議開催が難しくなっている。CPRM は 2018 年から 2019
年のマッピング業務において統合自然災害リスク管理国家戦略強化プロジェクト（Gestão Integrada 
de Riscos em Desastres Naturais：GIDES）マニュアルで決定された手法を適用する予定であり、今後

もマッピング業務を維持してくことは極めて重要としている。現在 CPRM は、新たな組織チャート

の提案に向けて組織再編研究を実施しており、地質学的マッピング、リスクマッピングの業務を維

持に向けてあらゆる努力を行っている。CEMADEN については、連邦政府の予算削減政策のもと、
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予算配布の一部が据え置かれている状態が続いている。こうした状態においても、CEMADEN は持

続的なモニタリングと早期警報の発出のため、観測ネットワークの運用・維持に優先度を置くべき、

としている。 
（技術的な観点） 
技術的な観点からは、プロジェクトの持続性は高いと見込まれる。4 分野のマニュアル（案）は

技術会議を通して作成され、プロジェクト終了後についても省庁横断的な協議が維持されていくこ

とで、適切に改訂・更新されていくことが期待される。MCidades は、ブラジルの州・市がアクセス

できる遠距離研修の公式ポータル http://www.capacidades.gov.br/ にマニュアルをアップロードする

ことで公表・普及していく計画である。マニュアルの普及により、MCidades は土砂災害リスク評価

の適用にかかるプロジェクトの成果を、同じく自然災害リスクを持つ他市にも広げていくこととし

ている。土砂災害対策工について州・市が直面している課題は、設計・施工管理と資金管理のため

の技術・体制が不足していることである。既述のとおり、MCidades、MI は、それぞれ斜面崩壊対策

マニュアル、土石流対策マニュアルを、州・市からの工事及び資金申請の手続きの中に技術ガイダ

ンスとして入れ込むことを考えている。このように現在の市民防衛と災害リスク軽減の政策サイク

ルの中にマニュアルを入れ込むことで、プロジェクト成果の高い持続性の確保が期待できる。また、

CEMADEN は、プロジェクトの手法をリオデジャネイロ州、サンタカタリーナ州、ペルナンブーコ

州、サンパウロ州の全市に拡大するため、これらの州の市民防衛局と協議を進めている。これは、

今後 GIDES 手法を全国に広げていくためのステップとなる。 
 

３-３ 効果発現に貢献した要因 
計画内容に関することで、プロジェクトの促進要因として挙げられるのは、プロジェクトのガバ

ナンス、実施体制である。定期的な合同戦略ワーキンググループ（Joint Tactical Working Group：JTWG）
の開催等により実施機関間のコミュニケーションが促進され、プロジェクトの事業効果の発現に繋

がった。連邦実施機関によれば、プロジェクトの実施体制は、ブラジルにおいて省庁間のダイアロ

ーグと全体的な合意に基づく新しい公共政策の進め方を提示した。一連の JTWG は、連邦の防災リ

スク管理プログラムの整合性・一貫性をもたらし、国家開発計画である PPA（2016-2019）の策定に

も貢献した。 
 
３-４ 問題点及び問題を惹起した要因 
実施内容に関することで、プロジェクトの阻害要因として挙げられるのは、日常業務にも支障が

出るほどの人員不足（具体的には、復旧・再建部（Departamento de Reabilitação e Reconstrução：DRR）、
CENAD、CEMADEN）、現在の政治危機による体制・組織の不安定さ、活動予算の不足によるプロ

ジェクト実施への影響、2016 年の統一市長選挙後のパイロット市政府の幹部・技術チームの変更（特

にペトロポリス市）、マニュアルで提言された手法を適用するために必要な DEM や高解析画像など

地図製作基盤の不足、が挙げられた。 
 
３-５ 結論 
プロジェクトは、法律 12608 号（2012 年）や国家開発計画に位置づけられる PPA（2016-2019）「プ

ログラム 2040 - 災害リスク管理」などブラジルの防災政策と引き続き整合しており、その妥当性は
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高い。プロジェクトは 4 つの成果を出すことでプロジェクト目標を達成し期待される事業効果の発

現も見込めることから、プロジェクトの有効性は高いと判断される。プロジェクトは、4 カ月の期

間延長をもってほぼ活動が予定通り進行しており、特に協力期間の後半における効率性は高いと判

断される。プロジェクトの実施過程において連邦 4 機関及びパイロット州・市の間の連携が顕著に

向上し、PPA（2016-2019）における「プログラム 2040」の策定にも繋がったことから、プロジェク

トのインパクトは大きい。プロジェクト便益・成果の持続性については概して高いと見込まれるも

のの、現在のブラジルの政治的な混乱の影響が懸念される。 
 
３-６ 提言 
（協力期間中） 

1) 連邦政府機関によるパイロット州・市への引き続きの支援 
財政難・職員不足が深刻なパイロット州・市については、そこでのパイロット活動が完了しプ

ロジェクト目標の達成に反映されるよう、連邦政府機関は引き続き可能な支援を提供していくこ

と。 
2) マニュアル間の調整及び統合 

連邦政府機関は、今後、作成したマニュアルが実際の利用・手続きにおいて実践的で機能的な

ものになるよう、マニュアル間の調整及び統合に向けた努力を一層強めてくこと。 
3) ブラジル側関係機関による自立的な活動の推進 

プロジェクトに参加しているブラジル側関係機関については、残りの協力期間中、より強いオ

ーナーシップを持ってプロジェクト活動を自立的・積極的に進めていくこと。  
4) マニュアルのハンドブック 

連邦政府機関は、マニュアルの技術ハンドブック（解説書）を作成して、基本的な考え方、背

景データとマニュアルに記載されていないロジック、マニュアルの作成過程、考慮すべき点、そ

の他の必要事項を解説しておくことが重要である。こうしたハンドブックは、利用者がマニュア

ルをより効果的・効率的に理解、活用し、さらに今後、一貫性を保ちながらマニュアルを改訂し

ていくための手助けとなる。 
（協力期間後） 

5) プロジェクト活動の継続及び拡大 
パイロット 3 市の対象地区における活動（土砂災害に対する構造物・非構造物対策の実施）は

同市内のその他の地区にも拡大される必要がある。また、今後迅速に活動を拡大していくために

は、市は、民間セクターといった外部の技術リソースの利用も検討していくことが望まれる。      
 
３-７ 教訓 

1) 本邦研修 
本プロジェクトの本邦研修は、異なる機関間の協働関係を深めたという点で大きな促進要因と

なった。また、土砂災害リスク管理のための日本の制度・組織にかかる知識、研修を通じた実用

的な技術の習得という点においても効果的であった。 
2) パイロット市のコミットメント 

プロジェクトの初期段階に、パイロット活動に参加する 3 市から、プロジェクトに参加する人
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材と必要な予算については自身で用意する旨の宣言書が連邦政府機関に送られた。これは、市政

府の体制変化に関わらず、プロジェクト期間を通して市の継続的なコミットメントの確保に役だ

った。 
3) 長期と短期を組み合わせた専門家派遣 

本プロジェクトは、連邦政府 4 機関とパイロット活動を実施する 2 州 3 市の地方政府に広がっ

ている。本プロジェクトでは、長期専門家はブラジリアの連邦政府機関に配置されて全体的な調

整を担当し、短期専門家はプロジェクトの各分野を実施する機関に配置され特定の技術・専門分

野の業務を実施した。 
4) 災害が発生した直後のプロジェクトの迅速な立ち上げ 

2011 年の大規模土砂災害の発生直後に本プロジェクトを立ち上げたことは、プロジェクトの実

施期間を通してブラジルカウンターパート（Counterpart Personnel：C/P）機関のオーナーシップ

とモチベーションを高め維持するのに役だった。C/P 機関からの支援の要請に迅速に応えて支援

を開始することは、相互の信頼に基づく良い協働関係の構築に繋がる。 
5) 複数省庁の参加により高い効果が得られること 

防災にかかるプロジェクトは、関係する複数の省庁の相互協力・協調により高い効果を生み出

す可能性がある。土砂災害の予防・リスク軽減に向けて必要な活動が実施されるよう、関連する

政策、制度、組織を十分に含むプロジェクトをデザインすることが重要である。 
 
３-８ フォローアップ状況 
なし。 
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Terminal Evaluation Summary Sheet 
1 Outline of the Project 
Country: Federative Republic of Brazil Project Title: Project for Strengthening National 

Strategy of Integrated Natural Disaster Risk 
Management 

Thematic Area: Disaster Risk Reduction 

Division in Charge: Disaster Risk Reduction 
Team 1, Global Environment Department, 
JICA 

Cooperation Scheme: Technical Cooperation 
Total Cost: 1.1 billion yen (4 years) 

Project 
Period:  

(R/D) 10 June 2013 
(Cooperation) 
July 2013 - November 2017 
(Extension) - 

Counterpart Agency: Ministry of Cities 
(MCidades), Ministry of National Integration 
(MI), Ministry of Science, Technology, 
Innovation, and Communication (MCTIC), and 
Ministry of Mines and Energy (MME) 

Cooperating Organization in Japan: Ministry of 
Land, Infrastructure, Transport and Tourism 
(MLIT) 

1.1 Background of the Project 
In Brazil, various types of disasters have occurred. Influential disasters in urban areas are flood, 

flash flood, debris flow, landslide, and slope failure. The change of natural phenomena due to climate 
change, urban development without considering disaster risk, a lack of solid civil defense system, 
and a lack of consolidated forecasting and warning system has been considered as the major issues.  

In response to such a situation, the government of Brazil (GOB) decided to incorporate a “Disaster 
Risk Management and Response Program” to the Multi-Year Plan (PPA 2012-2015). The Program 
contains a variety of measures such as the mapping of disaster-risk areas, establishment of early 
warning system, formulation of guidelines for disaster management, monitoring of land development, 
enhancement of infrastructures, relocation of residents, river improvements, and strengthening of 
disaster response system.  

Then, GOB requested the government of Japan (GOJ) for the following technical cooperation to 
effectively and efficiently implement the Program:  
1) Develop urban expansion planning and management tools, 
2) Develop standardized procedures for evaluation and mapping of water and sediment related 

disaster risks, 
3) Formulate guidelines for state and municipal authorities to establish disaster response protocols,  
4) Develop methodologies and procedures to issue alerts of landslides and debris flows, and  
5) Improve national system of monitoring and warning of natural disasters.   

With this background, the Record of Discussions (R/D) was signed on June 10, 2013 on the Project 
for Strengthening National Strategy of Integrated Natural Disaster Risk Management  (hereinafter 
referred to as “the Project”) between Brazilian authorities and Japan International Cooperation 
Agency (JICA). The Project began in 31 July 2013 at the arrival of a Japanese expert in Brazil.  

In February-March 2016, at the half-way point of its cooperation term, the Project is required to 
undergo the Mid-term Review in accordance with the Article IV of the signed R/D. Then, six months 
before the expiry of the project cooperation in November 2017, JICA and Brazilian authorities 
concerned are to jointly conduct the terminal evaluation of the Project in May-June 2017. 
1.2 Project Overview 
1) Overall Goal 

Sediment disaster risk is reduced according to nonstructural measures based on risk assessment.  
2) Project Purpose 

Disaster management cycles, which consist of urban expansion plan, protocol of early warning, 
and forecast and monitoring and prediction, are established based on risk assessment and risk 
mapping. 

3) Output 
(1) Strengthen capacity of risk assessment on sediment disaster including hazard identification, 
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vulnerability analysis, and risk evaluation and mapping. (Risk assessment and mapping)  
(2) Strengthen capacity of planning and implementation of risk reduction measures for sediment 

disaster. (Urban expansion planning) 
(3) Improve protocol of early warning, disseminating risk information and methodology of 

collecting disaster data. (Protocol of early warning)  
(4) Improve system of monitoring and prediction for sediment disaster mitigation. (System of 

monitoring and prevention) 
4) Inputs (at the time of Terminal Evaluation)  
(Japanese Side): Total 1.1 billion Japanese Yen   

Dispatch of Expert: 6 long-term experts, 2 consultant teams (consisting of 10 and 11 members).  
Provision of equipment: None  
Training in Japan: 5 training courses was held in 2014 and 2015, participated by 71 Brazilian 
personnel   
Local activity cost: total 137 million yen (Jul 2013 - Present) for hiring interpreter/translator, travel 
expenses, etc.   

(Brazilian Side): 
Counterpart: 154 personnel from MCidades, MI, MCTIC, MME, pilot municipalities (Blumenau, 
Nova Friburgo, Petropolis) and states (Santa Catarina, Rio de Janeiro).  
Counterpart Budget: Implementing organizations have covered project operational expenses,  

2 Joint Evaluation Team 
Member  1. Mr. Agostinho Tadashi 

Ogura 
Section of Investigation, Risks and Natural Disaster 
(SIRDEN) of IPT (Technological Research Institute of Sao 
Paulo)   

2. Mr. ARATSU Yuki Senior Assistant Director, Global Environment Department, 
JICA 

3. Mr. SOMA Atsushi Disaster Risk Reduction Team 1, Disaster Risk Reduction 
Group, Global Environment Department, JICA 

4. Mr. ITO Hitoshi 
 

Director of Sediment-related Disaster Countermeasure Office, 
Sabo Department, Water & Disaster Management Bureau, 
MLIT 

5. Mr. Hiroyuki OKUDA Senior Consultant, Tekizaitekisho, LLC 
Period 18 May 2017 ～ 11 June 2017 Type of Evaluation：Terminal Evaluation 
3 Results of the Terminal Evaluation Survey 
3.1 Achievement of the Project at Present 
(Output 1) 

Out the 7 indicators set for Output 1, the Project has already achieved 6 indicators, and almost 
achieved 1 indicator. The development of “Hazard and Risk Mapping Manual for Sediment 
Disaster” was completed and the review by ABGE is considered. In the 3 pilot municipalities, 
hazard maps were prepared (Indicator 1-2, 1-3).  The technical meeting was held 10 times (April 
2014～May 2017), and in the pilot municipalities the mapping seminar was held 9 times (April～
November 2016) (Indicator 1-1,1-4).  The development of human resources (Indicator 1-5, 1-6) 
and the establishment of database (Indicator 1-7) were complemented. 

(Output 2) 
Out the 6 indicators set for Output 2, the Project has already achieved 3 indicators, and 

almost/partially achieved the other 3 indicators. “Manual for Urban Planning to Apply Sediment 
Disaster Risk Reduction” is currently being finalized by the Brazilian consultant/expert team 
contracted in March 2017. The contents are being reviewed and adjusted in order to transform the 
understandings into objective and clear guidelines, from the technical orientation into more 
normative text. As with the “Manual on Plan Preparation for Countermeasure to Slope Rapture”, its 
development was completed, and the preparation of its Version 2 is considered by contracting out 
to the academics (universities). Thirdly, the development of “Manual on Plan Preparation for 
Countermeasure to Debris Flow” was also completed. Inclusion of pilot activities, layout 
adjustment, and review of the contents through the public consultation are considered (Indicator 
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2-2).  For the city planning, the technical meeting was held 10 times (November 2013～June 
2017), and its 11th  and 12th meeting is planned. In the 3 pilot municipalities, the city planning W/S 
was held at each municipality (October～November 2016). For the prevention/rehabilitation area, 
the technical meeting was held 5 times (November 2014～November 2016), and in the pilot 
municipalities, the planning seminar was held 4 times (May - June 2016) and OJT was conducted 4 
times (October-November 2016) (Indicator 2-1, 2-3).  The development of human resources 
(Indicator 2-4, 2-5) and the establishment of database (Indicator 2-6) were complemented. 

(Output 3) 
Out the 5 indicators set for Output 3, the Project has already achieved 3 indicators, and partially 

achieved the other 2 indicators. As with the “Manual on Contingency Plan”, a table of “Unified 
Criteria for Correlation of Procedures among Alert, Alert and Evacuation against Sediment 
Disaster” was prepared, and is under consultation with stakeholders. Also, “Technical Manual on 
Early Warning for Sediment Disaster Risk” to establish a threshold to issue an alert was prepared. 
(Indicator 3-2).  For the contingency planning, the technical meeting was held once (August 
2016), and the 2nd meeting is planned. For the protocol of early warning together with monitoring & 
prevention system, the technical meeting was held 8 times (February 2014～February 2016). And 
also for pilot project implementation, state technical meeting was held 3 times in Rio de Janeiro 
and Santa Catalina each (September 2016～May 2017), and 4th and 5th meeting are planned 
(Indicator 3-1).  The development of human resources (Indicator 3-3, 3-4) and the establishment 
of database (Indicator 3-5) were complemented. 

(Output 4) 
Out the 4 indicators set for Output 4, the Project has already achieved 2 indicators, and partially 

achieved the other 2 indicators. GIDES System (as part of Salvar System) was developed to 
monitor the rainfall in real-time against the threshold based on incoming information from rain 
gauges. Support tool for online calculation of reference line is being developed. Also, the R&D 
master plan (PIPO), which will include achievements of the Project, is in a final consultation phase 
(Indicator 4-3).  Furthermore, some trainings were conducted, including “disaster alert, mapping 
and contingency plan” for Sao Paulo civil defense secretariat, co-hosed by CEMADEN, CENAD, 
CPRM, and Sao Paulo civil defense secretariat in September 2016 (Indicator 4-1, 4-2, 4-4).  

(Project Purpose) 
There are 3 indicators set for the Project Purpose - the approval and adoption of the deliverables. 

At present, the Project is being implemented largely on schedule, and the procedure towards such 
approval/adoption is being discussed by each responsible organization, hence these 3 indicators are 
likely to be achieved by November 2017. A positive outlook of the Project completing all the 
activities during the remaining period is widely expressed by all the implementing agencies.  

(Overall Goal) 
There are 2 indicators set for the Overall Goal - the incorporation of the results of Project into the 

Multi-Year Plan (PPA). In December 2015, PPA (2016-2019) was announced, which includes 
“Program 2040 - Disaster Risk Management”. The program 2040 emphasizes the importance of 
integrated operation and coordinated management among federal/state/municipal agencies for 
disaster risk management. According to MCidades, this is a direct extension of discussions 
conducted in the Project, and the Program 2040 was developed in a coordinated manner among the 
implementing agencies (MCidades, MI, CEMADEN, and CPRM) including the Ministry of 
Planning, Budget and Management (MPOG). The same can be expected for the next PPA 
(2020-2023). 

3.2 Review Based on the Five Evaluation Criteria  
(1) Relevance 

The relevance of the Project remains high as there is no significant changes in the national policy 
for natural disaster risk management in Brazil after the Project started in July 2013. The Project is 
aligned with Law No.12608/2012, Law 12340/2010, and PPA (2016-2019) which includes “Program 
2040 - Disaster Risk Management”. The Project is implemented by the four federal organizations 
(MCidades, MI, CEMADEN, and CPRM), and all the four organizations have affirmed that the 
Project meets their mandates and needs/expectations. The Project is also aligned with the cooperation 
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policy of Japan with Brazil. Furthermore, The Project is contributing to all the 4 Priorities set forth 
by The Sendai Framework for Disaster Risk Reduction  (2015-2030) adopted on 18 March 2015. 
(2) Effectiveness 

The effectiveness of the Project is high. It is most likely that the Project will achieve all the 
indicators by continuing the planned activities during the remaining cooperation period. The approval  
of the tangible outputs is the indicators set for the Project Purpose, and the procedures towards 
approval still needs to be discussed, agreed and carried out by each responsible organization. 
Although the Project design is appropriate, some agencies at federal/state/municipal level expressed a 
particular concern which may affect the Project: the lack of operational budget and staff. In the PDM, 
this is described as an Important Assumption of the Output towards the Project Purpose: “The 
implementing agencies and related organizations are properly budgeted and staffed .” So far, the 
Project has managed gradually at the best way practicable with this matter. Also, throughout the 
implementation, the Project has paid particular attention to the communication and  coordination 
among implementing agencies in/among the technical meetings to ensure the effectiveness of the 
developed manuals of different axis. In order to ensure the consistency among the 4 manuals such as 
technical contents and terminologies, “conflict resolution meeting among axis” (later on, renamed as 
“axis coordination meeting”, and then “axis integration meeting”) is regularly held by all the 4 
implementing agencies. (3) Efficiency 

The efficiency of the Project is high particularly in the 2nd half of its implementation period. The 
Project is expecting to achieve the intended purpose by November 2017 as planned. The four -month 
extension was recommended at the Mid-term review in March 2016. This was because the remaining 
cooperation period (16 months at the time of Mid-term review from March 2016 to July 2017) was 
not considered enough to complete all the activities of Pilot Project Phase and Conclusion Phase. 
After the 4th JCC in March 2016, activities are being implemented almost on schedule towards the 
end of November 2017. In general, inputs to the Project such as the assignment of Brazilian 
personnel, dispatch of Japanese experts, local operation budget, and training in Japan have been 
managed properly and efficiently. Communication among implementing organizations and pilot 
states/municipalities has been significantly enhanced in the course of project implementation. The 
JCC meeting, the decision-making body of the Project participated by the executives of 
implementing agencies, has been held 5 times to date. (4) Impact 
The impact of the Project is high. The key positive impact is the indications of progress towards 
achieving the Overall Goal, and this is as described in the previous chapter. The Project has 
significantly promoted the coordination among the 4 implementing agencies and pilot 
states/municipalities in its process of implantation. This is widely acclaimed as the greatest impact 
the Project has already produced. Significant representation of such coordination is the development 
of “Program 2040 - Disaster Risk Management” in PPA (2016-2019). There are also many positive 
impacts suggested by federal institutions as well as municipalities about the dissemination and 
utilization of the developed manuals. They emphasized the importance of using a standardized 
method to prepare structural measures: municipalities can more easily complete a proposal to be 
submitted to the federal government by referring to the manual, and the federal government in turn 
process the proposal more efficiently as their work are based on the same standard. At an 
international area, the Project received the UNISDR / UN Sasakawa Award during the Global 
Platform for Disaster Risk Reduction event held in May 2017 in Cancun in Mexico. At state level in 
Brazil, Mapping of Risks and Susceptibility in Santa Catarina - an 18-month contracting project 
between the CPRM and Secretariat of Civil Defense of Santa Catarina - is under development for 
signing.  
(5) Sustainability 

The prospect of sustainability is high in terms of institutional, technical, and human resources 
viewpoint, but the current political and economic situation in Brazil may bring in some challenges to 
them. 
(Policy and Institutional aspect) 

National policy in Brazil for disaster risk management is instrumental in sustaining the project 
benefits. Activities of the Project are in line with the Program 2040 - Disaster Risk Management in 
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PPA (2016-2019) as well as mandates of the 4 federal agencies. The political crisis at present 
makes an analysis of the political and institutional sustainability difficult, but it is hoped that, 
despite of the political uncertainty, the administrative direction on the theme of Civil Defense, and 
particularly actions aimed at disaster prevention, remain one of the national priorities. In 2012, 
Law 12608 was created that establishes the National Policy for Protection and Civil Defense 
(PNPDEC) and National Council for Protection and Civil Defense (CNPDEC). In December 2016, 
Presidency of the Republic, with the support of the Ministries and Civil Society, drafted and 
presented the Decree of Regulation 12608, the text of which is currently under contemplation in the 
scope of the legislation. Once the regulation of Law 12608 is approved by the Presidency of the 
Republic, it envisages a series of provisions to guarantee a coordinated and cooperative 
administrative arrangement of the risk management policy.  

(Organization and Human Resources aspect)  
Development of human resources is taking place through transfer of disaster management 

technologies while the Japanese team is working with Brazilian personnel on daily basis. There is a 
concern of frequent staff transfer in federal/state/municipal administrations affecting the 
sustainability of project benefits. The Project has dealt with this issue by increasing the number of 
personnel involved in the Project, and by producing the manuals which will be user -friendly, easy 
to understand by successors.  

(Funding aspect) 
PPA (2016-2019) indicates the total amount (2016-2019) for the Program 2040, which is to be 

converted into the single-year budget until 2019. However, this largely depends on general 
political, socio-economic conditions in Brazil and on priority the administration will provide to 
disaster risk management among many development issues. MCidades in 2017 hired a consulting 
company to support the revision of the urban planning manual in the amount of R $ 600 thousand. 
Also, it is important to highlight that MCidades maintains a program of support for risk prevention 
works, the amount of which reaches about U$ 3 billion. On the other hand, CPRM is experiencing 
the lack of financial resources, which is making it difficult to hold face-to-face meetings to close 
the manual. CPRM intend to apply the methodology determined in the manual in the new mappings 
to be carried out in 2018 and 2019. Currently CPRM undergoes restructuring studies to propose a 
new organizational chart. As such, all efforts are being made by CPRM to maintain the action of 
mapping geological hazards. CEMADEN had a part of retained budget under budget saving policy 
of the federal government. Even in this condition, CEMADEN should put first priority on the 
maintenance of the observational network to accomplish its mission for sustainable monitoring and 
issuing early warnings. 

(Technical aspect)  
Project benefits are more likely to be sustained from technical viewpoint. The manuals have been 

developed in the technical meeting, and with a similar setting of coordination the manuals are also 
encouraged to be revised by themselves continuously. The manuals prepared by the Project are 
expected to be publicized on websites of implementing organizations or with hardcopies to increase 
the utilization of them by many states/ municipalities. MCidades plans to insert the manuals in 
official distance training portals, http://www.capacidades.gov.br/, which can be accessed by all 
Brazilian states/municipalities. MCidades also has an idea to extend the outputs of the Project to 
apply sediment disaster risk assessment to other cities at a risk of natural disasters. According to 
MI and Mcidades, one of the main difficulties which states/municipalities are facing is related to 
the management of infrastructure works and the administrative operation of the federal funding, 
due to the lack of technical and institutional capacities. In this regard, inserting the manual contents 
as a technical guidance into the procedures of requesting financial resources from 
states/municipalities is considered for developing risk mapping and plans for infrastructure works. 
The insertion of the manuals on the continuous policy cycle for disaster risk reduction will ensure 
high level of sustainability of the project outputs. Lastly, CEMADEN is already discussing 
cooperation with State Civil Defenses in order to expand the methodologies of the Project to all 
municipalities of Rio de Janeiro, Santa Catarina, Pernambuco and Sao Paulo states. Th is will be a 
necessary step into the consolidation of GIDES methodologies at national level.  

http://www.capacidades.gov.br/
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3.3 Factors that have promoted the project implementation 
Of planning, there is one specific promoting factor widely mentioned, which is the governance 

arrangement of the Project. It is indicated that periodic administrative meetings (Joint Tactic Working 
Group: TJWG) and communication among executing organizations have generated a new way of 
conducting public policies based on inter-ministerial dialogue and the collective construction of 
understandings. A series of JTWG supported the elaboration of the PPA (2016 -2019) by deepening, 
generating a concept of greater consistency to the Federal program of disaster risk management. This 
demonstrates how the Project has contributed to the strengthening of disaster risk management in 
Brazil. 
3.4 Factors that have hindered the project implementation 

Of implementation process, some hindering factors identified are: low staffing even to affect the 
regular work demand (namely, in DRR, CENAD, and CEMADEN), political crisis causing 
instabilities and insecurity in institutions, financial crisis affecting the participation in and continuity 
of activities as planned; the change of municipal management and the technical teams (parti cularly, 
in Petrópolis) after the mayoral election in 2016, and the lack of cartographic basis, DEM and 
high-resolution images for the ideal application of the methodology recommended in the Manual.  
3.5 Conclusion 

The relevance of the Project is high as it continues to be aligned with the overall disaster risk 
management policy, in particular, with Law 12608/2012 and the “Program 2040 – Disaster Risk 
Management” in PPA (2016-2019). The effectiveness of the Project is also high as the Project is 
expected to achieve the Project Purpose as designed by November 2017, and is producing intended 
effects by delivering four outputs. The efficiency of the Project is assessed high, particularly in the 
second half of its implementation period, as project activities are ongoing largely on schedule with 
the extension of four months. The Project has already produced high impact in that the coordination 
among the implementing federal organizations and pilot state/municipalities is significantly 
increased; having led to the development of Program 2040 in PPA. The sustainability is high, but the 
political and economic conditions of Brazil for the moment may bring in some challenges.   
3.6 Recommendations 
(During the cooperation period) 
1) Continuous support by the federal agencies to pilot states/municipalities  

There are pilot states/municipalities which are experiencing serious budget and staffing 
constraints, and the federal implementing organizations are to provide possible supports 
continuously so that their pilot activities can be fully completed to feed into achievement of the 
Project Purpose.  

2) Coordination and integration of manuals  
All the implementing organizations are to accelerate their efforts on coordination and integration 

of the developed manuals from now on to make them practical and functional in the actual 
procedures.  

3) Promotion of activities by Brazilian organizations  
Brazilian implementing organizations participating in the Project are further encouraged to 

actively promote activities of the Project with stronger ownership for the remaining period of the 
Project.  

4) Handbooks to the manuals    
It is important for the federal implementing organizations to prepare technical handbooks, which 

explain background data and hidden logic, formulation process, consideration points, and other 
necessary matters. Such handbooks will help users of the manual understand and utilize the 
manuals more effectively and efficiently, and will enable them to revise the manuals with 
consistency.   

(After the cooperation period) 
5) Continuation and extension of project activities 

Project activities on target sites in pilot municipalities need to be expanded (such as the 
implementation of plan on structural/nonstructural measures on sediment disasters at the target site) 
to other areas in the municipalities. In order to accelerate these works in a short term, each 
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municipality is advised to utilize such outside technical resources as private sectors.     
3.7 Lessons Learned 
1) Trainings in Japan 

In this Project, the trainings in Japan were particularly effective to deepen good relationships 
among different organizations which seem to be a significant promoting factor of project activities. 
And these were quite effective in terms of acquiring knowledge on legislative, institutional, 
technical systems of sediment disaster risk management in Japan comprehensively, and skills 
through well-designed practical contents of trainings.  

2) Commitment of pilot municipalities 
In the initial stage of the Project, Letters of Declaration were issued to the federal government, 

which expressed intentions of municipalities to participate in the Project providing necessary 
human resources and budgets at its own expenses. This helped to ensure their continuous 
commitments throughout the cooperation period regardless of change of local environments.  

3) Combination of long-term and short-term experts 
 The Project consists of four federal agencies and actual activities sites located in different 

areas. In this Project, long-term experts looked to an overarching coordination attached to the 
responsible agencies in Brasilia and a certain number of short-term experts with specific skills and 
techniques dealt with each theme of sediment disaster attached to particular agencies.  

4) Prompt start of a project soon after disaster events 
To start a DRR project soon after disaster events will contribute to generate/keep ownership and 

motivation of counterpart agencies throughout cooperation period and to respond to a request soon 
from counterpart agencies will create a good relationship with mutual trust.  

5) Seek for integrated multi-ministerial outputs 
A project consisting of several ministries in DRR sector may generate remarkable and efficient 

outputs through mutual cooperation and coordination. It is important to design a project which 
contains related policy and institutional components so that necessary actions can be taken to 
prevent and mitigate risks of sediment disasters.  
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第１章 合同終了時評価調査の概要 

背景 

ブラジル連邦共和国は、面積約 851 万 km2、人口約 195 百万人、一人あたり GNI 約 10,720 米ド

ル（世界銀行 2011 年）であり、1950 年代から急激に都市化が加速している。これまで、人口の

大半が集中する都市部においても洪水、フラッシュフラッド、斜面崩壊、土石流、地すべりが発

生していたが、近年は急激な発展に伴い不正土地利用による災害危険地域への居住や、危険地域

への都市拡張が進んでおり、自然災害による被害が拡大している。2011 年 1 月には、リオデジャ

ネイロ州で豪雨による土砂災害とフラッシュフラッドが発生し、行方不明者約 400 名、死者は 900
名を超え、約 2 万人が家を失うというブラジル史上最大の災害が発生した。 

このような災害リスクを高めている要因は、気候変動等に起因する自然現象の変化だけではな

く、都市開発の人為的圧力による都市拡張に伴い、災害リスクの高い危険地域への居住、防災イ

ンフラ（斜面崩落防止、砂防ダム等の砂防施設、河川の改修等の洪水対策施設）を考慮しない都

市開発、降雨観測システム及び予警報発令システムの未発達等にある。また、これまで、災害発

生後の対応に重点を置き、災害を軽減するための防災対策が行われてこなかったことも災害リス

クを高めている一因である。 

こうしたなかブラジル政府は、上述のリオデジャネイロ州での土砂災害を契機に、国家開発計

画に位置づけられる「多年度計画（PPA 2012-2015）」に 65 の課題別プログラムの一つとして初

めて防災の視点を組み入れた「災害リスク管理・対応プログラム」を策定した。同プログラムで

は、洪水氾濫、フラッシュフラッド、地すべり、干ばつを対象として、①脆弱な地域のリスクマ

ッピング、②予警報システムの構築、③災害リスクを考慮した都市拡張計画の策定、④排水対策、

洪水対策、土砂災害対策等の防災インフラの整備、⑤災害危険地域の住民移転、⑥流域治水、⑦

災害リスク管理体制（特に市レベル）の強化等のさまざまな施策を含んでいる。 

ブラジル政府は、同プログラムに基づく防災体制強化のため、降雨予測と観測の強化を目的と

して 2011 年 12 月に科学技術革新省（MCTI）1に国家自然災害モニタリング・警報センター（Centro 
Nacional de Monitoramento e Alertas de Desastres Naturais：CEMADEN）を設立した。また、災害リ

スク評価、災害対応を目的として  2012 年  8 月には国家統合省（Ministério da Integração 
Nacional：MI）に全国災害リスク管理センター（Centro Nacional de Gerenciamento de Riscos e 
Desastres：CENAD）を創設し、MI は 2013 年までに 286 市、2014 年までに 821 市の災害リスク

マップを作成することが定められた。これらの災害リスク評価に基づき、都市省（Ministério das 
Cidades：MCidades）は、都市拡張計画の策定主体である市に対して災害リスクを考慮した土地利

用基準を示すことが求められている。また、CEMADEN が早期警報を CENAD へ伝達し、CENAD
が避難等にかかる助言を含めて市へ伝達する体制が制定された。 

しかし、この体制は制定されたばかりであり、CEMADEN による精緻な観測も十分ではなく、

降雨に起因すると考えられる土砂災害の予測能力は向上させる必要がある。また、上記で CENAD

                                                         
1 現在は科学技術革新・通信省（MCTIC） 
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が実施する予定の災害リスクマップも地質や土壌雨量指数などが考慮されておらず、正確な災害

リスクマップを作成するためには確かな根拠を持ったリスクの評価を実施する必要がある。さら

に、MCidades が所管する土地の不正利用などを抑制する土地利用規制も法整備されていない。以

上から、防災対策として必要とされる観測、予警報、リスク評価、都市計画、のそれぞれの分野

への包括的なアプローチが必要である。 

こうした背景のもと、災害国であることから世界的に卓越した防災技術を有している我が国に

対し、主として土砂災害に係るリスクエリアの評価、都市拡張計画、復旧復興及び予警報システ

ムの構築等非構造物対策を中心とした技術協力の要請がなされ、2013 年 6 月 10 日の討議議事録

（Record of Discussion：R/D）の署名を経て、独立行政法人国際協力機構（JICA）は 2013 年 7 月

末から 4 年間の計画で本技術協力プロジェクトを開始した。 

本プロジェクトは、全体として調査フェーズ、マニュアル策定フェーズ、パイロット活動フェ

ーズ、まとめフェーズの 4 段階に分けて実施されている。当初は活動計画（Plan of Operation：PO）
からの遅れがあったが、第 2 フェーズの成果である 4 分野のマニュアル（案）が 2016 年 3 月にま

とまり、パイロット活動を行いつつ、これらの見直しが続いている。R/D に基づき 2016 年 3 月に

は中間レビュー調査が実施され、その結果を踏まえて本プロジェクトは 2016 年 12 月の協議議事

録（Minutes of Meetings：M/M）により協力期間を 4 カ月延長することでブラジル側と合意し、2017
年 11 月末で終了する予定となっている。そこで、特に中間レビュー調査以降のプロジェクトの進

捗、現行の課題、活動計画を確認し、プロジェクト目標達成の目途を評価するとともに、必要に

応じて協力枠組み等の修正を協議することを目的に、終了時評価調査が実施されることとなった。 

プロジェクトの概要 

プロジェクトの概要は、2013 年 6 月に署名されたプロジェクトの R/D2に示されており、それが

プロジェクトのロジカル・フレームワークであるプロジェクト・デザイン・マトリクス（Project 
Design Matrix：PDM）の様式に転記されて、プロジェクト活動実施のための日々のモニタリング

及び管理ツールとして利用されている。最新の PDM（2016 年 12 月付け Version 2）及び PO（Version 
4）に基づくプロジェクトの概要は以下のとおり。（添付 1）、（添付 2） 

プロジェクトタイトル 
ブラジル国 統合自然災害リスク管理国家戦略強化プロジェクト 

プロジェクト期間 
2013 年 7 月～2017 年 11 月（52 カ月） 

実施機関 
都市省（MCidades）、国家統合省（MI）、科学技術革新・通信省（Ministério da Ciência, 

Tecnologia, Inovação e Comunicação：MCTIC）、鉱山エネルギー省（Ministério de Minas e 
Energia：MME） 

                                                         
2 同 R/D は、プロジェクト実施機関の一つとして鉱山エネルギー省（MME）鉱物資源探査庁（CPRM、ブラジル地質サービス）

を追加するため、2014 年 5 月 6 日の第 2 回合同調整委員会（JCC）において改訂された。さらに、プロジェクト実施期間の

2017 年 11 月までの 4 カ月延長のため、2016 年 12 月 7 日の M/M の署名により再改訂された。 
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パイロット事業サイト 
ノバフリブルゴ市及びペトロポリス市（リオデジャネイロ州）、ブルメナウ市（サンタカ

タリーナ州） 

上位目標 
リスク評価に基づく非構造物対策により、土砂災害リスクが軽減される。  

プロジェクト目標 
リスク評価・リスクマップに基づき、都市計画案の作成、災害予警報体制及び災害観測・

予測システムが構築される。 

成果 
1) 土砂災害のハザード特定、脆弱性分析、リスク評価・マッピングを含むリスク評価能

力が向上する。（リスク評価・マッピング） 

2) 土砂災害のリスク評価を踏まえた都市拡張計画及び災害予防・復旧・復興策計画策定

と実施の能力が向上する。（都市拡張計画） 

3) 早期警報発令、リスク情報発信及び災害データ収集のプロトコルを改善する。（予警

報プロトコル） 

4) 土砂災害軽減のための監視、予報システムが改善される。（予測・監視システム）  

投入 
1) ブラジル側：人員の配置、設備・施設の提供、プロジェクト活動予算 

2) 日本側：専門家の派遣、資機材供与、本邦研修、現地活動費 

終了時評価調査の目的 

終了時評価調査の目的は次の通りである。 

(1) 終了時評価の目標達成見込み、事業の効率性、今後の持続性の見通し等の観点から協力の

実施状況を総合的に評価する。 

(2) 残りの実施期間の計画を相手国政府と策定し、プロジェクトを終了することの適否やフォ

ローアップの必要性、終了後の持続性の留意点の有無等を確認する。 

(3) 調査結果を M/M として取りまとめ、相手国実施機関との協議において内容を合意の上、双

方の代表者で署名・交換する。 

合同評価調査団の構成 

終了時評価調査は次の団員により実施された。 
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(2) ブラジル側 

氏名 担当 所属 

Agostinho Tadashi Ogura 評価 IPT（サンパウロ州技術研究所）SIRDEN（自然災害リスク調査部） 

 

(3) 日本側 

氏名 担当 所属 

荒津 有紀 団長/総括 JICA 地球環境部 水資源グループ 防災グループ 専任参事  

相馬 厚 評価計画 JICA 地球環境部 防災グループ防災第一チーム 

伊藤 仁志 砂防計画 国土交通省水管理・国土保全局 砂防部 保全課 土砂災害対策室 室長  

奥田 浩之 評価分析 合同会社適材適所 
* 調査団には、現地で、新井真理子が通訳として加わった。 
 

調査日程 

終了時評価調査は、2017 年 5 月 19 日～6 月 9 日（現地滞在期間）で実施され、その詳細は添

付の通り。（添付 3） 

終了時評価調査の方法 

終了時評価調査は、「JICA 事業評価ガイドライン」3に沿って、必要なデータ・情報を収集、整

理、分析し、当初計画と活動実績、計画達成状況、評価 5 項目等の観点から、プロジェクトの実

施状況を総合的に評価する。プロジェクト概要については、最新の PDM Ver.2 および PO Ver.4 を

参照文書とした。終了時評価調査の手順は以下の通り。 

(1) 活動・進捗表及び既存資料を基に、「JICA 評価事業評価ガイドライン」に定める 5 項目評

価（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）のための評価グリッド及び質問票を

作成し、現地調査前にブラジル側カウンターパート（Counterpart Personnel：C/P）へ配布す

る。（添付 10） 

(2) 現地調査において、活動・進捗資料及び質問票を基に、関係者への聞取り調査を実施し、

サイト視察を行い、併せて質問票を回収する。（添付 4） 

(3) 上述(1)、(2)の調査結果を踏まえ 5 項目評価を実施する。また、今後のプロジェクト活動

の改善に資する事項を提言として抽出する。 

(4) 終了評価結果をレポート（ドラフト）として取りまとめる。 

                                                         
3 具体的には、「新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版（2010 年 6 月）」、「JICA 事業評価ガイドライン（第 2 版）（2014 年 5 月）」、

及び「JICA 事業評価ハンドブック（Ver.1）（2015 年 8 月）」 
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(5) ブラジル側 C/P に対して、同レポート（ドラフト）内容の説明・協議をし、必要に応じて

その協議結果をドラフトに反映する。併せて、今後のプロジェクト活動（スケジュール、

投入）、協力枠組みにつき協議する。 

(6) 第 5 回合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）において調査団長とブラジル

側 C/P 機関（外務省（ABC：ブラジル国際協力庁）、都市省、国家統合省、科学技術革新・

通信省（CEMADEN）、鉱物エネルギー省（CPRM））によるミニッツ署名をもって終了時

評価レポートを確定するとともに、PDM 及び PO の修正（案）につき基本合意をする。も

し、R/D 記載事項の修正が発生する場合は、後日 JICA 側にて修正に係る決裁を取り、別途

M/M にて R/D を正式に修正する。 

なお、JICA の実施するプロジェクト評価において、評価の価値判断の基準として採用されてい

る「評価 5 項目」は、1991 年に経済協力開発機構 - 開発援助委員会（Organization for Economic 
Co-operation and Development – Development Assistance Committee：OECD-DAC）で提唱された開発

援助の評価基準であり、次の 5 項目からなる。 

項目 評価の主な視点 

妥当性 相手国やターゲットグループの政策・方針、優先度やニーズと、プロジェクト

の目標・上位目標との整合性の度合い。 
有効性 プロジェクト目標の達成度合いを測り、活動・成果・目標の関係など、プロジ

ェクトが有効に組み立てられているかどうかを検証。 
効率性 プロジェクトが期待する成果（アウトプット）を達成するために効果的に資源

（インプット）が使われているかどうかをみる。 
インパクト 上位目標への進捗度合も含めて、プロジェクトによって意図的または意図せず

に生じる正・負の変化を評価する。環境・貧困削減・ジェンダー等の開発指標

にもたらす影響を含む。 
持続性 プロジェクトによる支援が終了しても成果・便益が継続するかどうかについ

て、政策・制度、組織・人材、技術、財政の各視点からの見込み。 
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第２章 プロジェクトの実績 

投入実績 

（ブラジル側） 

 ２－１－１ ブラジル側人員の配置 

R/D（2013 年 6 月の R/D 署名後の改訂内容、2017 年 1 月の MCidades の組織改編の結果等を

含む）によるプロジェクトの実施体制および担当は次表の通り。プロジェクト・ダイレクター

は、プロジェクトの全体的な管理・実施に責任を持ち、プロジェクト・マネジャーはプロジェ

クトの日々の活動・調整に責任を持つ。 

組織 プロジェクトにおける役割 配置（担当） 
1 MCidades プロジェクト・ダイレクター 都市開発局（SNDU）4局長 

  プロジェクト・マネジャー（成果 2） リスク管理都市復旧部（DGRRU）部長 

2 MI プロジェクト・マネジャー（成果 1） CENAD 所長 

  プロジェクト・共同マネジャー（成果 2） 復旧・再建部（DRR）5部長 

3 MCTIC プロジェクト・マネジャー（成果 3 及び 4） CEMADEN 所長 

4 CPRM プロジェクト・共同マネジャー（成果 1 及び 2） CPRM 水文国土管理部長 
 

この実施体制のもと、2017 年 5 月時点で 154 名のブラジル側人材が C/P としてプロジェクト

に参加している。連邦政府レベルの C/P の数は、R/D 署名時の 21 名（MCidades 5 名、MI 7 名、

MCTI 9 名）から 77 名に大きく増加した。また、パイロット市・州政府から 77 名の職員がプロ

ジェクトに参加している。（添付 5） 

 組織 プロジェクトの参加者数と所属部署 
1 連邦政府 MCidades 16 DGRRU、DPGU（都市計画管理部） 

2 MI 19 CENAD、DRR、DPP（予防準備部）6、SEDEC（国家市民防衛

局） 
3 MCTIC 22 CEMADEN 
4 MME 13 CPRM 
5 ABC 3 - 
6 MPOG（計画予算管理省） 4 - 
7 市政府 ブルメナウ市 22 市民防衛局、公共事業局、都市計画局 
8 ノバフリブルゴ市 17 市民防衛局、公共事業局、持続可能な都市開発・環境局  

9 ペトロポリス市 12 市民防衛局、公共事業局、住宅局、計画・経済開発局  
10 州政府 リオデジャネイロ州 17 DRM、大都市圏管理グループ、CEMADEN-RJ、ESDEC7 
11 サンタカタリーナ州 9 市民防衛局、計画局 

                                                         
4 前 SNAPU（アクセシビリティ・都市プログラム局）であり、2017 年 1 月に SNDU に改組。 
5 統合省 DRR は、2015 年 7 月より実施機関に加わった。 
6 統合省 DPP は、前 DMD (Department of Disaster Mitigation：減災部) 
7 リオデジャネイロ州関係機関の略語は、DRM（リオデジャネイロ州地質サービス）、CEMADEN-RJ（リオデジャネイロ州自

然災害モニタリング・警報センター）、ESDEC（リオデジャネイロ州市民防衛学校） 
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 ２－１－２ プロジェクトへの設備・施設の提供 

MCidades では、3 名の長期専門家、4 名のコンサルタントチーム、5 名の現地職員（アシス

タント、翻訳・通訳者）から成る日本側チームがプロジェクトの日常業務を行っており、

MCidades は、その執務スペースと共にインターネット接続等の設備を提供している。また、

CPRM、CEMADEN でも、それぞれコンサルタントチームの 2 名、3 名が現地スタッフ（翻訳・

通訳者）と共に日常業務を行っており、これら機関も必要な執務スペース及び設備を提供して

いる。 

 ２－１－３ プロジェクト活動予算 

プロジェクトの連邦政府実施機関およびパイロット事業を実施している州・市政府は、日本

側チームの執務スペース確保に係る費用（水光熱費、通信費、メンテナンス費など）、ブラジ

ル側職員および日本側短期専門家の国内旅費、プロジェクト活動に係る会議費などを支出して

いる。機関によっては、プロジェクト活動とそれ以外の活動に分けて支出を記録していないこ

とから、今回の終了時評価調査で全ての支出額を把握するには至らなかった。（添付 8） 

（日本側） 

 ２－１－４ 専門家の派遣 

2013 年 7 月の最初の長期専門家の到着によりプロジェクトが開始され、それ以降で、計 6 名

の長期専門家（チーフ・アドバイザー2 名、土砂災害管理専門家 2 名、業務調整専門家 2 名）、

および 2 組のコンサルタントチーム（それぞれ 10 名および 11 名で構成）がブラジルに派遣さ

れ、現地スタッフ（翻訳者、通訳、アシスタント）と共に業務を実施している。さらに予警報、

リスク評価・マッピング、予防復旧の分野で、これまで 8 名の短期専門家が派遣された。（添

付 6） 

 担当 期間 
1 長期専門家（土砂災害管理 1） 2013 年 7 月 31 日～2015 年 7 月 27 日（2 年間） 

2 長期専門家（チーフ・アドバイザー1） 2013 年 9 月 11 日～2015 年 9 月 7 日（2 年間） 

3 長期専門家（業務調整 1） 2013 年 9 月 13 日～2015 年 9 月 11 日（2 年間） 

4 コンサルタントチーム 1（調査フェーズ） （10 名）2014 年 2 月 17 日～2014 年 8 月 

5 長期専門家（チーフ・アドバイザー2） 2015 年 7 月 20 日～現在 
6 長期専門家（土砂災害管理 2） 2015 年 7 月 20 日～現在 

7 長期専門家（業務調整 2） 2015 年 9 月 12 日～現在 

8 コンサルタントチーム 2（マニュアル作成フェーズ） （11 名）2015 年 5 月 10 日～現在 

9 短期専門家 8 名（2014 年 2 月～2015 年 5 月） 
 

 ２－１－５ 資機材供与 

ラップトップ、レーザー距離計、レーザープリンタが、2015 年にコンサルタントチームによ

り調達され、現在業務で使用されている。プロジェクトの終了時に、これらの機材は文書交換

によりブラジル側に正式に供与予定である。 
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 ２－１－６ 本邦研修 

現在まで、次のとおり 5 回の本邦研修が実施された。（添付 7） 

コース内容 日程 参加者数 
第 1 回（自然災害リスク管理） 2014 年 2 月 22 日 

～2014 年 3 月 9 日 
9 名（MI 2 名、MCidades 2 名、ブルメナウ 1 名、ペト

ロポリス 2 名、ノバフリブルゴ 2 名） 

第 2 回（総合防災） 2014 年 5 月 9 日 
～2014 年 6 月 5 日 

9 名（MCidades 2 名、MI 1 名、CPRM 3 名、ブルメナ

ウ 1 名、ペトロポリス 2 名） 

第 3 回（リスク評価・マッピン

グ、都市拡張計画、予報・早期

警報） 

2014 年 11 月 7 日 
～2014 年 12 月 14 日 

18 名（MCidades 2 名、CENAD 3 名、CEMADEN 3 名、

CPRM 1 名、ブルメナウ 2 名、ノバフリブルゴ 2 名、

ペトロポリス 1 名、サンタカタリーナ 2 名、リオデ

ジャネイロ 2 名） 

第 4 回（リスク評価・マッピン

グ／土地利用規制・開発計画） 
2015 年 5 月 15 日 
～2015 年 6 月 21 日 

21 名（MPOG 2 名、MCidades 5 名、CENAD 1 名、CPRM 
5 名、ブルメナウ 1 名、ノバフリブルゴ 2 名、ペトロ

ポリス 1 名、サンタカタリーナ 2 名、リオデジャネ

イロ 2 名） 

第 5 回（予防復旧計画／土砂災

害予警報） 
2015 年 10 月 18 日 
～2015 年 11 月 21 日 

14 名（MI 2 名、CENAD 2 名、CEMADEN 4 名、リオデ

ジャネイロ 1 名、ブルメナウ 2 名、ノバフリブルゴ 1
名、ペトロポリス 2 名） 

 

 ２－１－７ 現地活動費 

日本側は、専門家とコンサルタントチームの現地での活動にかかる費用を支出している。そ

の内訳は、通訳・翻訳者の雇用、同時通訳機器のリース、交通費、その他雑費であり、2013 年

7 月から現時点までの合計は約 137 百万円となっている。（添付 8） 

各成果の達成状況 

プロジェクトの各成果レベルでの達成状況については、2016 年 12 月の M/M 署名により合意さ

れた PDM Version 2 に定める指標に基づき判断する。これら指標と、その現時点における達成状

況は以下のとおり。達成状況の判断の根拠とした詳細なデータ・情報は、別途に「成果グリッド」

としてとりまとめた。（添付 9） 

成果 指標 現時点での達成状況 
1. 土砂災害のハザー

ド特定、脆弱性分

析、リスク評価・マ

ッピングを含むリ

スク評価能力が向

上する。 

1-1. 連邦政府による州・市政府を対象としたリスク評価手法

に関するワークショップが開催される。 
達成 

1-2. 都市拡張計画、復旧復興、予警報で活用されるリスク評

価マニュアルが作成される。 
達成 

1-3. 作成されたマニュアルに従いパイロット事業を通してパ

イロット市のリスクマップが作成される。  
ほぼ達成 

1-4. 連邦政府による州・市政府を対象とした、マニュアルに

関する研修が開催される。 
達成 

1-5. 1 名より多い連邦政府 C/P がパイロット市政府職員に対

してマニュアルを指導可能となる。 
達成 

1-6. 7 名より多いパイロット州・市政府の C/P が、連邦政府

により実施される研修に参加し、マニュアルに記載され

た手順を実施できる。 

達成 

1-7. 100件より多い斜面災害データが、C/Pにより共有データ

ベースへ登録される。 
達成 
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成果 指標 現時点での達成状況 
2. 土砂災害のリスク

評価を踏まえた都

市拡張計画及び災

害予防・復旧・復興

策計画策定と実施

の能力が向上する。 

2-1. 連邦政府による州・市政府を対象とした都市拡張計画と

災害管理サイクルの研修が実施される。  
ほぼ達成 

2-2. 都市拡張計画と復旧復興のためのツールが開発される。  【都市計画】 
部分的に達成 
【予防・復旧】 
ほぼ達成 

2-3. 連邦政府による州・市政府を対象とした、ツール及び普

及資料の研修が開催される。 
ほぼ達成 

2-4. 1 名より多い連邦政府 C/P がパイロット市政府職員に対

してマニュアルを指導可能となる。 
達成 

2-5. 8 名より多いパイロット州・市政府の C/P が、連邦政府

により実施される研修に参加し、マニュアルに記載され

た手順を実施できる。 

達成 

2-6. 100件より多い斜面災害データが、C/Pにより共有データ

ベースへ登録される。 
達成 

3. 早期警報発令、リス

ク情報発信及び災

害データ収集のプ

ロトコルを改善す

る。 

3-1. 連邦政府による州・市政府を対象とした、早期警戒情報

に関するワークショップが開催される。  
部分的に達成 

3-2. 早期警戒情報発令手法・手順が改善される。  【予警報プロトコル】 
部分的に達成 
【基準雨量】 
部分的に達成 

3-3. 1 名より多い連邦政府 C/P がパイロット市政府職員に対

してマニュアルを指導可能となる。 
達成 

3-4. 8 名より多いパイロット州・市政府の C/P が、連邦政府

により実施される研修に参加し、マニュアルに記載され

た手順を実施できる。 

達成 

3-5. 100 件以上の斜面災害データが、C/P により共有データベ

ースへ登録される。 
達成 

4. 土砂災害軽減のた

めの監視、予報シス

テムが改善される。 

4-1. モニタリング、予測、研究開発を改善するための省庁横

断型組織が構築される。 
部分的に達成 

4-2. モニタリング、予測システムの研修が開催される。  達成 
4-3. モニタリング、予測、研究開発の改善計画が作成される  部分的に達成 
4-4. CEMADENによる関連組織を対象としたワークショッ

プ・研修（テーマは研究開発実施とモニタリング・予測

システム計画改善）が少なくとも2回開催される。 

達成 

 

現時点における指標の達成状況からみて、プロジェクトは全体として順調に成果を出しつつあ

ると判断できる。これら 22 指標については、主に以下の 4 つのカテゴリーに分類できる。 

1) マニュアルや研究計画といった成果品の作成・採用に関するもの（指標 1-2、1-3、2-2、3-2、4-3） 

2) 成果文書の作成に向けた会議・研修の開催に関するもの（指標 1-1、1-4、2-1、2-3、3-1、4-1、4-2、4-4) 

3) 上述の活動による人材の能力強化に関するもの（指標 1-5、1-6、2-4、2-5、3-3、3-4） 

4) マニュアルの継続的な改善に必要なデータベースの整備に関するもの（指標 1-7、2-6、3-5） 
 

1) マニュアルや研究計画といった成果品の作成・採用に関するもの 
（指標 1-2、1-3、2-2、3-2、4-3） 
これら 5 指標については、現時点では、1 指標が「達成」、その他は「ほぼ達成」または「部分

的に達成」されている。マニュアル等成果文書の作成にかかる活動はおおむねスケジュール通り

に進んでおり、今後、3 市で実施されているパイロット活動の結果を反映させてマニュアルは最
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終化される予定である。プロジェクトの残りの実施期間でこれらの指標は全て達成されることが

見込まれる。 

成果 マニュアル 
（タイトルは仮称） 担当機関 現時点における進捗 

（成果 1） 
リスク評価・

マッピング 

1) 土砂災害のハザー

ド・リスクのマッ

ピング・マニュア

ル 

CPRM ◎ マッピング・マニュアルは完成。この後は ABGE（ブラ

ジル技術・環境地質学協会）によるレビューを検討中。 
◎ パイロット 3 市において、活動対象エリアのハザードマ

ップが作成された。 
（成果 2） 
都市計画 

2) 土砂災害リスクを

考慮した都市計画

マニュアル 

DPGU 
(MCidades) 

○ 2017 年 3 月に契約されたブラジル国内専門家・コンサル

タントチームがマニュアルの最終化作業を実施してい

る。 
○ マニュアルの記述形式がより技術規範としての様式に

近づくよう、より簡潔で明瞭なガイドラインとなるよう

修正中。 
3) 急傾斜地崩壊対策

計画作成マニュア

ル 

DGRRU 
(MCidades)  

◎ マニュアル作成は終了。この後は大学の研究者に委託し

てよりブラジルの事情を反映させた Version2 の作成を検

討中。 
4) 土石流対策計画作

成マニュアル 
DRR (MI) ◎ マニュアル作成は終了。この後はパイロット活動の結果

の反映、レイアウトや様式の調整、公聴会を通した内容

のレビューを検討中。 
（成果 3） 
予警報プロト

コル 

5) コンティンジェン

シープランに掛る

マニュアル 

CENAD (MI)  ○ 警報レベルと各関係機関の防災行動の紐付けを明示し

た「警報レベルに応じた防災活動表」を作成し、関係者

と協議中。 
6) 土砂災害の予警報

にかかる技術マニ

ュアル 

CEMADEN ○ 客観的な基準に基づく警報の発令方法を記載したマニ

ュアルを作成中。 

（成果 4） 
予測監視シス

テム 

7) GIDES シ ス テ ム

（Salvar システム

の一部として） 

CEMADEN ○ 市政府に設置された雨量計から CEMADEN に送られて

くる雨量情報が、閾値を超過するかどうかをリアルタイ

ムで監視する予警報システムが構築された。 
○ 「土砂災害」、「洪水」、「かんばつ」の自然災害分野を対

象にした研究開発計画（マスタープラン：PIPO）を検討・

策定中。 
 

これらマニュアルの初案は 2016 年 3 月のマニュアル作成フェーズの終わりに作成されている。

現在 3 市で実施中のパイロット活動の内容は以下のとおり。 

マニュアルに沿っ

た活動分野 
パイロット活動の内容 

ブルメナウ市 ペトロポリス市 ノバフリブルゴ市 
1) リスク評価・マッ

ピング 
・ Fortaleza Alta 地区のハザー

ドマップ及びリスクマップ 
・ Caititu 地 区 、

Independencia地区のハ
ザードマップ 

・ Maria Tereza/Terra 
Nova 地区のリスクマ
ップ  

・ Rosa Branca 地区、San 
Lucas 地区のハザード
マップ 

2) リスク評価を考
慮した都市計画 

・ マスタープランのための地
質学的リスクを考慮したマ
クロゾーニング 

・ マスタープランのため
のマクロゾーニング 

・ Caititu 地区のマイクロ
ゾーニング及び施設地
図 

・ マスタープランのため
のマクロゾーニング 

・ Maria Tereza/Terra 
Nova 地区の都市計画  

3) 急傾斜地崩壊対
策計画 

・ Fortaleza Ala 地区の対策計
画 

・ Caititu 地区の対策計画  - 

4) 土石流対策計画 ・ Fortaleza Alta 地区の対策計
画 

 - ・ San Lucas 地区の対策
計画 

5) 警報発令システ
ム 

・ CEMADEN 予警報システム
の利用、Alerta Blu システム
の運用 

・ Independencia 地区を対
象とした CEMADEN
予警報システムに基づ

・ Rosa Branca 地区を対
象とした CEMADEN
予警報システムに基づ
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く活動 く活動 
6) コンティンジェ

ンシープラン作
成 

・ Fortaleza Alta 地区および
Velha Grande 地区のための
コンティンジェンシープラ
ン作成 

・ Independencia 地区のた
めのコンティンジェン
シープランの作成 

・ Rosa Branca 地区のた
めのコンティンジェン
シープランの作成 

 

2) 成果文書の作成に向けた会議・研修の開催に関するもの 
（指標 1-1、1-4、2-1、2-3、3-1、4-1、4-2、4-4） 
これら 8 指標については、4 指標が「達成」、その他の 4 指標は「ほぼ達成」または「部分的に

達成」されている。調査フェーズおよびマニュアル作成フェーズ（2014 年 2 月～2016 年 3 月）で

は、連邦政府機関により技術会議が多数回開催され、これを通してマニュアルの初案が作成され

た。また、パイロット活動及びマニュアル改訂フェーズ（2016 年 4 月～）では、パイロット市・

州において、セミナー、ワークショップ、説明会、州技術会議など、多くの会議・研修が開催さ

れた。都市計画分野、予警報プロトコル分野では、マニュアルの最終化に向けて残りの協力期間

で更にあと数回の技術会議の開催が予定されており、それらの実施・終了をもって、これらの指

標についても全て達成されることが見込まれる。 

成果 マニュアル 
（タイトルは仮称） 技術会議およびセミナー、ワークショップ等 

（成果 1） 
リ ス ク 評

価・マッピン

グ 

1) 土砂災害のハザード・リス

クのマッピング・マニュア

ル 

◎ 技術会議：第 1 回（2014/4/15）～第 10 回（2017/5/10-11） 
◎ マッピングセミナー9 回（2016 年 4～11 月） 

（成果 2） 
都市計画 

2) 土砂災害リスクを考慮し

た都市計画マニュアル 
○ 技術会議：第 1 回（2013/11/27-28）～第 10 回（2017/6/1）、 

および第 11 回（2017/8/1 予定）、第 12 回（2017/9/22 予定） 
◎ 計画策定ワークショップ 3 回（2016 年 10～11 月） 

3) 急傾斜地崩壊対策計画作

成マニュアル 
◎ 技術会議：第 1 回（2014/11/19）～第 5 回（2016/11/24） 
◎ 計画セミナー4 回（2016 年 5～6 月）および OJT4 回（2016

年 10～11 月） 4) 土石流対策計画作成マニ

ュアル 
（成果 3） 
予警報プロ

トコル 

5) コンティンジェンシープ

ランに掛るマニュアル 
6) 土砂災害の予警報にかか

る技術マニュアル 

〇 技術会議：第 1 回（2016/8/30-31）、今後、第 2 回目を予定 
○ パイロット市におけるフォローアップ会議   

第 1 回（2016 年 10 月）～第 4 回（2017 年 5 月）、今後、

第 5 回、第 6 回を予定。 
○ 技術会議：第 1 回（2014/2/12-13）～第 8 回（2016/2/23-24） 
○ リオデジャネイロ州技術会議： 

第 1 回（2016/9/20-21）、第 2 回（2016/12/6-7）、第 3 回

（2017/5/30-31）、今後、第 4 回、第 5 回を予定8 
○ サンタカタリーナ州技術会議： 

第 1 回（2016/9/22-23）、第 2 回（2016/12/1-2、第 3 回

（2017/5/23-24）、今後、第 4 回、第 5 回を予定 

（成果 4） 
予測監視シ

ステム 

7) GIDES システム（Salvar シ
ステムの一部として） 

 
  

                                                         
8 リオデジャネイロ州およびサンタカタリーナ州の第 4 回目・第 5 回目の州技術会議については、短い残りの協力期間でこの

ように複数回の技術会議を開催することについては、まだ合意されていない。州の参加による「パイロット市支援会議」が、

計画・実施されている（各パイロット市において 3 回）。 
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3) 人材の能力強化に関するもの（指標 1-5、1-6、2-4、2-5、3-3、3-4） 

これら 6 指標については、現時点で全て達成されている。下の表に示したとおり、プロジェク

ト活動によって能力強化がなされた C/P の数は、指標に掲げられた人数を全て上回っている。 

マニュアルに沿った活動分野 

パイロット市政府職員

に対してマニュアルを

指導可能な連邦政府

C/P の数 

連邦政府により実施される研修に参加し、マニュア

ルに記載された手順を実施できるパイロット州・市

政府の C/P の数 

連邦政府機関 
州政府 市政府 

リオデジ

ャネイロ 
サンタカ

タリーナ 
ノバフリ

ブルゴ 
ペトロポ

リス 
ブルメナ

ウ 

1) リスク評価・マッピング CPRM 4 名 - 1 名 4 名 3 名 3 名 

2) 都市計画 DPGU (MCidades) 7 名 1 名 1 名 5 名 4 名 3 名 

3) 急傾斜地崩壊対策計画 DGRRU (MCidades) 3 名 1 名 2 名 4 名 4 名 3 名 

4) 土石流対策計画 DRR (MI) 6 名 

5) 予警報システムおよびコン

ティンジェンシープラン 
CEMADEN 8 名 
CENAD (MI) 5 名 

3 名 3 名 3 名 4 名 4 名 

 

4) マニュアルの継続的な改善に必要なデータベースの整備に関するもの（指標 1-7、2-6、3-5） 

これら 3 指標については、既に全指標が達成されている。 

データベース 運用機関 プロジェクトにおける活動 
1)  SCDI 

（地すべり・洪水登録システム） 
CPRM ・ プロジェクトにより収集・整理された土砂災害情報

166 件が、SCDI に登録された。 
・ 地すべり及び洪水のデータベースとするため、SCDI

の統合と改良が進められている。 

2)   S2ID 
（災害情報統合システム） 

CENAD 
(MI) 

・ SCDI、S2ID およびデータベース 3)の間の調整・共

有がプロジェクトの中で検討されている。 

3) 脆弱性及び閾値データベース 
（閾値ライン評価及びリスク地域

脆弱性データ） 

CEMADEN 
(MCTIC) 

・ 水害及び土砂災害について CEMADEN が発令した

295 警報（2016 年に 180 警報、2017 年は 4 月 3 日ま

でに 115 警報）に関する情報システム。 
・ システムはリスク地域の脆弱性データを含む。  

 

プロジェクト目標の達成見込み 

プロジェクト目標の達成見込みについては、PDM Version 2 に定める指標の達成見通しに基づき

判断する。プロジェクト目標レベルでは、マニュアル等の承認にかかる 3 指標が設定されている。

現時点においてプロジェクト活動はおおむねスケジュール通りに進んでおり、また現在プロジェ

クトではマニュアルの承認の形式・手続きにかかる検討が進められていることから、これらの指

標も 2017 年 11 月の終了時までに達成することが見込まれる。残りの協力期間内で計画された活

動は全て終了するという肯定的な見解が、終了時評価調査中に全ての連邦政府実施機関から示さ

れた。 
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プロジェクト目標 指標 アセスメント 
リスク評価・リスクマップ

に基づき、都市計画案の作

成、災害予警報体制及び災

害観測・予測システムが構

築される。 

1. 土砂災害のリスク評価のための手法・手順が CPRM およ

び関係機関に承認される。 
達成見込み 
 
（現在プロジェクト

では承認の形式・手

続きにかかる検討が

進められている） 

2. 都市拡張計画及び復興にかかるツール・計画が関係機関

に承認される。 
3. 土砂災害の早期警戒情報発令のための手法・手順が、国

の予測および早期警報システムに取り入れられる。  
 

成果品であるマニュアルの承認に向けては各機関が検討を進めているところであり、現時点で

は、例えば以下のような形式・手続きが検討されている。 

・ 公聴会によるマニュアルの内容のレビュー（DRR, MI） 
・ コンティンジェンシープランに則った避難訓練の実施、公聴会によるマニュアルの内容の

レビュー(CENAD) 
・ 外部有識者、CEMADEN コミュニケーション諮問委員会、市民防衛局によるレビュー、さ

らに CEMADEN、全国災害リスク管理センター（Centro Nacional de Gerenciamento de Riscos 
e Desastres： SEDEC）、学術専門家からなるワーキンググループによるレビュー

（CEMADEN) 
・ ABGE によるレビュー(CPRM) 
・ 独自予算で契約した都市計画にかかるブラジル国内専門家・コンサルタントチームによる

マニュアルの改訂、その後は省内幹部による承認、大臣による公表（DPGU, MCidades） 
・ 大学の研究者に委託したマニュアル第 2 バージョンの作成（DGRRU, MCidades） 

現在進行中のこれらの検討については、各実施機関において実行に移され、マニュアルの内容

について実質的な承認が行われる必要がある。幾つかの機関からは、マニュアル最終化および承

認の段階において、JICA チームの最終的なインプットが欲しい旨の発言もあった。 

上位目標の達成に向けた進捗 

プロジェクトの上位目標では、プロジェクト成果の多年度計画（Plano Plurianual：PPA）への反

映とその実行について 2 指標が設定されている。2015 年 12 月に発表された PPA（2016-2019）は

「プログラム 2040 – 災害リスク管理及び対応プログラム」を含んでおり、そこでは災害リスク

管理において連邦・州・市の関係機関間の統合された行動、調整された管理の重要性が強調され

ている。MCidades によると、「プログラム 2040」の内容はプロジェクトの中で行われた議論が直

接に反映されており、連邦 4 機関と計画予算管理省（Ministério do Planejamento, Orçamento e 
Gestão：MPOG）の調整・連携のもと作成された。次期 PPA（2020-2023）の策定の際においても

同様の成果が期待できることから、上位目標の指標については達成される可能性が高い。 

上位目標 指標 アセスメント 
リスク評価に基づく非構造

物対策により、土砂災害リ

スクが軽減される。 

1 プロジェクトの成果を考慮した次の「多年度計画」が  
策定される。 

達成される可能性が

高い。 

2 次の「多年度計画」に基づく優先行動が実行される。  
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実施プロセス 

プロジェクトは、1) 調査フェーズ、2) マニュアル策定フェーズ、3) パイロット事業及びマニ

ュアル改訂フェーズ、4) 結論／提言フェーズ、の 4 フェーズに分けて実施されている。第 4 回 JCC
（中間レビューの実施に併せて 2016 年 3 月 14 日に開催）において、プロジェクト実施期間の 4
カ月延長が提言された。プロジェクト実施期間の延長は、2016 年 12 月 7 日の政府高官会議での

M/M の署名（R/D 改訂のため 2016 年 12 月 7 日に開催）により正式に合意された。 

 
プロジェクトは連邦 4 機関により実施されている。これまでブラジルには前例がない防災分野

におけるこれら連邦機関の間の連携・協調は、2013 年 6 月に署名された本プロジェクトの R/D、
及び CEMADEN と CPRM、CEMADEN と CENAD の間のような個々の技術協定に基づき行われて

きた。また、PPA（2016-2019）の発表以降は、災害リスク管理政策の推進において、関係機関間の

統合された行動、調整された管理が、政府の方針として求められるようになった。これら 4 連邦機関は異

なる都市に位置していることもあり、プロジェクトでは連携・協調を進めるため、連邦 4 機関の

合同戦略ワーキンググループ（Joint Tactical Working Group：JTWG）をほぼ毎週開催し、CEMADEN
と CPRM については TV 会議システムを通して参加してきた。これまでの JTWG の回数は計 126
回に上っている。 

また、マニュアル策定フェーズにおける日本側からブラジル側への技術移転は、専門家および

コンサルタントチームが各連邦機関に執務スペースを構えて、ブラジル側スタッフと日常的に業

務を実施することで行われてきた。 

連邦機関 所在地 執務スペースを構える日本側チーム 
MCidades ブラジリア 3 名の長期専門家、コンサルタントチーム 2 名、現地スタッフ 6 名 
CENAD ブラジリア コンサルタントチーム 2 名 

CEMADEN サンホセドスカンポス コンサルタントチーム 3 名、現地スタッフ 1 名 

CPRM リオデジャネイロ コンサルタントチーム 2 名、現地スタッフ 1 名 

 

7 … … … … 12 1 … … … … … … … … … 12 1 … … … … … … … … 12 1 … … … … … … … … … 12 1 … … … 5 … … … … 11

スタートアップ 1) 調査フェーズ - 2) マニュアル作成フェーズ 3) パイロット活動及びマニュアル改訂フェーズ 4) 結論フェーズ

2013 2014 2015 2016 2017

2 3 5 3 7

中間レビュー 終了時評価

プロジェクトの実施フェーズ

実施期間

4ヶ月延長
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第３章 評価 5 項目によるレビュー 

妥当性 

プロジェクトの妥当性は高い。 

ブラジルにおける自然災害リスク管理のための政策・制度は、2013 年 7 月のプロジェ

クト開始以降で大きな変更はなく、プロジェクトの妥当性は引き続き高い。法律第

12608 号（2012 年）は、ブラジルにおける災害リスク管理の基礎、具体的には、国家市

民防衛・保護システム（Sistema Nacional de Proteção e Defesa Civil：SINPDEC）、国家市

民防衛・保護審議会（Conselho Nacional de Proteção e Defesa Civil：CONPDEC）、予防、

災害準備と対応、復旧に焦点をあてて防災における連邦・州・市の政府機関の権限等を

定めている。法律 12340 号（2010 年）については法律 12983 号（2014 年）により改正

され、リスクの高い地域の予防対策、被災地域の緊急対応・復旧対策の実施のために連

邦政府から州・市へ予算を移管する国家市民防衛・公共災害基金（Fundo Nacional para 
Calamidades Públicas, Proteção e Defesa Civil：FUNCAP）等を規定している。また「プロ

グラム 2040 - 災害リスク管理及び対応プログラム」を含む PPA（2012-2015）について

は、2015 年 12 月に、新たな PPA（2016-2019）に改訂された。PPA（2016-2019）には、

次の 5 つの目標を掲げる「プログラム 2040 - 災害リスク管理」が記されている。プロ

ジェクトは PPA（2016-2019）「プログラム 2040 - 災害リスク管理」と整合しており、

これら 5 つの目標の担当機関による達成を支援するものである。 

 
 

プロジェクトは連邦 4 機関（MCidades、MI、CEMADEN、CPRM）により実施されてい

る。終了時評価調査では、これら機関の全てから、プロジェクトの活動内容は各機関の

マンデートに含まれており、各機関のニーズ及び期待に合致しているとの確認が得られ

た。MCidades については、2017 年 1 月の組織改編により、現在は都市計画管理部

（Departamento de Planejamento e Gestão Urbana：DPGU）とリスク管理都市復旧部

（Departamento de Gestão de Riscos e Reabilitação Urban：DGRRU）が連携をとりながら

プロジェクト活動を実施しており、組織改編によるプロジェクト活動への影響はほとん

どなかった。なお、MI についても 2016 年 12 月に組織再編があり、これまでは CENAD

PPA（2016-2019）の「プログラム 2040 – 災害リスク管理」に掲げられた 5 つの目標  

1) 目標 0602 - 危機的な市町村のマッピングにより自然災害リスクを把握する。(MME) 

2) 目標 0169 - 工事の計画と実施により危機的な市町村の自然災害リスク低減を支援する。
(MCidades) 

3) 目標 0173 - 連邦政府、州政府、市政府の機関の統合された行動により監視網を改善し、自然災

害に関する警報発信能力を向上する。(MCTI) 

4) 目標 0172 - 連邦と海外の連携を含む SINPDEC の強化により、市民保護防御のための準備、予

防、軽減、対応、復旧への行動の調整・管理を改善する。(MI) 

5) 目標 0174 - 州と市の活動に補足的な形で、とりわけ財源、物的資源及び物流リソースを通じて、

被災地域の住民ニーズを満たすための対応措置を促進し、災害の影響を受けたシナ

リオを回復する。(MI) 
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がプロジェクト活動の中でコンティンジェンシープランの作成を進めてきたが、今後は

予防準備部（Departamento de Prevenção e Preparação：DPP）がコンティンジェンシープ

ランの作成を含む災害予防・準備の責任部署となることが想定される。これら連邦機関

のマンデート及び国家開発計画における役割とプロジェクトの活動が合致しているこ

とは、PPA（2016-2019）「プログラム 2040 - 災害リスク管理」の記載からも明確である。 
 

プロジェクトは日本のブラジルに対する援助方針とも引き続き整合している。2015 年 2
月に閣議決定された我が国の「開発協力大綱」では、自然災害及び防災対策は、重点課

題の 1 つである「地球規模課題への取組みを通じた持続可能で強靭な国際社会の構築」

に位置づけられている。個別の国に対する支援方針は引き続き国別援助方針により定め

ることとなっており、対ブラジル国別援助方針（2014 年 4 月）では、持続的開発への

支援と互恵的協力関係の促進を基本方針として、援助重点分野である「都市問題と環

境・防災対策」の中に本プロジェクトが位置づけられている。 
 

2015 年 3 月の第 3 回国連世界防災会議で採択された「仙台防災枠組み（2015-2030）」
では、次の 4 つの優先行動分野について、地方、国、地域及びグローバルのレベルで、

国家によるセクターごと及びセクター横断的な、焦点を絞った行動を求めている。プロ

ジェクトは、連邦・州・市の各機関の防災リスク管理にかかる活動（土砂災害リスクの

評価及びマッピング、災害リスクを考慮した都市計画、予警報プロトコルの改善、土砂

災害対策工の計画）の強化・連携・統合を促進し、仙台防災枠組みの 4 つ全ての優先事

項に貢献するものとなっている。日本も仙台防災枠組みのもと、国際社会における防災

協力の一層の推進を約束している。 

 

有効性 

プロジェクトの有効性は高い。 

「各成果の達成状況」、「プロジェクト目標の達成見込み」に既述のとおり、プロジェク

トは残りの協力期間中も計画に基づき活動を継続していくことで、PDM に設定された

諸指標を達成することが見込まれる。プロジェクト目標レベルでは、マニュアル等成果

品の承認・採用が指標として設定されており、現在それに向けた検討が各機関で進めら

れている。プロジェクトは計画どおり成果をあげ、意図された事業効果を生み出しつつ

あることから、プロジェクトの有効性は高いと判断できる。 
 

プロジェクトの計画内容における有効性は高いと判断されるものの、残りの協力期間に

おけるプロジェクトの目標達成に大きな影響を及ぼす可能性があるものとして、幾つか

「仙台防災枠組み 2015-2030」における優先行動分野 
優先事項 1: 災害リスクの理解 
優先事項 2: 災害リスク管理のための災害リスクガバナンス 
優先事項 3: 強靭化に向けた防災への投資 
優先事項 4: 効果的な応急対応に向けた準備の強化と「より良い復興（Build Back Btetter）」 
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の連邦・州・市の実施機関は、活動予算の不足、人員の不足に言及している。これにつ

いては、PDM においても「実施機関及び関係機関は、適切に予算が配布され人員が配

置される」として、あらかじめ「外部条件」として記載されている。ブラジル政府の現

在の深刻な財政状況の中で、旅費を含むプロジェクト活動費の制約により、プロジェク

ト活動への参加が困難となってきている機関もある。こうした中、会議・研修をパイロ

ット活動の実施地域で開催する、参集ではなく TV システムを通して会議へ参加する、

機関間で旅費を肩代わりする、活動予算の確保について省幹部・市長と相談する等、プ

ロジェクトはできる限り可能なやり方でこの問題に対処してきた。また、人員の不足に

ついては、特に DRR（国家統合省の組織再編の影響）および市政府（昨年 10 月の市長

選挙の結果による影響）から強調があった。 
 

プロジェクトでは、4 分野のマニュアル（案）の作成にあたり、その技術的内容の有効

性・統一性が確保できるよう、技術会議を通して実施機関間の連携・調整が図られるよ

う特別な努力が払われてきた。これは、ある分野のマニュアルは、他分野のマニュアル

の内容を参照・引用（例えば、土砂災害リスク管理を考慮した都市拡張計画マニュアル

及び予警報マニュアルには、リスク評価マッピング・マニュアルに基づいて作成される

リスクマップを利用）する必要があるからである。さらに技術用語や技術的内容の 4
分野のマニュアル間での統一を図るため、連邦 4 機関の参加による「論争調整会議」が、

その後「分野間調整会議」、「分野間統合会議」と名称を変更しながら、定期的に開催さ

れている。マニュアル策定フェーズで初案が作成されたこれらマニュアルは、パイロッ

ト活動における実際のマニュアルの利用と、そこからのフィードバックを踏まえて改

訂・最終化される計画である。また、これらマニュアルは、よりブラジルの背景・文脈

に合致した内容となるよう、関連分野の外部専門家（学識経験者や研究者など）により

検証及び向上を図っていくことが検討されている。なお、パイロット活動及びマニュア

ル改訂フェーズの終わりには、4 分野のマニュアルの統合化、整合性確保のための活動

が予定されている。 
 

2016 年 3 月の中間レビュー調査では次の 5 項目が提言されており、これら提言はその

後のプロジェクト活動の中で適切に対応されている。 
 

 提言 提言に対するその後の対応 
1 PDM および PO の改訂 ・ 2016 年 12 月 7 日の M/M 署名により改訂済み。 
2 プロジェクト参加者リストの

定期的な更新と、新たな参加者

に対するプロジェクトへの適

切な導入 

・ 2016 年 10 月の統一市長選挙の結果、ノバフリブルゴ市とペトロ

ポリス市のプロジェクト実施体制に大きな変更があったことか

ら、プロジェクト参加者リストを更新し、必要なレターを作成・

送付し、新市長を含めて新たな参加者チームとの会議がもたれ

た。 

3 マニュアルの内容の継続的な

向上（外部有識者による内容の

レビューや、分かりやすい記

載・様式への留意） 

・ 連邦政府および市政府の職員、技術者、研究者を交えてのマニュ

アルの向上プロセスが継続している。外部有識者によるレビュー

については、公式化に向けたプロセスの一部として検討されてい

る。 

4 マニュアルの公式化に向けた

プロセスの確認 
・ 公聴会によるレビュー、州・市の市民防衛局によるコンセンサス

とマニュアルの活用、ABGE による内容確認、省内幹部による承
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 提言 提言に対するその後の対応 
認、学術研究者へのアニュアル改訂作業の委託などが、公式化に

向けたプロセスとして、現在各機関で検討されている。 
5 パイロット事業を行う 3市に対

する支援の実施 
・ 連邦省庁は、セミナー・研修実施のための技術者派遣、対面によ

る会議の開催、ビデオ会議の実施等でパイロット市への支援を実

施している。 
・ 都市省については、2017 年 3 月に契約を結んだブラジル国内コン

サルタントチームが、パイロット市政府を支援し都市計画マニュ

アルで提案された手法の試験的活動を終了させる予定である。 
 

効率性 

プロジェクトの効率性は、特に協力期間の後半においては高い。 

プロジェクトは協力期間である 2017 年 11 月までに、計画通りプロジェクト目標を達成

する見込みである。2016 年 3 月に実施された中間レビュー調査では、4 カ月の協力期間

延長が提言された。これは、残りの協力期間（2016 年 3 月から 2017 年 7 月までの 16
カ月間）は、パイロット事業実施フェーズ、結論／提言フェーズの全ての活動を終了さ

せるのに十分ではない、との検討・協議結果による。その際に考慮された事項は、1) 3
市で行うパイロット事業は分野間で相互の連携を保ちつつ順序立てて実施する必要が

あること（例えば、都市拡張計画と早期警報の活動対象地域については、リスク評価・

マッピングの結果を踏まえて確定する必要があること）、2) 2016 年 10 月に実施される

市長選挙の結果によっては、市が予定しているパイロット事業の実施も影響を受けるこ

と、等である。中間レビュー調査においては延長を見込んだ残りの協力期間の PO（活

動計画）案も検討され、第 4 回 JCC（2016 年 3 月 14 日）以降は、2017 年 11 月のプロ

ジェクト終了に向けて活動はほぼスケジュール通りに進んでいる。現時点でのプロジェ

クトの進捗・達成度から判断して 4 カ月の延長は適切であり、中間レビューまでのプロ

ジェクトの効率性は中程度との評価であったが、中間レビュー以降から現時点までの効

率性については高いと判断できる。 
 

ブラジル側人員の配置、日本側専門家の派遣、現地活動費、本邦研修といったプロジェ

クトの投入は、全体的には、これまで適切かつ効率的に管理されている。特に効果が高

かった投入として確認できるのは本邦研修である。2014 年から 2015 年にかけて 5 回の

本邦研修が実施され、合計 71 名のブラジル側職員が主に分野ごとにグループ分けされ

て参加した。研修参加者からは、研修期間中に何を学んだか等の技術移転の内容につい

て多くの言及があった（例えば、土石流対策にかかる流量計算、日本の防災対策におけ

る国・県・市町村の役割分担など）。また、より有益であったとしてさらに多くの研修

参加者から言及があったのが、異なる実施機関の職員が同じ研修コースに参加したこと

で知り合いになり、互いに面識を作り、情報や意見交換を行えた点である。同じ研修コ

ースの参加者は、帰国後も、異なる省庁間であっても互いに連絡を取り、プロジェクト

における技術会議の開催やマニュアルの内容検討に関する調整において、中心的な役割

を果たすようになった。 
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プロジェクト参加者間のコミュニケーションは、上述の通り、プロジェクトの実施過程

で顕著に向上した。また、連邦 4 機関のプロジェクト運営面での連携・協調を確保する

ための JTWG については TV システムも利用してほぼ毎週開催され、その回数は現時点

で 126 回となっている。プロジェクトの省庁横断的な実施体制は、ブラジルにおける災

害リスク管理政策の強化に向けてダイアローグに基づくガバナンスの模範例を構築し

たとして、関係機関から特に高い評価の声が聞かれた。プロジェクトの意思決定会議で

ある JCC については、各実施機関の幹部が出席して、これまで 5 回開催されている。 
 

 JCC 日付 議題 
1) プロジェクト・キックオフセミナー  2013/8/28-29 リオデジャネイロ第 1 回防災セミナー 

2) 第 1 回 2013/10/15  

3) 第 2 回 2014/5/6 CPRM を加えるための R/D 変更にかかる M/M 署名 

4) 第 3 回 2015/4/23  

5) 第 4 回 2016/3/14 中間レビュー 

6) 第 5 回 2017/6/8 終了時評価 
 
 

ブラジル側の投入としては、多数の人員配置と共に予算的な投入も顕著である。

MCidades は、13 名の日本側プロジェクトチームの執務スペースを確保し、そのための

費用（レンタル費、水光熱費、通信費、メンテナンス費など）を負担している。CEMADEN、
CPRM についても、執務スペースの確保にかかる費用や職員・短期専門家が技術会議に

出席するための旅費等を負担している。MI については、プロジェクト活動とそれ以外

で支出を分けて記録していなかったことから、終了時評価調査では支出額の提示はなか

った。サンタカタリーナ州市民防衛局は、州技術会議の会議費に加えて、それに出席す

る JICA チームの飛行機代、宿泊費・移動費も負担した。 
 

プロジェクトの促進要因として挙げられるのは、プロジェクトのガバナンス、実施体制

である。定期的な JTWG の開催等により実施機関間のコミュニケーションが促進され、

プロジェクトの事業効果の発現に繋がった。連邦実施機関によれば、プロジェクトの実

施体制は、ブラジルにおいて省庁間のダイアローグと全体的な合意に基づく新たな公共

政策の進め方を提示した。一連の JTWG は、連邦の防災リスク管理プログラムの整合

性・一貫性をもたらし、PPA（2016-2019）の策定にも貢献した。プロジェクトの実施

体制が、いかにブラジルの災害リスク管理戦略の強化に大きく貢献したかについては、

連邦実施機関から繰り返し言及があった。 
 

プロジェクトの阻害要因については、実施プロセスに関することとして、日常業務にも

支障が出るほどの人員不足（具体的には、DRR、CENAD、CEMADEN）、現在の政治危

機による体制の不安定さ、活動予算の不足によるプロジェクト実施への影響、2016 年

の統一市長選挙後のパイロット市政府の幹部・技術チームの変更（特にペトロポリス市）、
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マニュアルで提言された手法を適用するために必要な DRMや高解析画像など地図製作

基盤の不足、が挙げられた。 

インパクト 

プロジェクトのインパクトは高い。 

プロジェクトの正のインパクトとして最も重要であるのは、上位目標（プロジェクトの

終了 3 年～5 年後にブラジル側で実現すべき目標）の達成に向けた活動の進展である。

現在の PDM の上位目標は「リスク評価に基づく非構造物対策により、土砂災害リスク

が軽減される」であり、その上位目標の達成に向けた進捗、PDM 指標の達成見込みに

ついては、既述した通りである。 
 

プロジェクトの実施過程において、連邦 4 機関、パイロット州・市の間の調整及び連携

が進展したことは、プロジェクトがもたらした大きなインパクトである。PPA
（2016-2019）の中の「プログラム 2040 – 災害リスク管理」では、災害リスク管理に向

けて連邦・州・市の機関における活動の調整と統合が強調されている。MCidades によ

ると、「プログラム 2040 – 災害リスク管理」の内容は、プロジェクトの中で行われた議

論を直接に反映しており、連邦 4 機関と MPOG の協議のもと策定された。 
 

プロジェクトにおける連邦 4 機関の活動の連携の過程で、連邦政府の各機関は、災害リ

スク管理における業務の重複に気づき、リソースが浪費されている事を認識するように

なった。またプロジェクトでの協議を通して、防災政策における各自の役割を理解し本

来業務に取り組めるようになった9。 
 

連邦機関及びパイロット市は、作成されたマニュアル（特に、急傾斜地崩壊対策計画、

土石流対策計画）が配布・利用されることにより、多くのポジティブなインパクトが発

現することを期待している。市政府は、マニュアルを参照することで、連邦政府への対

策工提案書を効率的に作成・提出できるようになる。また連邦政府は、同じマニュアル

に基づくことで、より迅速に提案書を審査・処理できる。対策工を計画する際に、標準

化された手法が存在していることの重要性が、市政府・連邦政府から強調された。 
 

プロジェクトは、メキシコのカンクンで国連が主催した「2017 防災グローバル・プラ

ットフォーム会合」において、2017 年 5 月 25 日、国連笹川防災賞を受賞した。国連防

災賞の受賞は、プロジェクトが実施している活動の重要性について省幹部の注意を引き、

今後、プロジェクト活動の継続について予算的な配慮につながっていくものと期待され

る。 
 

                                                         
9 具体的には、CENAD は当初はリスクマップの作成（成果 1）を担当することになっていたが、プロジェクトを実施していく

中でリスクマップの作成は CPRM が担当し、CENAD は応急対応計画の作成（成果 3）を担当すべきことが明らかとなった。  
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CPRM とサンタカタリーナ州市民防衛局は、現在、18 カ月間の契約プロジェクト「サ

ンタカタリーナ州のリスク及び脆弱性マッピング」の署名に向けて準備を進めている。

この契約プロジェクトはサンタカタリーナ州政府の予算により実施され、その中で

CPRM が、サンタカタリーナ州の 4 パイロット市においてプロジェクトの脆弱性、ハザ

ード、リスクにかかるマッピング手法を適用していく計画である。 
 

サンタカタリーナ州市民防衛局は、プロジェクトの各テーマにあわせた防災関連活動を

実施している。プロジェクトで作成されたマニュアルについては、技術会議やさまざま

なメディア（ウェブサイト、ソーシャルネットワーク、新聞）を通じて普及し、その技

術・手法を広めていく計画である。特に都市計画マニュアルは、現在実施している「地

域ワークショップ」において各都市に紹介し普及していくこととしている。また、包括

的な州の防衛政策である「サンタカタリーナ州災害リスク軽減計画」プロポーザルを作

成中であり、2022 年の策定に向けて、同計画でマニュアルの手法を統合していく予定

である。 
 

ABC（ブラジル国際協力庁）は、ブラジルの関係機関により蓄積された知見を第 3 国

と共有していきたいとしている。その戦略的分野の一つが、災害リスク評価と災害予防

となっている。 
 

プロジェクトの成果が活用される可能性のある外国援助機関が支援する幾つかのプロ

ジェクトが進行中（計画中）である。 
 

プロジェクト名 実施機関 期間 活動 
1) Project Meta 2 世銀 - CPRM 12 カ月 

（機材供与） 
ダムの安全性  - 下流のコミュニティの保護

のためのダム崩壊にかかる技術的構造モデル  

2) 南米諸国自然災害リス

ク地図 
UNASUR、防

衛省、CPRM 
継続中 地すべり、火山、津波、火災等の自然災害を

対象とした南米災害リスク地図の作成。ブラ

ジルでは防衛省が実施機関であり、CPRM は

地図、リスク地図作成について支援を提供。  

3) 災害リスク軽減を目的

とした都市計画にかか

る第 3 国能力強化研修 

MCidades 
GIZ 

2 年間 
 
審査中 

GIZ とともに、MCidades がポルトガル圏アフ

リカに対して、自然災害リスク軽減を考慮し

た都市計画に関し研修を実施。 

4) 持続的な都市開発 MCidades 
MMA（ブラジ

ル環境省） 
BMUB（ドイツ

環境省） 

5 年間 
 
承認 – 2017
年 7 月開始 

気候変動への適用、自然災害、環境管理を考

慮した都市計画手法の改善。土砂災害だけで

なく、洪水や浸水もカバーすることで、都市

計画マニュアルの内容に貢献することが期待

される。 

 

持続性 

持続性の見込みは、政策・制度、組織・人材、技術的な観点等からは概して高いと見込まれる

が、現在のブラジルの政治の混乱からの影響が懸念される。 
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（政策・制度的な観点） 

ブラジル国内の災害リスク管理にかかる政策は、プロジェクト便益の持続・発展に向け

て適したものとなっている。プロジェクトの活動は、連邦 4 機関のマンデートおよび

PPA（2016-2019）の「プログラム 2040 - 災害リスク管理」に掲げる目標と整合してい

る。プロジェクトの実施過程で顕著に改善した 4省庁間の連携は、「プログラム 2040 - 災
害リスク管理」において連邦・州・市の機関間の活動の調整・統合が明記されているこ

とから、プロジェクト終了後も継続することが見込まれる。 
 

現在のブラジルの政治危機により、災害リスク管理だけでなく、連邦政府により実施さ

れる公共政策一般について、持続性への影響が懸念される。しかし、市民防衛分野にお

ける行政の基本的な方針、特に災害予防に向けた活動については、現在の政治的な不確

かさの中でも、国家政策の優先課題の一つとして維持されていくことが望まれる。 
 

2012 年の法律第 12608 号には、SINPDEC 及び CONPDEC（国家市民防衛・保護審議会）

が規定されている。2016 年 12 月に大統領府は、関係省庁と市民団体の支援を得て、法

律第 12608 号の実施細則案をとりまとめ、現在、その法制化に向けた審議が続いている。

2017 年 5 月 31 日には「法律第 12608 号に基づく災害リスク都市登録に関する下院公聴

会」が開催され、プロジェクト実施機関である MCidades、MI から、プロジェクト活動

による法律の実施状況が説明された。プロジェクトにおける災害リスク管理の省庁横断

的な実施体制についても、法律 12608 号の実施細則の中で一連の条項として含まれるこ

とが見込まれている。 
 

プロジェクトの予警報分野の活動では、連邦政府から州政府、市政府、住民に至るまで

の警報情報等の流れが整理された。その中で、それぞれの情報について、誰が発信者か、

意味の違い、伝達の流れ等に関する考え方をまとめて、CEMADEN、CENAD の作成す

るマニュアルに反映させる作業が進んでいる。その中には法改正等の対応が必要なもの

も含まれており、公式化に向けては課題のある部分もあるものの、より持続的な予警報

システムの構築に向けては引き続き必要なステップが検討されるべきである。 
 

（組織・人材的な観点） 

日本側チームが各機関に分散してブラジル側職員と共に業務を進めることで技術移転

が行われ、人材の能力強化が図られてきた。連邦・州・市の職員の頻繁な人事異動がプ

ロジェクト成果の持続性に影響を与えるのではないか、との懸念がある。これについて

は、プロジェクトはより多くの人数をプロジェクトに参加させること、作成するマニュ

アルについては連邦・州・市の職員が分かりやすく参照し易いものとすることで対応し

ている。なお、プロジェクトを契機として、幾つかの機関（CEMADEN、ノバフリブル

ゴ市、サンタカタリーナ州）においては、防災にかかる職員の新規採用が進んでいる。 
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統合省の SEDEC（国家市民防衛局）は 2016 年 12 月の組織改編により、プロジェクト

終了後に災害予防関連業務については担当部署が交代し、DPP が引き継ぐことが検討

されている。 
 

（財政的な観点） 

PPA（2016-2019）「プログラム 2040」には、2016-2019 年に割り当てられる予算額が示

されており、それが 2019 年までの単年度予算に反映されることになる。しかし年度ご

との予算については、より一般的なブラジルの政治、社会・経済状況と、開発課題の中

で防災に与えられる優先順位に大きく依存し、また予算の配布状況は各連邦機関によっ

ても異なっている。 
 

MCidades については、2017 年 3 月にブラジル国内専門家・コンサルタントチームと 60
万レアルの契約を結び、パイロット活動の支援と都市計画マニュアルの改訂を進めてい

る。また、政府の予算に直接的な影響がある現在のブラジルの政治危機のもと、

MCidades は災害の被害を受けやすい他市へ都市計画を拡大していくための予算措置を

申請した。さらに MCidades は、PPA に位置づけられたリスク・災害管理プログラムと

して、30 億米ドルにのぼる事業を実施している。なお、この事業の実施主体は州・市

であり、州・市は MCidades の規制ガイドラインに基づき事業プロポーザルを作成・提

出する必要があるが、今後、州・市が提出するプロポーザルは、統合自然災害リスク管

理国家戦略強化プロジェクト（Gestão Integrada de Riscos em Desastres Naturais：GIDES）
マニュアルに含まれるガイドラインを踏まえて準備されることになると MCidades は考

えている。 
 

CPRM については、予算の制約を受けて、マニュアル最終化のため会議開催が難しく

なっている。さらに CPRM は、政府が地質学的リスクのマッピングに対する投資を中

止するのではないか、と懸念している。CPRM は 2018 年から 2019 年のマッピング業務

において GIDES マニュアルで決定された手法を適用する予定であり、今後もマッピン

グ業務を維持してくことは極めて重要としている。現在 CPRM は、新たな組織チャー

トの提案に向けて組織再編研究を実施しており、地質学的マッピング、リスクマッピン

グの業務を維持に向けてあらゆる努力を行っている。2018 年については、既にリスク

マッピング活動に割り当てられる予算額は 2017 年の予算額より低くなることが示唆さ

れている。 
 

CEMADEN については、連邦政府の予算削減政策のもと、予算配分の一部が据え置か

れている状態が続いている。こうした状態においても、CEMADEN は持続的なモニタ

リングと早期警報の発出のため、観測ネットワークの運用・維持に優先度を置くべき、

としている。 
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（技術的な観点） 

技術的な観点からは、プロジェクトの持続性は高いと見込まれる。4 分野のマニュア

ル（案）は技術会議を通して作成され、プロジェクト終了後についても省庁横断的な協

議が維持されていくことで、適切に改訂・更新されていくことが期待される。 
 

MCidades は、ブラジルの州・市がアクセスできる遠距離研修の公式ポータル

http://www.capacidades.gov.br/ にマニュアルをアップロードすることで公表・普及して

いく計画である。また、ブラジル建築家アーバニスト協議会、ブラジル都市連合会との

対話を開始し、これらの団体と共にマニュアルの普及を進めていくことを望んでいる。

マニュアルの普及により、MCidades は土砂災害リスク評価の適用にかかるプロジェク

トの成果を、同じく自然災害リスクを持つ他市にも広げて行きたいとしている。 
 

土砂災害対策工について州・市が直面している課題は、設計・施工管理と資金管理の

ための技術・体制が不足していることである。既述のとおり、MCidades、MI は、それ

ぞれ斜面崩壊対策マニュアル、土石流対策マニュアルを、州・市からの工事及び資金申

請の手続きの中に技術ガイダンスとして入れ込むことを考えている。このように現在の

市民防衛と災害リスク軽減の政策サイクルの中にマニュアルを入れ込むことで、プロジ

ェクト成果の高い持続性の確保が期待できる。 
 

さらに DRR は、十分な数の職員が将来的にマニュアルを使えるようになるため、MI
職員のための内部研修にマニュアルを利用することを検討している。 

 

CEMADEN は、プロジェクトの手法をリオデジャネイロ州、サンタカタリーナ州、ペ

ルナンブーコ州、サンパウロ州の全市に拡大するため、これらの州の市民防衛局と協議

を進めている。これは、今後 GIDES 手法を全国に広げていくためのステップとなる。 
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第４章 結論および提言 

評価 5 項目にかかる結論 

プロジェクトは、法律 12608 号（2012 年）や国家開発計画に位置づけられる PPA（2016-2019）
「プログラム 2040 - 災害リスク管理」などブラジルの防災政策と引き続き整合しており、その妥

当性は高い。また残りの協力期間でプロジェクト目標を達成し期待される事業効果の発現も見込

めることから、その有効性は高いと判断される。プロジェクトは、4 カ月の期間延長をもってほ

ぼ活動が予定通り進行しており、特に協力期間の後半における効率性は高いと判断される。プロ

ジェクトの実施過程において連邦 4 機関及びパイロット州・市の間の連携が顕著に向上し、PPA
（2016-2019）における「プログラム 2040」の策定にも繋がったことから、プロジェクトのイン

パクトは大きい。プロジェクト便益・成果の持続性については概して高いと見込まれるものの、

現在のブラジルの政治的な混乱の影響が懸念される。 

提言 

（協力期間中） 

 ４－２－１ 連邦政府機関によるパイロット州・市への引き続きの支援 

財政難・職員不足が深刻なパイロット州・市については、そこでのパイロット活動が完了し

プロジェクト目標の達成に反映されるよう、連邦政府機関は引き続き可能な支援を提供してい

くこと。 

 ４－２－２ マニュアル間の調整及び統合 

連邦政府機関は、今後、作成したマニュアルが実際の利用・手続きにおいて実践的で機能的

なものになるよう、マニュアル間の調整及び統合に向けた努力を一層強めてくこと。  

 ４－２－３ ブラジル側関係機関による自立的な活動の推進 

プロジェクトに参加しているブラジル側関係機関については、残りの協力期間中、より強い

オーナーシップを持ってプロジェクト活動を自立的・積極的に進めていくこと。 

 ４－２－４ マニュアルのハンドブック 

連邦政府機関は、マニュアルの技術ハンドブック（解説書）を作成して、基本的な考え方、

背景データとマニュアルに記載されていないロジック、マニュアルの作成過程、考慮すべき点、

その他の必要事項を解説しておくことが重要である。こうしたハンドブックは、利用者がマニ

ュアルをより効果的・効率的に理解、活用し、さらに今後、一貫性を保ちながらマニュアルを

改訂していくための手助けとなる。 
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（協力期間後） 

 ４－２－５ プロジェクト活動の継続及び拡大 

パイロット 3 市の対象地区における活動（土砂災害に対する構造物・非構造物対策の実施）

は同市内のその他の地区にも拡大される必要がある。また、今後迅速に活動を拡大していくた

めには、市は、民間セクターといった外部の技術リソースの利用も検討していくことが望まれ

る。 

教訓 

 ４－３－１ 本邦研修 

本プロジェクトの本邦研修は、異なる機関間の協働関係を深めたという点で大きな促進要因

となった。また、土砂災害リスク管理のための日本の制度・組織にかかる知識、研修を通じた

実用的な技術の習得という点においても効果的であった。 

 ４－３－２ パイロット市のコミットメント 

プロジェクトの初期段階に、パイロット活動に参加する 3 市から、プロジェクトに参加する

人材と必要な予算については自身で用意する旨の宣言書が連邦政府機関に送られた。これは、

市政府の体制変化に関わらず、プロジェクト期間を通して市の継続的なコミットメントの確保

に役だった。 

 ４－３－３ 長期と短期を組み合わせた専門家派遣 

本プロジェクトは、連邦政府 4 機関とパイロット活動を実施する 2 州 3 市の地方政府に広が

っている。本プロジェクトでは、長期専門家はブラジリアの連邦政府機関に配置されて全体的

な調整を担当し、短期専門家はプロジェクトの各分野を実施する機関に配置され特定の技術・

専門分野の業務を実施した。 

 ４－３－４ 災害が発生した直後のプロジェクトの迅速な立ち上げ 

2011 年の大規模土砂災害の発生直後に本プロジェクトを立ち上げたことは、プロジェクトの

実施期間を通してブラジル側 C/P 機関のオーナーシップとモチベーションを高め維持するのに

役だった。C/P 機関からの支援の要請に迅速に応えて支援を開始することは、相互の信頼に基

づく良い協働関係の構築に繋がる。 

 ４－３－５ 複数省庁の参加により高い効果が得られること 

防災にかかるプロジェクトは、関係する複数の省庁の相互協力・協調により高い効果を生み

出す可能性がある。土砂災害の予防・リスク軽減に向けて必要な活動が実施されるよう、関連

する政策、制度、組織を十分に含むプロジェクトをデザインすることが重要である。 
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添付 1: プロジェクト・デザイン・マトリクス (PDM) Ver. 2 
7th December 2016 

Project Name: Project for Strengthening National Strategy of Integrated Natural Disaster Risk Management 
Project Duration: From July 2013 to November 2017 (52 months) 
Implementing Agency: Ministries of Cities (MCidades), Ministries of National Integration (MI), Ministry of Science, Technology and Innovation (MCTIC), Company Research of Mineral Resources (CPRM) 
Project Site: Brasilia in the Federal District, Cachoeira Paulista in Sao Paulo State, 
For Pilot projects: Nova Friburgo, Petrópolis in Rio de Janeiro State and Blumenau in Santa Catarina State 
Target Group: Counterparts from federal government, state and municipal governments, and related organizations 
 

Narrative Summary Objectively Verifiable Indicators Means of Verification Important Assumptions 
[Overall Goal] (*1)    
Sediment disaster risk is reduced 
according to nonstructural measures based 
on risk assessment.  
 

1. Next version of the Multi-Year Plan is formulated considering the outputs of the 
Project. 

2. Priority actions following the revised version of the plan are implemented.  

1. Revised version of the Multi-
Year Plan 

2. Implementation reports 

- 

[Project Purpose]    
Disaster management cycles, which 
consist of urban expansion plan, protocol 
of early warning (*2) and forecast and 
monitoring and prediction, are established 
based on risk assessment and risk 
mapping. 
 

1. Methodologies and procedures for risk assessment on sediment disaster are approved 
with the CPRM and related organizations.  

2. Tools and plans for urban expansion planning and reconstruction are approved with 
related organizations. 

3. Methodologies and procedures for issuing early warning of sediment disaster are 
incorporated in the national system of forecasting and early warning.   

1. Manuals, ROD 
2. Manuals, ROD 
3. Manuals, ROD 

- 

[Outputs]    
1. Strengthen capacity of risk assessment 

on sediment disaster including hazard 
identification, vulnerability analysis, 
and risk evaluation and mapping (MI, 
MCidades, MCTIC, CPRM) 

1-1. Workshops on the methodologies and procedures for the risk assessment on sediment 
disaster are held for state governments by federal government.  

1-2. Manuals for the risk assessment to be utilized for urban expansion planning, 
reconstruction of disaster areas and issuing early warnings are developed.  

1-3. Disaster risk maps in the target municipalities are formulated by pilot projects in 
accordance with the manuals. 

1-4. Seminars on developed materials are held for state governments by federal 
governments.  

1-5. More than one counterpart of federal government can teach the Manual to the 
officials of the target municipalities and the states. 

1-6. More than seven counterparts and/or staffs of the governments of the target 
municipalities and the states participate in the trainings conducted by federal 
government and can implement the procedure written in the manual. 

1-7. More than one hundred data of sediment disasters are registered to the shared 
database by the counterparts. (This indicator is universal for 2-6 and 3-5.) 

1-1. Project reports 
1-2. Project reports, Manuals for risk 

assessment on sediment disaster 
1-3. Project reports, Disaster risk 

maps 
1-4. Project reports, Dissemination 

materials 
1-5. Activity reports of Workshops 
1-6. Activity reports of Workshops 
1-7. List of data 

・ The implementing agencies 
and related organizations are 
properly budgeted and 
staffed.  

2. Strengthen capacity of planning and 
implementation of risk reduction 
measures for sediment disaster. 
(MCidades, MI, CPRM) 

2-1. Seminars on urban expansion planning and disaster management cycles of risk area 
are held for state governments by federal government.  

2-2. Tools for urban expansion planning and reconstruction are developed.  
2-3. Seminars on the tools including dissemination materials are held for state 

governments by deferral government.   
2-4. More than one counterpart of federal government can teach the Manual to the 

officials of the target municipalities and the states. 
2-5. More than eight counterparts and/or staffs of the governments of the target 

municipalities and the states have trainings conducted by federal government and can 
implement the procedure written in the manual. 

2-6. More than one hundred data of sediment disasters are registered to the shared 
database by the counterparts. (This indicator is universal for 1-7 and 3-5.) 

2-1. Project reports 
2-2. Project reports, Tools for urban 

expansion planning and 
reconstruction 

2-3. Project reports, Dissemination 
materials 

2-4. Activity reports of Workshops 
2-5. Activity reports of training 
2-6. List of data 
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3. Improve protocol of early warning, 
disseminating risk information and 
methodology of collecting disaster 
data. (MCTIC, MI) 

3-1. Workshops on the methodologies and procedures of early warning and disseminating 
risk information are held for state governments by federal government.  

3-2. Methodologies and procedures to issue early warning of sediment disaster are 
improved. 

3-3. More than one counterpart of federal government can teach the Manual to the 
officials of the target municipalities and the states. 

3-4. More than eight counterparts and/or staffs of the governments of the target 
municipalities and the states have trainings conducted by federal government and can 
implement the procedure written in the manual. 

3-5. More than one hundred data of sediment disasters are registered to the shared 
database by the counterparts. (This indicator is universal for 1-7 and 2-6.) 

3-1. Project reports 
3-2. Project reports, Methodologies 

and procedures to issue early 
warning of sediment disaster 

3-3. Activity reports of Workshops 
3-4. Activity reports of training 
3-5. List of data 

 

4. Improve system of monitoring and 
prediction for sediment disaster 
mitigation. (MCTIC, MI) 

4-1. Cross-ministries structure for improving R&D and monitoring and prediction system 
is formulated.  

4-2. Seminars on monitoring and prediction system for sediment disasters are held. 
4-3. Improving plan of R&D and monitoring and prediction system on sediment disaster 

mitigation is prepared.  
4-4. Trainings and workshops on the implementation of the R&D and improving plan of 

monitoring and prediction system are held for relevant authorities by CEMADEN at 
least two (2) times.   
 

4-1. Project reports 
4-2. Project reports 
4-3. Project reports, R&D Plans and 

improved plan of system of 
disaster monitoring and 
prediction 

4-4. Project reports.  

 

 
  

A
1-2

付
属
資
料
 
1
.



 

 

Narrative Summary Input Important Assumptions 
[Activities] [Inputs]  
1-1. Review methodologies and procedures for the existing risk management on sediment disaster. 
1-2. Formulate concept of risk management for sediment disaster. 
1-3. Develop methodologies and procedures for the risk assessment through workshops among the 

concerned ministries. 
1-4. Prepare draft manuals for the risk assessment to be utilized for urban expansion planning, 

preparedness and/or reconstruction in disaster prone areas, and issuing early warnings.  
1-5. Revise and improve the manuals based on the experience of the pilot projects.  
 

Brazilian Side 
1. Counterparts 
- Project director 
- Project manager (1)(2)(3) 
- Project coordinator (1)(2)(3) 
-Sediment risk evaluation and 
hazard mapping 

- Forecasting and early warning 
(Sediment disaster) 

- Land use regulation and 
development planning 

- Prevention and recovery planning  
- Flash flood 
- Meteorology 
 
2. Facility and Equipment 
- Project office 
- Meeting and training room 
- Necessary facility and equipment 
- Necessary information and data 
- Others as necessary 
 
3. Project implementation Budget 
- Project operation and 
management budget 

- Pilot project budget 
- Local transportation  
- Others as necessary 
 
4. Others 
- Joint Coordinating Committee 
(JCC) 

- Joint Tactical Working Group 
(JTWG) 

- Joint Operational Working Group 
(JOWG) 

 

Japanese side 
1. Long-term experts 
- Chief advisor/Disaster 
management policy 
- Erosion and sediment control  
- Coordinator 
 
2. Short-term experts 
- Deputy Chief advisor/Sediment 
risk evaluation and hazard 
mapping. 
- Sediment risk evaluation and 
hazard mapping. 
- Forecasting and early warning 
(Sediment disaster) 
- Land use regulation and 
development planning 
- Prevention and recovery 
planning 
- Flash flood 
- Meteorology 
 
3. Equipment 
- Training materials 
- Others as necessary 
 
 
4. Counterpart Training in Japan 
- Six (6) counterparts annually 
- As necessary  
 
 
5. Others 
- Advisory committee 
- Others as necessary 

- Relationship between the 
implementing agencies and 
related organizations is 
maintained. 
- Relevant information are 
shared between the 
implementing agencies and 
related organizations.  

2-1. Organize seminars on mainstreaming disaster risk reduction into urban expansion planning and 
disaster preparedness and/or reconstruction.  

2-2. Establish an institutional system for the risk assessment for each target municipality where pilot 
project is implemented.  

2-3. Formulate pilot project plans of risk assessment and risk reduction through urban expansion planning 
and preparedness and/or reconstruction in disaster prone area. 

2-4. Undertake risk assessment in target municipalities of pilot projects in accordance with the draft 
manuals.  

2-5. Give support to the officials of the target municipalities to implement the pilot projects to formulate 
plans for urban expansion, preparedness and/or reconstruction in accordance with the draft manuals. 

2-6. Prepare dissemination materials of the manuals and undertake dissemination activities.  
2-7. Exchange knowledge of municipal level contingency planning for disaster response.    

3-1. Investigate methodologies and procedures for issuing early warning of sediment disaster. 
3-2. Organize workshops on the methodologies and procedures for issuing early warning and 

disseminating risk information. 
3-3. Establish an institutional system for the methodologies and procedures for issuing early warning and 

disseminating risk information for each target municipality to be implemented as pilot projects. 
3-4. Revise and improve the methodologies and procedures based on the empirical feedback of the pilot 

projects.  

[Pre-condition] 
- Full-time staff of the 
implementing agencies are 
assigned to the Project based 
on formal administrative order.   

4-1. Based on the result of activity 1-1 and 3-1, clarify role of relevant ministries and authorities on 
monitoring and prediction system of sediment disaster.  

4-2. Share the Japanese experience and technology on monitoring and prediction of sediment disaster 
which are appreciable to condition of Brazil. 

4-3. Identify priority areas to be improved on monitoring and prediction system for sediment disaster.  
4-4. Prepare improvement plan for priority area of R&D and monitoring and prediction system. 
4-5. Practice monitoring and prevention for disaster in the pilot project sites. 
4-6. Establish R&D and monitoring and prediction system based on the feedback and experience of pilot 

project. 
4-7. Organize trainings and workshops on R&D and monitoring and prediction system for relevant 

authorities and staff.  
 
(*1) “Overall Goal” is the long-term development objective to which the Project would contribute. It is expected to be achieved 3-5 years after the achievement of the Project Purpose. 
(*2) “Early warning” herewith means the information delivered from CEMADEN to CENAD, “Risk information” is then delivered from CENAD to municipality.    
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添付 2: 活動計画 (PO) Ver. 4 
Annex 5 Tentative Plan of Operations (PO)            Version 4  DRAFT

Project Name: Project for Strengthening National Strategy of Integrated Natural Disaster Risk Management
Project Duration: From July 2013 to November 2017 (52 months) 14th, March, 2016

Project Duration

AugSepOctNovDecJanFebMarAprMayJunJul AugSepOctNov Dec Jan Feb MarAprMayJuneJul AugSepOctNovDecJanFebMarAprMayJuneJul AugSepOctNovDecJanFebMarAprMayJuneJul AugSepOct Nov
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52

Chief advisor/Disaster management policy
Erosion and sediment control
Coordinator 
Sediment risk evaluation and hazard mapping
Forecasting and early warning (Sediment disaster)
Land use regulation and development planning
Prevention and recovery planning
Flash flood
Meteorology

Training in Japan

1-1 Review methodologies and procedures for the existing risk management
on sediment disaster.

1-2 Formulate concept of risk management for sediment disaster.

1-3 Develop methodologies and procedures for the risk assessment through
workshops among the concerned ministries.

1-4 Prepare draft manuals for the risk assessment to be utilized for urban
expansion planning, preparedness and/or reconstruction in disaster prone
areas, and issuing early warnings.

1-5 Revise and improve the manuals based on the experience of the pilot
projects.

2-1 Organize seminars on mainstreaming disaster risk reduction into urban
expansion planning and disaster preparedness and/or reconstruction.

2-2 Establish an institutional system for the risk assessment for each target
municipality where pilot project is implemented.

2-3 Formulate pilot project plans of risk assessment and risk reduction
through urban expansion planning and preparedness and/or
reconstruction in disaster prone area.

2-4 Undertake risk assessment in target municipalities of pilot projects in
accordance with the draft manuals.

2-5 Give support to the officials of the target municipalities to implement the
pilot projects to formulate plans for urban expansion, preparedness and/or
reconstruction in accordance with the draft manuals.

2-6 Prepare dissemination materials of the manuals and undertake
dissemination activities.

2-7 Exchange knowledge of municipal level contingency planning for disaster
response.

3-1 Investigate methodologies and procedures for issuing early warning of
sediment disaster.

3-2 Organize workshops on the methodologies and procedures for issuing
early warning and disseminating risk information.

3-3 Establish an institutional system for the methodologies and procedures for
issuing early warning and disseminating risk information for each target
municipality to be implemented as pilot projects.

3-4 Revise and improve the methodologies and procedures based on the
empirical feedback of the pilot projects.

4-1 Based on the result of activity 1-1 and 3-1, clarify role of relevant ministries
and authorities on monitoring and prediction system of sediment disaster.

4-2 Share the Japanese experience and technology on monitoring and
prediction of sediment disaster which are appreciable to condition of
Brazil.

4-3 Identify priority areas to be improved on monitoring and prediction system
for sediment disaster.

4-4 Prepare improvement plan for priority area of R&D and monitoring and
prediction system.

4-5 Practice monitoring and prevention for disaster in the pilot project sites.

4-6 Establish R&D and monitoring and prediction system based on the
feedback and experience of pilot project.

4-7 Organize trainings and workshops on R&D and monitoring and prediction
system for relevant authorities and staff.

Joint Coordination Committee (JCC)
Joint Tactial Working Group (JTWG)
Joint Operational Working Group (JOWG)
Consultation Mission
Evaluation Mission

2017

 
Activities 2013

Committee

JICA Mission

Output 

1. Strengthen capacity of risk
assessment on sediment disaster 
including hazard identification, 
vulnerability analysis, and risk 
evaluation and mapping. (MI, MCidades, 
MCTIC, CPRM)

2. Strengthen capacity of planning and 
implementation of risk reduction 
measures for sediment disaster. 
(MCidades, MI, CPRM)

4. Improve system of monitoring and 
prevention on sediment disaster 
mitigation. (MCTIC, MI)

2016

Input 

Long-term experts

Short-term experts

2014 2015

3. Improve protocol of early warning, 
disseminating risk information  and 
method of correct disaster data. (MCTI, 
MI) 
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添付 3: 調査日程 
No  日付 団長／評価計画／砂防計画 評価分析 

1st 5 月 
19 日 

金  11:45 ブラジリア着 
16:30 JICA 事務所打合せ 

2nd 20 日 土     資料・データ収集 
3rd 21 日 日  13:00 インタビュー（コンサルタントチーム総括） 
4th 22 日 月  07:00 対処方針会議（TV 会議） 

09:00 インタビュー（長期専門家チーム） 
14:00 インタビュー（土石流対策、MI） 

5th 23 日 火  10:00 インタビュー（予警報、CEMADEN） 
14:00  TV インタビュー（予警報、CENAD） 
16:00  TV インタビュー（サンタカタリーナ州市民防衛局長） 
20:10 ブラジリア → 22:36 フロリアノポリス 移動 

6th 24 日 水  14:00 インタビュー（サンタカタリーナ州市民防衛局） 
移動（フロリアノポリス→ブルメナウ）   

7th 25 日 木  09:00 インタビュー（ブルメナウ都市計画） 
10:20 インタビュー（ブルメナウ土石流対策・斜面崩壊対策）  
13:00 インタビュー（ブルメナウ予警報） 
14:10 インタビュー（ブルメナウマッピング） 
   移動（ブルメナウ → ナベガンテス） 
18:40 ナベガンテス → 19:45 サンパウロ 移動 
21:05 サンパウロ → 22:10 リオデジャネイロ 移動 

8th 26 日 金  08:20 インタビュー（CEMADEN-RJ） 
09:20 インタビュー（CPRM） 
14:40 インタビュー（DRM、大都市圏管理グループ） 
16:20 インタビュー（ESDEC） 

9th 27 日 土     資料・データ収集 
10th 28 日 日     資料・データ 
11th 29 日 月       移動（リオデジャネイロ → ペトロポリス） 

10:20 インタビュー（ペトロポリスマッピング） 
11:45 インタビュー（ペトロポリス予警報） 
13:45 インタビュー（ペトロポリス都市計画） 
15:30 インタビュー（ペトロポリス斜面崩壊対策） 
   移動（ペトロポリス → ノバフリブルゴ） 

12th 30 日 火  09:00 インタビュー（ノバフリブルゴマッピング） 
10:10 インタビュー（ノバフリブルゴ都市計画、土石流対策） 
   移動（ノバフリブルゴ → リオデジャネイロ） 
15:00 第 3 回技術会議（統合指令・コントロールセンター） 
16:20 インタビュー（ノバフリブルゴ予警報） 

13th 31 日 水  07:00 リオデジャネイロ → 08:50 ブラジリア 移動 
09:30 インタビュー（都市省 DPGU 都市計画） 
11:10 インタビュー（ノバフリブルゴ都市計画） 
16:00 インタビュー（都市省 DGRRU 斜面崩壊対策） 

14th 6 月 
1 日 

木 11:45 ブラジリア着 
15:30 JICA 事務所打合せ 
16:30 団内打合せ 

15th 2 日 金 09:00 都市省（MCidades）表敬 
11:30 外務省（MoFA）表敬 
15:00 国家統合省（MI）表敬   
16:00 日本大使館表敬 

16th 3 日 土      終了時評価報告書（案）作成 
16:00 団内打合せ 

17th 4 日 日 05:50 ブラジリア → 7:40 サンパウロ 
09:30 CEMADEN 調査 
17:35 サンパウロ → 18:50 ナベガンテス 
   移動（ナベガンテス → ブルメナウ） 

終了時評価報告書（案）作成 

18th 5 日 月 
 

08:00 ブルメナウ市政府表敬 
15:05 フロリアノポリス → 16:10 サンパウロ 
17:00 サンパウロ → 18:40 ブラジリア 

終了時評価報告書（案）作成 

19th 6 日 火 09:30 キックオフ及び JTWG（報告書案作成） 
20th 7 日 水 09:30 JTWG（報告書案作成） 
21st  8 日 木 10:00 MCTIC（科学技術革新・通信省）表敬 

11:30 CPRM 表敬 
15:00 第 5 回 JCC 及び M//M 署名  

22th  9 日 金 09:30 ブラジリア発 
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添付 4: 面談者リスト 
 
ブラジル側 
1. MI (DRR, CENAD) 

1) Mr. Marcio Ramos Ribeiro Executive Secretary  6/02 
2) Mr. Wesley Felinto  Civil Defense Secretary Substitute 6/02 
3) Mr. Elcio Alves Barbosa CENAD Director 6/02 
4) Mr. Paulo Roberto Farias Falcão Director, DRR (Debris Flow) 5/22 
5) Mr. Cássio Guilherme Rampinelli Infrastructure Analyst, DRR (Debris Flow) 5/22 
6) Mr. Rafael Pereira Machado Infrastructure Analyst, CENAD 5/23 
7) Ms. Andressa Della Justina de Castro Engineer, CENAD 5/23 
8) Mr. Marcos Vinicius Borges CENAD  5/23 
    

2. MCTIC (CEMADEN) 
1) Mr. Elton Santa Fé Zacarias Vice-Minister  6/08 
2) Mr. Ângelo José Consoni Researcher  5/23 
3) Ms. Graziela Balda Scofield Research Analyist in Hydrology  5/23 
4) Ms. Carla Corrêa Prieto Technologist                             TV meeting 5/23 
5) Mr. Harideva Marturano Egas Technologist 5/23 
6) Mr. Celso Aluísio Graminha Technologist 5/23 
    

3. サンタカタリーナ州政府 
1) Mr. Rodrigo Antonio F.F.S.Moratelli State Secreatary of Civil Defense, Seretariat of State Civil Defense (Prevention) 5/23 
2) Mr. Fabiano de Souza Deputy Secretary of Civil Defense (Warning)  5/24 
3) Mr. Frederico de Moraes Rudorff Manager of Monitoring & Alerts, Secretariat of Civil Defense (Warning)   5/24 
4) Mr. Thobias Leonchio Rotta Furlanetti Geography & Gartography Manager, Dept of Planning (Urban Planning)   5/24 
5) Mr. Jackson Dirceu Laurindo Reginal Coordinator of Civil Defense (Mapping)  5/24 
    

4. ブルメナウ市政府 
1) Mr. Napoleão Bernardes Neto Mayor  5/25 
2) Ms. Andreia Lina Maul Rauch Manager of Urban Policies (Urban Planning) 5/25 
3) Ms. Stéphanie Louise Haeffer Nascimento Soares Coordinator of Master Plan (Urban Planning)  5/25 
4) Mr. Luis Henrique Beduschi (Urban Planning) 5/25 
5) Ms. Marelize Amandio Prade (Urban Planning)  5/25 
6) Mr. Valdeci Dutra Civil Defense (Debris Flow) 5/25 
7) Mr. Lawrence Silva Campos Civil Defense (Slope Rupture) 5/25 
8) Mr. Adriano da Cunha Civil Defense Director, Secretary of Municipal Civil Defense (Warnings) 5/25 
9) Mr. Rafael Lotar Wruck Coordinator, Civil Defense Department (Warnings) 5/25 

10) Ms. Juliana Mary de Azevedo Ouriques Coordinator of Civil Defense Shelters (Warnings) 5/25 
11) Ms. Ana Maria Barbato da Silve Architect, Municipal Secretariat of Geology (Mapping) 5/25 
12) Mr. Gerson Lange Filho Geologist (Mapping) 5/25 
13) Mr. Eloir Maoski Geologist (Mapping) 5/25 

    
5. リオデジャネイロ州 

1) Mr. Rodrigo Werner da Silva Director of CEMADEN-RJ (Warning) 5/26 
2) Ms. Silvia Santana do Amaral Deputy Director of CEMADEN-RJ (Warning)  5/26 
3) Ms. Aline Freitas da Silva Manager of DRM (Warning)  5/26 
4) Ms. Ana Paula Sant’Ana Masiero Civil Engineer, Executive Group of Metropolitan Management (Urban Planning) 5/26 
5) Mr. Marcio Romano Lieutenant Colonel, ESDEC Director 5/26 

    
6. CPRM   

1) Mr. Eduardo Jorge Ledsham Director-President 6/08 
2) Mr. Jorge Pimentel Chief of Territorial Management Department 5/26 
3) Mr. Edgar Shinzato Chief of Land Management Division 5/26 
4) Mr. Pedro Augusto dos S. Pfaltzgraff Geologist 5/26 
5) Ms. Maria Emilia Radomski Brenny Geologist 5/26 
6) Mr. Thiago Dutra dos Santos Geologist 5/26 
    

7. ペトロポリス市政府 
1) Mr. Yuri Garin Geologist (Mapping) 5/29 
2) Mr. Ricardo Branco Env.Eng.- Chief, Technical Officer (Warning) 5/29 
3) Ms. Layla C Alves Talin Architect / Urban Planner (Urban Planning) 5/29 
4) Ms. Ana Maria Ribeiro Zanetti Mundstein Civil Engineer (Urban Planning)  5/29 
5) Ms. Maria Auxiliadora Muniz (Urban Planning) 5/29 
6) Ms. Siney da Motta Rizzo Soares (Urban Planning) 5/29 
7) Mr Jose Eduardo Civil Engineer (Slope Rupture) 5/29 
8) Ms. Raquel de Mesquita Favaro Civil Defense (Slope Rupture) 5/29 
9) Ms. Jessica Pontes Seabra Civil Engineer (Slope Rupture) 5/29 

10) Mr. Ricardo Mauricio Civil Engineer (Slope Rupture) 5/29 
    

8. ノバフリブルゴ市政府 
1) Mr. Lucas Pinheiro Rocha Geologist (Mapping) 5/30 
2) Mr. Pedro Peregrini Santana Geographer (Mapping) 5/30 
3) Mr. Alexandre Sanglard Secretary of Environment & Sustainable Urban Development (Debris Flow) 5/30 
4) Mr. Alexandre Perçu Martins Architect/Urbanist (Urban Planning) 5/30 
5) Mr. Luiz Claudio Goncalves Deputy Secretary of Works (Debris Flow) 5/30 
6) Mr. Robson José Teixeira Municipal Undersecretary of Civil Defense and Protection (Warning) 5/30 
7) Ms. Luciana Elena Valente Canella Amaral Architect (Warning) 5/30 
8) Ms. Viviane S. G. Melo Under-Secretary of Research and Urban Planning (Urban Planning) 5/31 
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9. MCidades 

1) Mr. Marco Aurélio de Queiroz Campos Executive Secretary 6/02 
2) Mr. Yuri Rafael Della Giustina Director, DGRRU, SNDU (Slope Rupture) 5/31 
3) Mr. Wolnei Wolff Barreiros Project Manager, DGRRU, SNDU (Slope Rupture) 5/31 
4) Mr. Marcel Claudio Sant’Ana Manager, DPGU, SNDU (Urban Planning)  5/31 

    
10. ABC 

1) Mr. Wósfi Yuri G. de Souza General Coordinator for Technical Cooperation and Development Countries 
Partnership  

6/02 

2) Mr. Andre Galvão Cooperation Analyst  5/31 
3) Mr. Andre Barros Project Analyst  5/31 
    

 
日本側 
1. プロジェクト 

1) Mr. Kensuke ICHIKAWA Manager, Disaster and Water Resources Management Division, Kokusai Kogyo 5/17 
2) Mr. Hideyuki IWANAMI Disaster Prevention Department, Technology Headquarter, Kokusai Kogyo 5/17 
3)  Mr. Shiro MAKITA DRR Group, International Consulting Group, Kokusai Kogyo 5/17 
4) Mr. Hidehiro TAKESHIMA Yachiyo Engineering 5/17 
5) Mr. Kenichiro TOMINAGA Activities Coordinator of the Project  5/19 
6) Dr. Takao YAMAKOSHI Chief Advisor 5/22 
7) Mr. Akinori NARUTO Expert (Sediment Disaster Management)  5/22 
8) Ms. Ilze MAEDA Assistant/Translator 5/22 
9) Ms. Ingrid LIMA Technical of the Project 5/30 

10) Ms. Cristina Massae MATAYOSHI Assistant of the Project  5/22 
11) Ms. Bruna NAKAHARADA Assistant/Translator 5/22 
12) Ms. Carolina UMEBARA  Assistant/Proofreading 5/22 
13) Mr. Goro KODAMA Interpreter/Translator 6/02 
14) Mr. Yoshizumi GONAI Disaster and Water Resources Management Division, Kokusai Kogyo 6/02 

    
2. 日本大使館 

1) Mr. Satoru SATO Ambassador 6/02 
2) Mr. Kazuhiro FUJIMURA Minister 6/02 
3) Mr. Yohsuke NISHIKAWA First Secretary 6/02 
    

3. 現地 JICA事務所  
1) Mr. Akio SAITO Chief Representative 6/02 
2) Mr. Yoshihiro MIYAMOTO Representative Senior 6/01 
3) Mr. Masaki IIYAMA Representative 5/19 
4) Mr. Kazuaki KOMAZAWA Project Coordinator 5/19 
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添付 5: ブラジル側人員の配置 
2017年 5月時点 

機関  氏名 ポジション 期間 プロジェクトにおける役割 本邦研修 

MCidades 
（都市省） 

1 Luiz Paulo Vellozo Lucas National Secretary of Urban Development (SNDU)  Project Director -- 
- (Luis Oliveira Ramos) (Secretary of SNAPU)  (2015/02～) - -- 

2 Diana Meirelles Motta Director, DPGU in SNDU  Urban Planning 
Project Manager for Output2 -- 

3 Yuri Rafael Della Giustina Director, DGRRU in SNDU   2013/06～ Prevention (Slope Rupture)  2014/02 
4 Marcel Cláudio Sant’Ana Manager, DPGU  2013/06～ Urban Planing 2014/05 
5 Fernanda Ludmila Elias Barbosa Infrastructure Analyst 2013/06～ Urban Planing 2015/05 
6 Alex de Sousa Araújo Infrastructure Analyst 2013/06～ Urban Planing 2014/11 
7 Nathan Belcavello de Oliveira Infrastructure Analyst 2013/06～ Urban Planing 2015/05 
8 Talitha Bensiman Ciampi Administration Technical Analyst 2014/06～ Urban Planing 2014/11 
9 Carolina Baima Cavalcanti Manager 2015/02～ Urban Planing 2015/05 
10 Wolnei Aparecido Wolff Barreiros Manager, DGRRU 2014/06～ Prevention (Slope Rupture) 2014/05 
11 Júlia Pera de Almeida Infrastructure Analyst 2015/02～ Urban Planing -- 
12 Paula Regina Comin Cabral    -- 
13 Andréa dos Santos Moitinho Infrastructure Analyst 2015/02～ Urban Planing 2015/05 
14 Fábio Eduardo Arruda Infrastructure Analyst TBI Prevention -- 
15 Edvaldo Costa Infrastructure Analyst TBI Prevention -- 
16 Daniel Masiero Administration Technical Analyst  TBI Prevention -- 

MI 
（国家統合省） 
 
CENAD 
DRR 

1 Renato Newton Ramlow Naitonal Secretary of Protection and Civil Defense   -- 

2 Élcio Alves Barbosa Director, CENAD 2014/05～ Project Manager for Output1 
Prediction & Warnings 2014/02 

3 Rafael Pereira Machado Coordinator CENAD  2014/05～ Prediction & Warnings 2014/05 
4 Lucas Mikosz Infrastucture Analyst, CENAD 2014/05～ Prediction & Warnings 2015/05 
5 Tiago Molina Schorr Meteorologist, CENAD 2013/06～ Prediction & Warnings 2014/11 
6 Andressa Della Justina de Castro Engineer, CENAD 2015/07～ Prediction & Warnings 2015/11 
7 Líbia Dalva de Melo Rodrigues Zaghetto Administration Technical Analyst, CENAD 2015/07～ Prediction & Warnings 2015/11 
8 MarcosVinicius Borges CENAD TBI Prediction & Warnings -- 
9 Magno Gonçalves da Costa CENAD  (Transfered from DRR） 2013/06～ - -- 

10 Paulo Roberto Farias Falcão Director, DRR 2015/07～ Sub-Project Manager for Output2 
Rehabilitaion 2015/11 

11 Marcus Vinicius Fagundes Mota    -- 
12 Herique Silva Campos Junior Civil Engineer,DRR  2015/3～ Rehabilitaion -- 
13 Cássio Guilherme Rampinelli Infrastructure Analyst, DRR 2015/3～ Rehabilitaion -- 

14 Leonardo de Almeida Ferreira Regional Representative of Rio de Janeiro 
Exective Secretary – SECEX/MI 2015/07～ Risk Evaluation & Mapping 

Rehabilitation 2015/11 

15 Bráulio Eduardo da Silva Maia Infrastructure Analyst, DRR   -- 
16 Adelaide Maria Pereira Nacif Director, DPP   -- 
17 Anderson Chagas da Silva Analyst, DPP 2015/3～  -- 
18 Claudiomar Matias Rolim Filho Infrastructure Manager, DPP 2015/3～  -- 
19 Erico de Castro Borges Geologist, DRR/DPP 2015/3～ Rehabilitaion -- 

MCTIC  
（科学技術革新・通信省） 
 
CEMADEN 

1 Jailson Bittencourt de Andrade Secretary of R&D Policy and Program  Prediction & Warnings  
- (Emília Maria Ribeiro Cury) (Executive Secretary) (2015/04～) - -- 

2 Osvaldo Luiz Leal de Moraes Director  2015/07～ Project Manager for Output3&4 
Prediction & Warnings -- 

3 Regina Célia dos Santos Avalá  2014/05～ Prediction & Warnings -- 
4 Carlos Frederico Angelis    -- 
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5 José Antonio Marengo Orsini Division Head 2015/09～ Prediction & Warnings -- 
6 Adenilson Roberto Carvalho Technologist 2015/05～ Prediction & Warnings 2015/11 
7 Ângelo José Consoni Researcher 2015/05～ Prediction & Warnings 2015/11 
8 Carla Corrêa Prieto Technologist 2015/05～ Prediction & Warnings 2015/11 
9 Celso Aluísio Graminha Technologist 2013/06～ Prediction & Warnings 2014/11 
10 Elisa Volker dos Santos Technologist 2015/05～ Prediction & Warnings -- 
11 Graziela Balda Scofield Research Analyist in Hydrology  2014/05～ Prediction & Warnings 2014/11 
12 Harideva Marturano Egas Technologist 2015/05～ Prediction & Warnings 2015/11 
13 Marcio Augusto Ernesto de Moraes Research Analyst in Hydrology 2014/05～ Prediction & Warnings -- 
14 Marcio Roberto Magalhães de Andrade Researcher 2015/05～ Prediction & Warnings -- 
15 Regina Tortorella Reani Technologist 2015/05～ Prediction & Warnings -- 
16 Rodolfo Moreda Mendes Researcher 2015/05～ Prediction & Warnings -- 
17 Silvia Midori Saito Researcher 2013/06～ Prediction & Warnings 2014/11 
18 Victor Marchezini Researcher   -- 
19 Tulius Nery Analyst TBI Prediction & Warnings -- 
20 Eduardo Luz Technologist   -- 
21 Klaifer Garcia Technologist   -- 
22 Enos Sato Technologist  Prediction & Warnings -- 
23 Caroline Mourão Technologist 2017/01-04 Prediction & Warnings -- 
24 Marilei Foss Technologist 2017/01-04 Prediction & Warnings -- 
25 Marina Yumiko Tanaka Technologist 2017/01-04 Prediction & Warnings -- 
26 Marian Pallotta Technologist 2017/01-04 Prediction & Warnings -- 
27 Felipe Soares Technologist 2017/01-04 Prediction & Warnings -- 

CPRM 
（ブラジル地質サービス） 

1 Eduardo Jorge Ledsham President Director  Risk Evaluation & Mapping  
- (Manoel Barreto da Rocha) (CEO) (2014/05～) - -- 

2 José Leonardo Andriotti Director of Hydrology & Territorial Management 2017/06～ Sub-Project Manager for Output1&2 
Risk Evaluation & Mapping -- 

3 Jorge Pimentel Chief of Territorial Management Department 2014/05～ Risk Evaluation & Mapping 2014/11 
4 Maria Glícia da Nóbrega Coutinho Chief of International Affairs   -- 
5 Pedro Augusto dos Santos Pfaltzgraff Researcher in Geoscience  2014/05～ Risk Evaluation & Mapping 2014/05 
6 Maria Emília Brenny Researcher in Geoscience 2014/05～ Risk Evaluation & Mapping 2014/05 
7 Thiago Dutra dos Santos Researcher in Geoscience 2014/05～ Risk Evaluation & Mapping 2014/05 
8 Dario Dias Peixoto Researcher in Geoscience 2014/05～ Risk Evaluation & Mapping 2015/05 
9 Rodrigo Luiz Gallo Fernandes Researcher in Geoscience 2014/05～ Mapping -- 
10 Diogo Rodrigues da Silva Researcher in Geoscience 2014/05～ Mapping 2015/05 
11 Luis Felipe Brandão Ladeira Analyst on Geosciences 2014/05～ Mapping 2015/05 
12 Andrea Fregolente Lazaretti Researcher in Geoscience 2014/05～ Risk Evaluation & Mapping 2015/05 
13 Edgar Shinzato Chief of Land Management Division 2015/02～ Risk Evaluation & Mapping 2015/05 

ABC 
（ブラジル国際協力庁） 

1 João Almino Director General  - -- 
2 Wósfi Yuri Guimarães de Souza Coordinator 2013/05～ - -- 
3 André Barros Project Analyst  2013/05～ - -- 

MPOG 
（計画予算管理省） 

1 Hailton Madureira de Almeida Secretary of Growth Acceralation Program  - -- 
2 Marcos Adolfo Ribeiro Ferrari Secretary of Planning - SEPLAN  - -- 
3 Marcel Olivi Gonzaga Barbosa Director 2015/02～ - 2015/05 
4 Clarice Fernandes Marinho Analyst 2015/02～ - 2015/05 

ブルメナウ市政府 1 Napoleão Bernardes Neto Nascimento Mayor  -  
2 Marcelo Schrubbe Secretary of Conservation and Urban Maintenance 2013/11～ Mapping, Prediction & Warnings 2014/02 
3 Rodrigo Agostinho de Quadros Secretary of Civil Defense    
4 Adriano da Cunha Director of Civil Defense  2015/07～ Prediction & Warnings 2015/10 
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5 Jean Carlos Naumann Director of Geology, Analysis and Natural Risk    
6 Ana Maria Barbato da Silva Architect and Urbanist 2015/03～ Mapping 2015/05 
7 Andreia Lina Maul Rauch Manager of Urban Policies TBI Urban Planning -- 
8 Eloir Maoski Geologist  Mapping -- 
9 Gerson Lange Filho Geologist  Mapping -- 
10 Giane Jansen    -- 
11 Henrique Mário Carlos Carreirão    -- 
12 Lawrence Silva Campos Civil Engineer of Secretary of Works TBI Prevention & Rehab. (Slope Rupture) -- 
13 Marcos Aurélio Dias    -- 
14 Paulo França Municipal Secretary of Works   -- 
15 Rafael Lotar Wruck Administrative Agent 2014/07～ Prediction & Warning 2014/11 
16 Roberto Bueno Inspector   -- 
17 Rômulo Moritz dos Santos Manager of Secretary of Civil Defense   -- 
18 Stéphanie Louise Haeffer Nascimento Soares Coordinator of Master Plan TBI Urban Planning -- 
19 Valdeci Dutra Civil Engineer, Secretariat of Urban Service  2015/07～ Prevention & Rehab. (Debris Flow) 2015/10 
20 Leila C. Perdoncini Geologist   -- 
21 Juliana Mary de Azevedo Ouriques Coordinator of Shelters  Prediction & Warning -- 
22 Francine Gomes Sacco Meteorologist    -- 
- (Maurício Pozzobon) (Director of Geology, Analysis & Natural Resources) (2014/03～) (Mapping) (2014/05) 
- (Manfred Fritz Goebel (Civil Defense Engineer) (2014/03～) (Prediction & Warnings) (2014/03) 

ノバフリブルゴ市政府 1 Renato Pinheiro Bravo Mayor  - -- 
- (Pedro Rogério Vieira Cabral) (Mayor) (2013/11～) - (2014/02) 

2 Alexandre Sanglard Municipal Secretary for the the Environment and 
Sustainable Urban Development 2015/08～ Prevention & Rehab. (Debris Flow)  2015/11 

3 Viviane Suzey Gomes De Melo Municipal Undersecretary of Environment and 
Sustainable Urban Development 2014/07～ Urban Planning 2014/11 

4 João Paulo Mori Secretary of Civil Defense 2014/07～ Prediction & Warnings 2014/11 
5 Robson José Teixeira Civil Defense Undersecretary 2015/02～ Prediction & Warnings 2015/05 
6 Alan Assun Civil Engineer    -- 
7 Alexandre Perçu Martins Architect and Urbanist 2015/02～ Urban Planning 2015/05 
8 Beatriz Guimarães Architect   -- 
9 Douglas Leite Geomorphology Manager    -- 
10 Flavia Monteiro Architect   -- 
11 Lucas Pinheiro Rocha Geologist  Mapping -- 
12 Luciana Elena Valente Canella Amaral Architect  Prediction & Warnings -- 
13 Luiz Claudio Gonçalves Civil Engineer    -- 
14 Luiz Filipe Iaggi Laginestra    -- 
15 (Pedro Higgins Ferreira de Lima)  City Hall 2014/07～ (Retired) -- 
16 Pedro Peregrini Santana Geographer  Mapping -- 
17 Vitor Euclides da Silva Júnior Chief and Alert & Alarm    -- 

- (Ivison Soares Macedo) (Municipal Secretary of the Environment and 
Sustainable Urban Development) (2013/11～)  (2014/02) 

ペトロポリス市政府 1 Bernardo Rossi Mayor  - -- 
- (Mr. Rubens Jose Franca Bomtempo) (Mayor) (2013/11～) - (2014/02) 
2 Paulo Renato Vaz Municipal Secretary of Protection and Civil Defense   -- 
3 Roberto Rizzo Special Coordinator of Strategic Management   -- 
4 Ronaldo Carlos de Medeiros Júnior Secretary of Works, Housing & Land Regulation   -- 

5 Ana Caroline Duarte Dutra Geologist – Secreariat of Protection and Civil 
Defense 2015/08～ Prediction & Warnings 2015/11 

6 Ana Maria Ribeiro Zanetti Mundstein Civil Engineer 2014/03～ Urban Planning 2014/05 
7 Jéssica Pontes Saebra Engineer – Secretariat of Works 2015/08～ Prevention & Rehab. (Slope Rupture) 2015/11 
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8 Layla Christine Alves Talin Technical Analyst, Architect and Urbanist  2015/02～ Urban Planning 2015/05 
9 Maria Auxiliadora Muniz   Urban Planning -- 
10 Ricardo do Amaral Branco Environmental Engineer - Technical Director 2014/08～ Prediction & Warnings 2014/11 
11 Siney da Motta Rizzo Soares   Urban Planning -- 
12 Yuri Garin Geologist 2014/03～ Mapping 2014/05 
- (Rafael Jose Simão) (Secretary of Civil Defense) (2013/11～) (Prediction & Warnings, Mapping) (2014/02) 

リオデジャネイロ州政府 1 Wilson Giozza President of DRM   -- 
2 Aline Freitas da Silva Manager of DRM 2015/02～ Mapping 2015/05 
3 Vicente de Paula Loureiro Executive Director of Executive Group   -- 
4 Ana Paula Sant’Ana Masiero Metropolitan Governance Assistant 2015/03～ Urban Planning 2015/05 
5 Rodrigo Werner da Silva Director of CEMADEN-RJ   Prediction & Warnings -- 
6 Silvia Santana do Amaral Deputy Director of CEMADEN-RJ  Prediction & Warnings -- 
7 Marcio Romano Correa Custodio Director of ESDEC (Civil Defense School) TBI Urban Planning 2014/11 
8 Luiz Sergio Lima  2015/07～ Prediction & Warnings 2015/11 
9 Rogério Luiz Feijó Adjunct Professor of Faculty of Engineering, UERJ 2015/08～ Prevention & Rehabilitation 2015/11 
10 João Carlos Grilo Carletti Undersecreatary of Mountain Region SEOBRAS  Prevention & Rehabilitation -- 
11 Beatriz Antonucci Forny Geologist, DRM   -- 
12 Camila Batista Geologist, DRM   -- 
13 Fernando David de Souza Geologist, DRM   -- 
14 Marcela Carvalho Lages da Silva Geologist, DRM   -- 
15 Marcela Tuler Castelo Branco Geologist, GEORIO    -- 

16 Nelson Meirim Coutinho Geologist, GEORIO   -- 

- (Gil Kempers) (Ex-Diretor, CEMADEN-RJ) TBI Prediction & Warnings (2014/11) 
- (Marcella Rodrigues de Jesus) (Geoscience Analyst, CEMADEN-RJ)  Prediction & Warnings -- 
- (Rúbia Nascimento de Azevedo) Geologist, DRM    

サンタカタリーナ州政府 1 Rodrigo Antônio Ferreira Foster Soares Moratelli Secretary of State Civil Defense 2015/02～ Prediction & Warnings, Mapping, 
Prevention & Rehabilitation 2015/05 

- (Milton Hobus) (Director, Secretariat of State Civil Defense) (2013/06～)  -- 
2 Murilo Flores Seretariat of State Planning 2015/02～ Urban Planning -- 
3 Fabiano de Souza Deputy Secretary of Civil Defense 2015/02～ Prediction & Warnings 2014/11 
4 Caroline Margarida Director of Prevention & Preparation  Prevention & Rehabilitation -- 
5 Frederico de Moraes Rudorff Monitoring & Alert Manager 2015/02～ Prediction & Warnings 2014/11 
6 Jackson Dirceu Laurindo Reginal Coordinator   -- 
7 José Luiz Ferreira de Abreu Reestablishment & Rehabilitation Manager   -- 
8 Maurício Valentim Marino Coordinator of Risk Areas Monitoring Project   -- 

9 Thobias Leôncio Rotta Furlanetti Municipal Development Manager, Secretariat of 
State Planning 2015/02～ Urban Planning 2015/05 

注）   印は今回の終了時評価調査中に面談できた者、名前が青字の者は中間レビュー調査において面談できた者。 
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添付 6: 専門家の派遣実績 
2017 年 5 月時点 

 氏名 
  年度   

成果（執務スペース） 
2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 

1 堀 太香夫 土砂災害管理 2013/7/31            2015/7/27   全体 

2 武士 俊也 チーフ・アドバイザー  2013/9/11             2015/9/7   全体 

3 富永 健一郎 業務調整 2013/9/13            2015/9/11   全体 

4 三輪 賢志 短期専門家（土地利用規制・開発計画）  2014/2/3～2/14     
5 小山内 信智 短期専門家（リスク評価・リスクマップ）  2014/2/3～2/14     
6 ---- 短期専門家（防災セミナー）  2014/2/3～2/14     
7 古川 隆司 コンサルタントチーム（調査フェーズ）  2014/2/17 2014/08    
8 北村 忠紀 コンサルタントチーム（調査フェーズ）       
9 森田 敏徳 コンサルタントチーム（調査フェーズ）       
10 小鹿 健平 コンサルタントチーム（調査フェーズ）       
11 細谷 直毅 コンサルタントチーム（調査フェーズ）       
12 佐々木 孝雄 コンサルタントチーム（調査フェーズ）       
13 山川 仙和 コンサルタントチーム（調査フェーズ）       
14 田中 健一 コンサルタントチーム（調査フェーズ）       
15 小野 隆 コンサルタントチーム（調査フェーズ）       
16 Sebastian Jara コンサルタントチーム（調査フェーズ）       
17 岩波 英行 短期専門家（土砂災害警戒避難基準設定）  2014/9/21～10/22    3 
18 國友 短期専門家（予警報）  2014/10/15～10/25    3 
19 三木 短期専門家（リスク評価・マッピング）   2015/2/1～3/13   1 
20 西山 短期専門家（リスク評価・マッピング）   2015/4/19～4/24   1 
21 山越 短期専門家（予防復旧計画）   2015/4/19～5/1   2 
22 山越 隆雄 チーフ・アドバイザー   2015/7/20   全体（MCidades） 

23 成戸 章典 土砂災害管理   2015/7/20   全体（MCidades） 

24 富永 健一郎 業務調整   2015/9/12   全体（MCidades） 

25 市川 建介 コンサルタントチーム（マニュアルフェーズ）   2015/5/10   総括（MCidades） 
26 岩波 英行 コンサルタントチーム（マニュアルフェーズ）      副総括（CPRM） 
27 佐野 哲也 コンサルタントチーム（マニュアルフェーズ）      災害データ 
28 楊 普才 コンサルタントチーム（マニュアルフェーズ）      災害データ 
29 西村 智博 コンサルタントチーム（マニュアルフェーズ）      1（CPRM） 
30 勝田 雄介 コンサルタントチーム（マニュアルフェーズ）      2 (MCidades) 
31 下田 義文 コンサルタントチーム（マニュアルフェーズ）      2 (MCidades)  
32 槇田 史郎 コンサルタントチーム（マニュアルフェーズ）      3 (CEMADEN) 
33 後藤 宏二 コンサルタントチーム（マニュアルフェーズ）      4 (CEMADEN) 
34 竹島 秀大 コンサルタントチーム（マニュアルフェーズ）      4 (CEMADEN) 
35 郷内 吉瑞 コンサルタントチーム（マニュアルフェーズ）      2 (MCidades) 
 合計        

注）   印は今回の終了時評価調査中に面談できた者。 
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添付 7: 本邦研修 
 

コース内容 氏名 所属 

1 

第 1回 
2014年 2月 22日 
～2014年 3月 9日 
 
 
（自然災害リスク管理） 

1 Mr. Alziro Alexandre Gomes Director of the Department of Coordination and Management, MI 
2 Mr. Elcio Alves Barbosa  Director of the CENAD, MI 
3 Mr. Yuri Rafael Della Giustina Director of Accessibility National Secretariat and Urban Programs, MCidades 
4 Ms. Mirna Quinderé Belmino Chaves Director of Urbanization and Slums, MCidades 
5 Mr. Marcelo Schrubbe Municipal Secretary of Citizen Protection, Blumenau City Hall 
6 Mr. Rubens José França Bomtempo Mayor, Petrópolis City Hall 
7 Mr. Rafael José Simão  Secretary of Civil Defense, Petrópolis City Hall  
8 Mr. Pedro Rogério Vieira Cabral Mayor, Nova Friburgo City Hall 
9 Mr. Ivison Soares Macedo Secretary of the Environment, Nova Friburgo City Hall 

2 

第 2回 
2014年 5月 9日 
～2014年 6月 5日 
 
 
（総合防災） 

1 Mr. Marcel Claudio Sant'Ana Manager of Development and Technical Cooperation, MCidades 
2 Mr. Wolnei Aparecido Wolff  Barreiros   Infrastructure Analyst, MCidades 
3 Mr. Rafael Pereira Machado Infrastructure Analyst, MI 
4 Mr. Pedro Augusto Pfaltzgraff Geologist, CPRM  
5 Ms. Maria Emília Brenny Geologist, CPRM  
6 Mr. Thiago Dutra dos Santos Geologist , CPRM  
7 Mr. Mauricio Pozzobon Director of Geology and Analysis of Natural Risks, Blumenau City Hall  
8 Ms. Ana Maria Ribeiro Zanetti Mundstein  Secretary of Housing, Petrópolis City Hall 
9 Mr. Yuri Garin Geologist/Civil Defense, Petrópolis City Hall  

3 

第 3回 
2014年 11月 7日 
～2014年 12月 14日 
 
 
（リスク評価・マッピング、都

市拡張計画、予報・早期

警報） 

1 Mr. DE SOUSA ARAUJO Alex Infrastructure Analyst, Accessibility and Urban Planning, MCidades 
2 Ms. BENSIMAN CIAMPI Talitha Technical Administrative Analyst, Accessibility Policies and Urban Planning, MCidades 
3 Mr. DA COSTA PEIXOTO FILHO Getulio Ezequiel Advisor to CENAD Directors, CENAD, National Secretariat of Civil Defense 
4 Mr. HUMMEL MENDES Cristiano Augusto Advisor, CENAD, National Secretariat for Civil Protection and Defense 
5 Mr. MOLINA SCHNORR Tiago Meteorologist, Division of Technical Analysis, CENAD 
6 Mr. GRAMINHA Celso Aluisio Operational Geosciences Manager, Operational Division, CEMADEN 
7 Ms. BALDA SCOFIELD Graziela Operational Geosciences Manager, Operational Division, CEMADEN 
8 Ms. MIDORI SAITO Silvia Researcher, Research and Development Division, CEMADEN 
9 Mr. PIMENTEL Jorge Executive Coordinator - Company Research of Mineral Resources - CPRM 

10 Ms. GOMES DE MELO Viviane Suzey Secretary, Department of urban Studies and Planning, Nova Friburgo City Hall 
11 Mr. MORI Joao Paulo Secretary, Civil Defense, Nova Friburgo City Hall 
12 Mr. DO AMARAL BRANCO Ricardo Chief Technical Officer, Civil Defense, Petrópolis City Hall 
13 Mr. SCHREIBER Roger Danilo Architect, Urban Planning, Blumenau City Hall  
14 Mr. WRUCK Rafael Lotar Systems Coordinator, Civil Defense, Blumenau City 
15 Mr. DE MORAES RUDORFF Frederico Manager of Monitoring and Alert, Prevention, Secretariat of the Civil Defense, Santa Catarina 
16 Mr. DE SOUZA Fabiano Director of Prevention, Prevention, Secretariat of the Civil Defense, Santa Catarina 
17 Mr. CORREIA KEMPERS VIEIRA Gil Chief of RJ State Monitoring Center, Operational Superintendence, Secretary of Civil Defense 
18 Mr. CORREA CUSTODIO Marcio Romano Deputy Director, School of Civil Defense, Secretary of Civil Defense, RJ  

4 

第 4回 
2015年 5月 15日 
～2015年 6月 21日 
 
 
（リスク評価・マッピング／

土地利用規制・開発計画） 

1 Ms. Clarice Fernandes Marinho Planning and Budget Analyst, MPOG  
2 Mr. Marcel Olivi Gonzaga Barbosa Director, MPOG, Department of Sanitation and Prevention in Risk Area 
3 Mr. Rodrigo Antonio F. F. S. Moratelli Civil Defense Assistant Secretary, ESC Civil Defense   
4 Ms. Aline Freitas da Silva Manager, DRM 
5 Ms. Andrea Fregolente Lazaretti Coordinator, CPRM 
6 Mr. Dario Dias Peixoto Researcher in Geoscience, CPRM 
7 Mr. Diogo Rodrigues Andrade da Silva Researcher in Geoscience, CPRM 
8 Mr. Edgar Shinzato Executive Coordinator, CPRM 
9 Mr. Lucas Mikosz Infrastructure Analyst, MI CENAD 

10 Mr. Luis Felipe Brandão Ladeira Analyst on Geosciences, CPRM 
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11 Mr. Robson José Teixeira Civil Defense Undersecretary, Nova Friburgo City 
12 Mr. Thiago Galvão Technical Analyst for Social Policies, Ministry of Cities  
13 Mr. Alexandre Perçu Martins Coordinator, Nova Friburgo City 
14 Ms. Ana Maria Barbato da Silva Architect and Urban Planner, Blumenau City 
15 Ms. Ana Paula Sant’anna Masiero Analyst of Metropolitan Governance, Metropolitan Chamber, Department of Government ERJ 
16 Ms. Andrea dos Santos Moitinho Architect, MCidades 
17 Ms. Carolina Baima Cavalcanti Infrastructure Analyst & Project Manager, MCidades, National Accessibility and Urban Programs Dept. 
18 Ms. Fernanda Ludmila Elias Barbosa Infrastructure Analyst, MCidades, National Accessibility and Urban Programs Department 
19 Ms. Layla Christine Alves Talin Technical Analyst, Petrópolis City 
20 Mr. Nathan Belcavello de Oliveira Infrastructure Analyst, MCidades, National Accessibility and Urban Programs Department  
21 Mr. Thobias Leoncio Rotta Furlanetti Municipal Development Manager, Department of Planning ESC 

5 

第 5回 
2015年 10月 18日 
～2015年 11月 21日 
 
 
（予防復旧計画／土砂災

害予警報） 

1 Mr. CONSONI Angelo Jose Assistant Researcher, Research and Development, CEMADEN 
2 Ms. CORREA PRIETO Carla Technologist, Coordination of Operation and Modelling, CEMADEN 
3 Mr. MARTURANO EGAS Harideva Technologist, Coordination of Modeling and Operation, CEMADEN 
4 Mr. CARVALHO Adenilson Roberto Technologist, General Coordination of Operation and Modeling, CEMADEN 
5 Mr. LIMA Luiz Sergio Sub-chief, Operational Superintendence, Secretary of Civil Defense, RJ 
6 Ms. DELLA JUSTINA DE CASTRO Andressa Engineer, CENAD, SEDEC 
7 Ms. DE MELO RODRIGUES ZAGHETTO Libia Dalva Administrative Analyst, CENAD, SEDEC 
8 Mr. FARIAS FALCAO Paulo Roberto Director, SEDEC, MI 
9 Mr. DE ALMEIDA FERREIRA Leonardo Infrastructure Analyst, Rehabilitation and Reconstruction, SEDEC 

10 Mr. DA CUNHA Adriano Director of Civil Defense, Secretary of Defense of Citizen, Blumenau City Hall 
11 Mr. DUTRA Valdeci Engineer, Secretary of Urban Service, Blumenau City Hall 
12 Mr. SANGLARD Alexandre Coordinator, management Project, Nova Friburgo City Hall 
13 Ms. DUARTE DUTRA Ana Caroline Geologist, Civil defense, Petrópolis City 
14 Ms. PONTES SEABRA Jessica Construction Supervisor, Public Construction Secretary, Petrópolis City 

注)  氏名に塗りつぶしが入っているものは、ブラジル側人員の配置（添付 5）に名前が掲載されているもの。 
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添付 8: 現地活動費 
 
ブラジル側:                                                                                                                                                         （通貨： レアル） 

支出 2013年度 （7月～） 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 合計 
MCidades 活動にかかるロジスティックス 1) 148,000 296,000 296,000  296,000 123,000 1,159,000  

パイロット活動支援 - - - - 600,0002) 600,000  
MI        （不明）       
CEMADEN ロジスティックス及び設備費 172,839 414,814 414,814 414,814 207,407 1,624,688  

人件費 3) 259,204 622,089 622,089 622,089 311,045 2,436,515  
CPRM プロジェクト活動予算 30,000 70,000 180,0004) - 160,0005) 430,000  
サンタカタリーナ州政府        
リオデジャネイロ州政府        
ブルメナウ市政府         （不明）       
ペトロポリス市政府        
ノバフリブルゴ市政府        

注 1) SNDU で日常業務を行う日本側チームは、SNDU 床面積の 18％を占めていることから、SNDU の年間平均ロジステックスコスト（レンタル費、燃料費、水光熱費、通信費、メンテナンス費など）

を同割合で分けたもの。職員のプロジェクトにかかる旅費は、それ以外の旅費・交通費と別に記録されていないため不明。2) 都市拡張計画マニュアルの改訂支援のためのコンサルタント契約。 
3) CEMADEN職員がプロジェクト活動に費やした時間を給与に換算した推定値。 
4) CPRM 職員および日本側短期専門家が技術会議に出席するための国内旅費など。5) 2016～2017年度の合計値で、技術会議開催費、パイロット市の活動支援費、マニュアル作成のための職員の旅費等。 

 
日本側:                                                                                                                                                     （通貨: 百万円） 

支出 2013年度 （7月～) 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 合計 
JICA  合計 18 31 33 30 25 137 

支出の内訳は、ローカルスタッフの雇用、同時通訳機器のリース、旅費、雑費など。 
 

2017年 5月時点の日本側チームの現地スタッフ 
氏名 プロジェクトにおける役割 期間 

1 前田イウゼ アシスタント／通訳／翻訳（MCidades） 2013年 7月 22日～現在  
2 真栄田シンティア 通訳／翻訳（MCidades） 2013年 12月 11日～2014年 9月 17日 
3 ヴォウケル・エリザ 通訳／翻訳（MCidades）                           長期専門家 2014年 1月 31日～2014年 10月 2日 
4 又吉クリスティナ アシスタント／通訳／翻訳（MCidades） 2014年 10月 1日～現在 
5 リマ・イングリッジ アシスタント／通訳／翻訳（MCidades）  2015年 1月 5日～現在 
6 中原田ブルーナ アシスタント（MCidades） 2015年 5月 9日～現在 
7 梅原カロリーナ アシスタント／校正（MCidades） 2015年 5月 22日～現在 
8 児玉五郎 逐次通訳／翻訳（MCidades） 2015年 6月 1日～現在 
9 新保スザーナ 逐次通訳／翻訳（MCidades） 臨時 

10 平子ガブリエラ 逐次通訳／在宅翻訳（MCidades） 臨時 
11 ベロッソモニカ 逐次通訳／翻訳（CPRM）                              コンサルタントチーム 臨時 
12 オウラニベア 逐次通訳／在宅翻訳（CPRM） 臨時 
13 ナルトイチロー 逐次通訳／翻訳-Yuchicom翻訳会社所属（CPRM） 2015年 7月 1日～現在 
14 トレドマルセロ 逐次通訳／翻訳（CEMADEN） 2015年 6月 26日～現在 
15 ポゼッチアナ 逐次通訳／在宅翻訳（CEMADEN） 臨時 
16 斉藤たけお 逐次通訳／翻訳（CEMADEN） 臨時 
17 中瀬リリオ 逐次通訳／翻訳 臨時 
18 山田エリオ 逐次通訳／翻訳-Yuchicom翻訳会社所属 臨時 
19 藤川ゼリンダ 逐次通訳／翻訳-Yuchicom翻訳会社所属 臨時 
20 尾山佳子 逐次通訳／翻訳-Yuchicom翻訳会社所属 臨時 
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添付 9: 成果グリッド 
 

要素 指標 現状 達成度 
上位目標    
リスク評価に基づく非構造物
対策により、土砂災害リスク
が軽減される。 

1. プロジェクトの成果を考慮した次
の「多年度計画」が策定される。 

 ― 
 

 

2. 次の「多年度計画」に基づく優
先行動が実行される。 

 ―  

プロジェクト目標    
リスク評価・リスクマップに基
づき、都市計画案の作成、
災害予警報体制及び災害
観測・予測システムが構築さ
れる。 

1. 土砂災害のリスク評価のための
手法・手順が CPRMおよび関係
機関に承認される。 

 ―  

2. 都市拡張計画及び復興にかか
るツール・計画が関係機関に承
認される。 

 ―  

3. 土砂災害の早期警戒情報発令
のための手法・手順が、国の予
測および早期警報システムに取
り入れられる。 

 ―  

成果    
1. 土砂災害のハザード特
定、脆弱性分析、リスク評
価・マッピングを含むリス
ク評価能力が向上する。 

1-1. 連邦政府による州・市政府を
対象としたリスク評価手法に
関するワークショップが開催さ
れる。 

・ マッピング分野に関する技術会議が計10回開催された：第1回（2014/4/15）～第10回（2017/5/10-11）。 
・ パイロット事業実施フェーズ（2016年4月～）で、CPRMのC/Pにより計9回のマッピングセミナー（3パイロット市において、3回ず
つ。2016年4～11月）が開催された。 

達成済み 

1-2. 都市拡張計画、復旧復興、予
警報で活用されるリスク評価
マニュアルが作成される。 

・ マッピング分野のマニュアルが作成された。また、都市拡張、予警報分野で作成するマニュアルには、マッピング分野で作成
したマニュアルに基づくハザードマップの利用について記載されている。 

・ 予防・復旧分野で作成したマニュアルによって計画された対策工事による効果を都市拡張、マッピング分野のマニュアルにど
のように反映させるのか検討が行われている。 

達成済み 

1-3. 作成されたマニュアルに従い
パイロット事業を通してパイロ
ット市のリスクマップが作成さ
れる。 

・ 第10回技術会議（2017/5/10～11）で、3市のリスクマップ成果案が提出された。マニュアルに記載されている考え方や作業手
順、使用目的は十分理解されている。 

ほぼ達成 

1-4. 連邦政府による州・市政府を
対象とした、マニュアルに関
する研修が開催される。 

・ パイロット事業実施フェーズで、CPRMはパイロット3市で各3回の（合計9回）のマッピングセミナーを開催した。第3回のセミナ
ー以降は、概ね月1回のペースで連邦政府C/Pと市政府C/Pの間でビデオ会議による課題の把握、対応策の検討が行われて
おり、手法の浸透およびマニュアル改訂点の周知が図られている。 

達成済み 

1-5. 1名より多い連邦政府C/Pがパ
イロット市政府職員に対して
マニュアルを指導可能となる。 

・ パイロット3市を対象とした各3回のセミナーでは、CPRMのC/P3名が交代でマニュアルの指導を実施した。計4名のCPRMスタ
ッフが、マニュアルに記載されている標準的な作業手順や判断基準を十分説明できる。 

達成済み 

1-6. 7名より多いパイロット州・市政
府のC/Pが、連邦政府により
実施される研修に参加し、マ
ニュアルに記載された手順を
実施出来る。 

・ パイロット事業実施フェーズ期間を通じて複数名のパイロット市政府職員がマッピング作業に専従し、マニュアルに記載された
手順を具体的なフィールドに適用して作業を行った。計11名（サンタカタリーナ州1名、ノバフリブルゴ市4名、ペトロポリス市3
名、ブルメナウ3名）のパイロット州・市政府のC/Pがマニュアルに記載された手順を実施できる。 

・ フェーズの終盤には、作業を通じて明らかになった課題とその改善策について、市政府から連邦C/Pに自主的に提案がなさ
れる状況となった。 

達成済み 

1-7. 100件より多い斜面災害デー
タが、C/Pにより共有データベ
ースへ登録される。 

・ GIDESによって収集・整理された土砂災害情報166件が、CPRMの所有する共有データベース（SCDI）に登録された。 
・ 災害データを蓄積する仕組みを構築するために、共有データベースを所有するCPRM、CENAD、CEMADENが論争調整会
議で、各機関のデータベース間で共有すべきデータ項目やそのデータの入力者等について話し合われた。今後はここでの
話し合いを基にそれぞれのデータベースを改良する予定。 

達成済み 

2. 土砂災害のリスク評価を
踏まえた都市拡張計画
及び災害予防・復旧・復
興計画策定と実施の能
力が向上する。 

2-1. 連邦政府による州・市政府を
対象とした都市拡張計画と災
害管理サイクルの研修が実施
される。 

【都市計画】 
・ 都市拡張計画分野に関する技術会議が計10回開催された：第1回（2013/11/27-28）～第10回（2017/6/1、リオデジャネイロ）。 
・ パイロット事業実施フェーズ（2016年4月～）で、パイロット各3市で都市計画ワークショップが開催された（2016年10～11月）。 
【予防・復旧】 
・ 予防・復旧分野に関する技術会議が計5回開催された：第1回（2014/11/19）～第5回（2016/11/24）。 

ほぼ達成 

2-2. 都市拡張計画と復旧復興の
ためのツールが開発される。 

【都市計画】 
・ 市政府が都市の拡張を検討する際に都市計画を決定する必要があるが、その際にハザードマップ（GIDES手法のマッピン
グ・マニュアルに基づき作成される）をどのように考慮するのか記載した都市計画分野のマニュアルを作成中。 

・ また同マニュアルには、公共部門や民間部門が実施する開発計画を許可する際の基準に、ハザードマップ（GIDES手法によ
る）をどのように考慮するのかも記載する予定。 

部分的に達成 
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【予防・復旧】 
・ 土砂災害に対する予防・復旧計画として施設配置計画を作成する際にツールとなるマニュアル（土石流対策マニュアル、斜
面崩壊対策計画作成マニュアル）は完成済。 

・ 現在は外部有識者によるオーソライズ作業等の手続きを進めるとともに、マニュアルの公式化に向けてGIDESプロジェクトのス
コープ外の内容を追加する作業等を実施している。 

ほぼ達成 

2-3. 連邦政府による州・市政府を
対象とした、ツール及び普及
資料の研修が開催される。 

【都市計画】 
・ パイロット3市の都市拡張計画の検討を進めるワークショップが開催された。そこで連邦政府職員によってマニュアルを使った
土砂災害リスクを考慮した都市拡張計画の指導が行われた：ブルメナウ（2016/11/10）、ノバフリブルゴ（2016/10/14）、ペトロポリ
ス（2016/11/3）。 

ほぼ達成 

【予防・復旧】 
・ 土石流（ノバフリブルゴ、ブルメナウの2カ所）と斜面崩壊（ペトロポリス、ブルメナウの2カ所）について、計画作成セミナー（2016
年5～6月、計4回）およびOJT（2016年10～11月、計4回）を計8回実施。 

2-4. 1名より多い連邦政府C/Pがパ
イロット市政府職員に対して
マニュアルを指導可能となる。 

【都市計画】 
・ 都市省C/P中1名（SNDUのDPGUの課長）は意欲的にマニュアル改訂やパイロット事業、技術会議等を実施しており、市C/P
への指導も行っている。計7名の都市省職員がマニュアル指導可能である。 

達成済み 

【予防・復旧】 
・ 土石流対策計画、急傾斜崩壊対策計画にかかる計8回の研修で、連邦政府C/Pがマニュアルを説明し、市、州政府の技術者
と協力して計画を作成中。計9名の連邦政府職員（急傾斜崩壊対策計画について都市省3名、土石流対策計画について統
合省6名）がマニュアル指導可能である。 

2-5. 8名より多いパイロット州・市政
府のC/Pが、連邦政府により
実施される研修に参加し、マ
ニュアルに記載された手順を
実施出来る。 

【都市計画】 
・ 今後、都市拡張検討手法、土砂災害リスク管理の視点を組み込んだ都市計画の実施方針検討、許認可手続きの見直し等の

W/Sが予定されている。計14名の州・市政府職員（リオデジャネイロ州1名、サンタカタリーナ州2名、ノバフリブルゴ4名、ペトロ
ポリス4名、ブルメナウ3名）がマニュアルに記載された手順を実施できる。 

【予防・復旧】 
・ 市、州政府の技術者にとっては、土石流と斜面崩壊について計画作成研修およびOJTを実施し、実際の当該市の計画を作
成（ノバフリブルゴ市とブルメナウ市では土石流、ペトロポリス市とブルメナウ市では斜面崩壊）したことで、計画作成の手順及
び作業内容の理解が進んだ。計14名の州・市政府職員（リオデジャネイロ州1名、サンタカタリーナ州2名、ノバフリブルゴ4名、
ペトロポリス4名、ブルメナウ3名）がマニュアルに記載された手順を実施できる。 

達成済み 

2-6. 100件より多い斜面災害デー
タが、C/Pにより共有データベ
ースへ登録される。 

・ GIDESによって収集・整理された土砂災害情報166件がCPRMの所有する共有データベース（SCDI）に登録された。 
・ 災害データを蓄積する仕組みを構築するために、共有データベースを所有するCPRM、CENAD、CEMADENが論争調整会
議で、各機関のデータベース間で共有すべきデータ項目やそのデータの入力者等について話し合われた。今後はここでの
話し合いを基にそれぞれのデータベースを改良する予定。 

達成済み 

3. 早期警報発令、リスク情
報発信及び災害データ
収集のプロトコルを改善
する。 

3-1. 連邦政府による州・市政府を
対象とした、早期警戒情報に
関するワークショップが開催さ
れる。 

・ 連邦主催の予警報分野に関する技術会議が計8回開催された：第1回（2014/2/12-13）～第8回（2016/2/23-24）。 
・ パイロット事業実施フェーズ（2016年4月～）で、多くの州技術会議、ワークショップ（2016年10月）、説明会（2016年12月）がフ
ロリアノポリス（サンタカタリーナ州）、リオデジャネイロ、ペトロポリス、ブルメナウで開催された。州技術会議の日程について
は、次のとおり。 

1) サンタカタリーナ州： 第1回（2016/9/20-21）、第2回（2016/12/6-7）、第3回（2017/5/30-31）、第4回（2017年8-9月予定）、 
 第5回（2017年10月予定） 
2) リオデジャネイロ州： 第1回（2016/9/22-23）、第2回（2016/12/1-2）、第3回（2017/5/23-24）、第4回（2017年8-9月予定）、 
 第5回（2017年10月予定） 

部分的に達成 

3-2. 早期警戒情報発令手法・手
順が改善される。 

【予警報プロトコル】 
・ 連邦政府から州政府、市政府、住民に至るまでの警戒情報や勧告等の情報の流れについて整理した。その中でそれぞれの
情報について、誰が発信者か、意味の違い、伝達の流れ等に関する考え方をまとめてCEMADEN、CENADの作成するマニ
ュアルに反映させる作業中。その中には法改正等の対応が必要なものも含まれており、公式化に向けては課題のある部分も
ある。 

・ 警報レベルと各関係機関の防災行動の紐付けを明示した「警報レベルに応じた防災活動表」を作成し、CENADの作成する
マニュアルに反映させる作業中。 

・ CEMADEN、CENADの作成したマニュアルが現状の活動実態と乖離したものにならないように、予警報プロトコルで要となる
機関である州政府が技術会議【3回（計6回）開催済み】を開催して、それぞれの州の活動実態をマニュアルに反映させる作業
を実施中。 

部分的に達成 

【基準雨量】 
・ 客観的な基準に基づく警報の発令方法をCEMADENの作成するマニュアルに記載済。また警報の発令区分を何段階に分け
るのかについては、市政府等の防災活動を考慮して決定している。 

・ 市政府に設置された雨量計からCEMADENに送られてくる雨量情報が、閾値を超過するかどうかを監視する予警報システム
を構築した。 

・ CEMADENのマニュアルに基づいて閾値を設定する際の基準雨量設定支援ツールを開発中。なお同ツールは州政府等が

部分的に達成 
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警報発令機関となる場合も想定して、州政府等が遠隔で利用できるようにしている。 
・ 閾値を改善するための仕組みやその際に用いる評価指標等をCEMADENの作成するマニュアルに記載中。 

3-3. 1名より多い連邦政府C/Pがパ
イロット市政府職員に対して
マニュアルを指導可能となる。 

【予警報プロトコル】 
・ CENADのC/Pが、州・市政府職員を対象にS2IDシステムを用いた緊急対応計画の作成に関する研修を実施（2017年3月、5
月）。計4名のCENAD職員が、マニュアル指導可能である。 

達成済み 

【基準雨量】 
・ CEMADEN職員が、州・市政府職員を対象に、GIDES手法による警報に関する研修を実施(2016年6月、12月)。計8名の

CEMADEN職員が、マニュアル指導可能である。 
3-4. 8名より多いパイロット州・市政

府のC/Pが、連邦政府により
実施される研修に参加し、マ
ニュアルに記載された手順を
実施出来る。 

・ パイロット州政府のC/P（リオデジャネイロ州のCEMADEN-RJ、DRMを含む）及びパイロット市政府のC/Pは、州技術会議や関
連するワークショップ・説明会に積極的に参加してきた。計17名の州・市職員（リオデジャネイロ州3名、サンタカタリーナ州3
名、ノバフリブルゴ3名、ペトロポリス4名、ブルメナウ4名）がマニュアルの手順を実施できる。 

達成済み 

3-5. 100件以上の斜面災害データ
が、C/Pにより共有データベー
スへ登録される。 

・ GIDESによって収集・整理された土砂災害情報166件がCPRMの所有する共有データベース（SCDI）に登録された。 
・ 災害データを蓄積する仕組みを構築するために、共有データベースを所有するCPRM、CENAD、CEMADENが論争調整会
議で、各機関のデータベース間で共有すべきデータ項目やそのデータの入力者等について話し合われた。今後はここでの
話し合いを基にそれぞれのデータベースを改良する予定。 

達成済み 

4. 土砂災害軽減のための
監視、予報システムが改
善される。 

4-1. モニタリング、予測、研究開発
を改善するための省庁横断
型組織が構築される。 

・ 気象予測の精度向上を目的として、気象レーダーを用いた「ナウキャスﾄ」に関する検討会をINPE（National Institute for Space 
Research）と共同して実施している。 

部分的に達成 

4-2. モニタリング、予測システムの
研修が開催される。 

・ CEMADEN、CENAD、CPRM、サンパウロ州市民防衛局の四者共同で、サンパウロ市市民防衛局を対象とした「防災警報、
マッピング、コンティンジェンシープラン」に関する研修を実施した（2016年9月）。 

・ CEMADEN主催で、全国の州・市市民防衛局を対象とした「防災警報」に関する研修を実施した（2017年4月）。 

達成済み 

4-3. モニタリング、予測、研究開発
の改善計画が作成される。 

・ 「土砂災害」、「洪水」、「かんばつ」の自然災害分野を対象にした研究開発計画（マスタープラン：PIPO）を検討・策定中であ
る。土砂災害分野については、GIDES関連項目を盛り込んだ研究開発計画を策定し、上記計画（マスタープラン：PIPO）に位
置付ける予定である。 

部分的に達成 

4-4. CEMADENによる関連組織を
対象としたワークショップ・研
修（テーマは研究開発実施と
モニタリング・予測システム計
画改善）が少なくとも2回開催
される。 

・ （指標4-2参照） 達成済み 

注）下線のある資料については最新版（案）を収集済み。 
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添付 10: 評価グリッド 
 2017年 5月 22日 

評価項目 評価設問 小項目・判断基準（→ および現時点で得られている情報） 情報入手先 ・入手手段 
1. 妥当性 1.1 国家・地方レベルで、防災にかかる

新たな政策・戦略の動きや変化は

あるか。 

・連邦レベルの関連する法律、政策、計画にその後の変更はあるか。 
→ 法律 12608号（2012年制定）：SINPDEC（国家保護・市民防衛システム）および防災における連邦・
州・市の権限等を規定 

→ 法律 12340号（2010年制定、2014年に法律 12983号により改正）：連邦から州・市へ予算を移管
する FUNCAP（国家市民防衛・公共災害基金）等 

→ 5つの目標を掲げる「プログラム 2040 -災害リスク管理」を含む「PPA（多年度計画） 2016-2019」 
・パイロット事業対象 2州・3市の関連する法律、政策、計画の変更等は有るか。 
 

・ 実施運営総括表及び業務進捗報告書 
・ 中間レビュー報告書 
・ 長期専門家及びコンサルタントチーム

へのインタビュー 
・ C/P機関およびパイロット事業実施州・
市への質問票及びインタビュー 

 1.2 実施機関のニーズ・期待との整合
性に変化はないか。 

・C/P機関の業務所掌や活動計画等でプロジェクト活動に関する記載や位置づけはあるか。 
→ 1) MCidades（都市省）SNAPU（アクセシビリティ政策・都市プログラム局）土地・市管理支援部および

都市計画・アクセシビリティ部（政権交代による組織改編と人事異動あり？） 
  2) MI（国家統合省）SEDEC（国家市民防衛局）CENAD（全国災害リスク管理センター）および DRR

（復旧・再建部） 
  3) MCTI（科学技術革新省）研究開発プログラムおよび政策局 CEMADEN（国家自然災害モニタリ

ング・警報センター） 
  4) MME（鉱山エネルギー省）CPRM（ブラジル地質サービス）：第 2回 JCCで追加 

・C/Pは、プロジェクト活動を業務の一環と捉えているか。 
・中間レビュー以降で実施機関の組織改編、人事体制の変化（主要 C/Pの異動など）はあったか。 

→ 2016年 8月の大統領交代に伴い、連邦 C/P機関の次官・局長は 1人を除いて全て交代（部長以
下は交代なし）。交代した局長級以上の幹部については、プロジェクトより順次面会を実施。 

→ 全国統一市長選（2016/10/2）の影響（ノバフリブルゴ、ペトロポリス市長の交代）は、現時点ではほぼ
最小限。 

 

・ 実施運営総括表及び業務進捗報告書 
・ 中間レビュー報告書 
・ C/P機関およびパイロット事業実施州・
市への質問票及びインタビュー 

 1.3 プロジェクトのアプローチは適切で
あったか。 

・プロジェクトのアプローチは課題解決の手段として適切であったか。 
→ プロジェクト実施体制（連邦政府 4省庁＋2州政府＋3市政府） 
→ プロジェクトは、①調査フェーズ（2014年 2月～2015年 3月）、②防災計画・マニュアル策定フェー
ズ（2015年 5月～2016年 3月）、③パイロット事業実施・マニュアル改善フェーズ（2016年 4月
～）、④まとめ・提言フェーズ、の 4フェーズにより実施。 

・パイロット事業対象地の選定は適切か（近年の災害発生状況、社会経済状況の変化、災害対策の優先

度など）。 
1) サンタカタリーナ州政府（市民防衛局、計画局）→ GIDES を効果的に実施するために組織改編
し、インフラ部（防災部門）を市民防衛局に吸収合併（？） 

2) リオデジャネイロ州政府（公共事業局、CEMADEN-RJ、DRM（リオ州地質サービス）、大都市圏管
理ボード） 

3) ブルメナウ市政府（市民防衛局、都市サービス局？） 
4) ノバフリブルゴ市政府（持続可能開発・環境局、市民防衛局） 
5) ペトロポリス市政府（市民防衛局、公共事業局、住宅局、計画局） 
 

・ 長期専門家及びコンサルタントチーム

へのインタビュー 
・ C/P機関およびパイロット事業実施州・
市への質問票及びインタビュー 

 1.4 ブラジルへの日本の協力方針と整
合しているか。 

・開発協力大綱（2015年 2月閣議決定）との整合性 
→ 自然災害及び防災対策は、重点課題「地球規模課題への取組を通じた持続可能で強靭な国際社
会の構築」に位置づけ 

・対ブラジル国別援助方針（2012年 12月）、事業展開計画のその後の更新の有無。 
・2015年 3月に採択された「仙台防災枠組（2015-2030）」との整合性 - 4つの優先行動（災害リスクの理
解、災害リスクガバナンス、強靱化に向けた防災への投資、より良い復興）の主にどれに貢献している

か。 
 

・ 文献調査 
・ 長期専門家及びコンサルタントチーム

へのインタビュー 
・ C/P機関およびパイロット事業実施州・
市への質問票及びインタビュー 
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2. 有効性 
（成果・実績） 

 

2.1 成果  1 「土砂災害のハザード特
定、脆弱性分析、リスク評価・マッピ

ングを含むリスク評価能力が向上す

る。」の進捗と実績 
 CPRM 

・技術会議の開催、「土砂災害のハザード・リスクのマッピング・マニュアル」の作成 
→ マニュアル策定フェーズで第 1回（2014/415）～ 第 7回（2016/2/16～17）を開催、「土砂災害実態

調査」を実施。 
→ パイロット事業実施フェーズ（2016年 4月～）では、第 8回技術会議（2016/7/6～7）、パイロット 3市

での計 9回のマッピングセミナー（2016年 4～11月）、第 9回技術会議（2016/11/8～9）、ミニ技術
会議（2017/3/15）を実施。 

→ 第 10回（2017/5/10～11）技術会議では、パイロット 3市政府によるパイロット対象エリアでのマッピン
グ成果案と、マニュアルの改訂第 4案を策定。各市のマッピング作業は 2017年 4月終了、マニュ
アルの最終的なとりまとめは 5月終了の予定。 

 

・ 実施運営総括表及び業務進捗報告書 
・ 中間レビュー報告書 
・ 長期専門家及びコンサルタントチーム

へのインタビュー 
・ C/P機関およびパイロット事業実施州・
市への質問票及びインタビュー 

 2.2 成果 2「土砂災害のリスク評価を踏
まえた都市拡張計画及び災害予

防・復旧・復興策計画策定と実施の

能力が向上する。」の進捗と実績 
 MCidades(SNAPU) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 MCidades (工事局？) 
 MI(DRR) 

・技術会議の開催、「災害リスクを考慮した都市拡張計画ガイドライン」の作成 
→ マニュアル策定フェーズで第 1回（2013/11/27-28）～ 第 6回（2016/3/1～2）を開催。 
→ パイロット事業実施フェーズ（2016年 4月～）では、第 7回技術会議（2016/9/15～16）、パイロット 3

市でのW/S（2016年 10～11月）、第 8回（2017/3/29～30）、第 9回技術会議（2017/4/25～26）を実
施。さらに第 10回（2017/6/1～2）技術会議を予定。 
① 都市拡張の検討手法に関する技術移転・試行 
② 3空間スケール毎の土砂災害リスク管理を考慮した都市計画方針の検討：ほぼ完了 
③ 事業実施計画の検討 
④ 土砂災害リスク管理の視点を組み込んだ開発コントロール   2017年 5～8月の連邦・ 

・許認可手続き・フローの検討                    州・市協働の研修・W/S 
⑤ パイロット地区での事業実施イメージの検討               で取り組まれる予定 

→ 今後、連邦、市 C/P、ブラジル国内都市計画分野専門家チーム、長期・短期専門家チーム協働によ
る研修・ワークショップを実施し、①～⑤の作成作業を 8月までに完了する計画。 

 
・技術会議の開催、「急傾斜地崩壊対策計画作成マニュアル」、「土石流対策マニュアル」の作成 

→ マニュアル策定フェーズで第 1回（2014/11/19）～ 第 4回（2016/3/3）を開催。 
→ パイロット事業実施フェース（2016年 4月～）では、マニュアル案を活用し、土石流対策計画案（ノバ

フリブルゴ、ブルメナウ）および斜面崩壊対策計画案（ペトロポリス、ブルメナウ）を作成し、第 5回
（2016/11/24）技術会議で事例紹介。両マニュアル案については、内容に関しては完成しており、今
後製本印刷の予定。2017年 6月に活動完了の予定。 

→ ノバフリブルゴ市の土石流対策計画については、実際に建設事業を始めたい意向が示され、その場
合には設計・施工計画が必要。計画は同市で行い、プロジェクト専門家はそれを支援する予定。 

 
 2.3 成果 3「早期警報発令、リスク情報

発信及び災害データ収集のプロト

コルを改善する。」の進捗と実績 
 CENAD 

・技術会議の開催、「土砂災害リスクの予警報作成及び発令に関する技術マニュアル」の作成 
→ マニュアル策定フェーズで第 1回（2014/2/12～13）～ 第 3回（2014/8/12～14）および第 6回

（2015/7/7～8）～ 第 8回（2016/2/23～24）技術会議を開催。2016年 3月に予警報に関する情報
伝達プロトコルマニュアル案完成。「災害データ蓄積体制調査」を実施。 

→ パイロット事業実施フェーズでは、WS、州技術会議、作業会、説明会を開催。連邦機関（CENAD、
CEMADEN）の連携・整合性確保のための「共通指針」については、作成は困難。一方で、連邦政
府機関と州・市政府の手順について、双方の合意事項を文書化し、公的なものとすることが重要。 

・コンティンジェンシープラン（緊急対応計画）作成マニュアル 
→ 第 1回技術会議（2016/8/30～31）で、プロトコルマニュアルと市民防衛活動をつなぐ州・市政府のコ

ンティンジェンシープラン（土砂災害編）作成マニュアルを CENADが作成。 
→ プロトコルとコンティンジェンシープランが 1つのものになるかどうかは、今後 CENADが決定。各市

におけるコンティンジェンシープラン（緊急対応計画）作成はプロジェクトの活動外であるが、必要が

あれば支援。 
 

 2.4 成果  4 「土砂災害軽減のための
監視、予報システムが改善され

る。」の進捗と実績 
 CEMADEN 

・技術会議の開催、CEMADEN「研究開発計画」の策定 
→ マニュアル策定フェーズで第 4回（2014/9/30）～ 第 5回（2014/10/21）を開催。 
→ 第 7回技術会議（2015/12/16～17）で、土砂災害警戒避難基準雨量の精度向上の手順として、4段

階の研究・技術開発ロードマップを提示。CEMADENに短期・中期的な視点を考慮した研究開発
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計画（仮称）の策定を提案している。 
→ CEMADENでは、パイロット事業対象各市に 20基を越える雨量計を設置済み。CEMADENは、

2016年より土砂災害基準雨量に基づいて予警報を発令可能な情報伝達システム（プロトタイプ）の
開発を進めており、2017年 3月より試験的に稼働（土砂災害警戒避難基準雨量を予警報情報とし
て発出）している。2017年 3～4月の雨期に取得されたデータ（雨量データ、災害発生データ等）を
基に、5月以降の州技術会議で課題整理、予警報マニュアルの改善事項とりまとめ、基準雨量およ
びシステムの改善を図る予定。 

 
 2.5 プロジェクト目標「リスク評価・リスク

マップに基づき、都市計画案の作

成、災害予警報体制及び災害観

測・予測システムが構築される。」が

達成される見込みはあるか。 

・PDMのプロジェクト要約（活動・成果・目標）に、現時点で、修正・変更の必要性はあるか。 
・協力予定期間の 2017年 11月までに予定の活動は全て終了する見込みはあるか。 

→ 2016/12/7付の R/Dの変更により、2017年 11月まで、協力期間を 4カ月間延長。現在、活動は概
ね予定通りに実施中。 

→ 連邦職員と各分野の短期専門家（コンサルタント）が連携して、パイロット市、州政府の C/Pに説明・
解説することにより、技術移転を実施中。 

→ セミナー等講師を務めた C/Pの数は、CPRM 3名、MCidades 3名、MI 5名、CEMADEN 5名。 
・PDMの目標・成果レベルの各指標は、プロジェクト終了時の成果/実績を図れるよう適切に設定されてい
るか。 
→ 2016/12/7のM/M署名に基づく R/Dの変更により、成果 1～3の指標を追加。 

・PDMの目標・成果レベルの各指標は、2017年 11月までに達成される見込みはあるか。 
→ （別途、「成果グリッド」として、各指標の現時点での達成度を整理） 

 

・ 実施運営総括表及び業務進捗報告書 
・ 中間レビュー報告書 
・ 長期専門家及びコンサルタントチーム

へのインタビュー 
・ C/P機関およびパイロット事業実施州・
市への質問票及びインタビュー 

 2.6 中間レビューでの提言事項への対
応 

1) PDMおよび POの改訂（および JCCでの改訂ドラフトの承認）→ 済み 
2) メンバーリストの確認と、メンバーの継続的関与の向上（メンバーリストの定期的更新と、途中からプロ

ジェクトに参加することとなった職員に対するプロジェクトへの適切な導入） 
3) マニュアルの内容の継続的な向上（関連分野の外部有識者によるレビュー、マニュアル利用者の能

力の幅を考慮した内容など） 
4) マニュアルの公式化（マニュアルの公式化のプロセスの確認） 
5) パイロット事業を行う市への支援体制（状況・能力に差があるパイロット 3市への効果的な支援の実

施） 
 

・ 中間レビュー報告書 
・ 長期専門家及びコンサルタントチーム

へのインタビュー 
・ C/P機関およびパイロット事業実施州・
市への質問票及びインタビュー 

・ M/M 

3. 効率性 
（実施プロセス） 

3.1 プロジェクトの計画（PDM）は関係
者間で認識・共有されているか。 

・R/Dおよび PDM変更の有無。 
→ 2013/6/10に R/D署名。長期専門家の到着により 2013/7/31からプロジェクト開始。 
→ 第 2回 JCCにおいて R/D修正のためのM/M を署名：CPRM を C/Pに追加。 
→ 第 4回 JCC（2016/3/14）の結果を踏まえ、2016/12/7付M/Mにて R/Dを修正し、2017年 11月まで

4カ月の協力期間の延長、および PDM Ver.2（成果 1-3の指標を追加）を合意。 
・PDMは、プロジェクトの計画として関係者の間に明瞭に認識・理解されているか。 
・活動計画（PO）と実際の活動の間の差異はあるか、ある場合はその原因。 

→ 中間レビュー以前で調査フェーズの開始、マニュアル策定フェーズの終了に遅れがあった。 
→ 2016年 4月からパイロット事業実施・マニュアル改善フェーズが開始され、その後については、2016

年 3月 JCCで共有された計画からの遅れはない。 
 

・ 実施運営総括表及び業務進捗報告書 
・ 中間レビュー報告書 
・ 長期専門家及びコンサルタントチーム

へのインタビュー 
・ C/P機関およびパイロット事業実施州・
市への質問票及びインタビュー 

 3.2 R/D に合意された実施体制および

投入は守られているか。 
・C/Pの任命・参加の状況（2017年 5月時点） 

1) PD（MCidades-SNAPU局長）Mr.Luis Oliveira Ramos → コダト局長に交代 
2) PM成果 1（MI-SEDEC-CENAD所長）Mr. Elcio Alves Barbosa 
3) PM成果 2（MCidades-SNAPU部長）Mr.Yuri Rafael Della Giustina 
4) PM成果 3及び 4（MCTI-CEMADEN所長）Dr. Osvaldo Luiz Leal de Moraes 
5) 副 PM成果 1及び 2（MME-CPRM水文国土管理部長）Mr. Stenio Petrovie Pereira 
6) 副 PM成果 2（MI-SEDEC-DRR部長）Mr. Paulo Roberto Farias Falocao 

・専門家およびコンサルタントチームの派遣実績（マニュアル策定フェーズ以降） 

・ 実施運営総括表及び業務進捗報告書 
・ 中間レビュー報告書 
・ 長期専門家及びコンサルタントチーム

へのインタビュー 
・ C/P機関およびパイロット事業実施州・
市への質問票及びインタビュー 
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1) 長期専門家 3 名：山越 CA および成戸（土砂災害管理）専門家（2015/7/20～）、富永（業務調整）
専門家（2015/9/12～） 

2) マニュアル策定フェーズのコンサルタントチーム：市川総括を含む 9名（2015/5/12～） 
3) 中間レビュー（2016年 3月）以降で、短期専門家（省庁推薦）の派遣実績の確認。 

・本邦研修（研究分野、時期・期間、参加者、受入機関）は適切に実施されているか。 
→ 中間レビュー以前で、第 1回（2014/2/22～3/9）～ 第 5回（2015/10/18～11/21）を実施。 
→ 中間レビュー以降では本邦研修の実績なし。 

・供与機材（機材の種類、時期、数量、金額）の有無 → 携行機材のみ。 

・プロジェクトへの施設等の提供 → 長期専門家 3名の執務室はMCidadesに設置。コンサルタントチーム
11名は、MCidades 4名、CPRM 2名、CEMADEN 3名に配置。 

・日本側の現地活動費の支出状況。 

・ブラジル側のプロジェクト活動費の支出状況 
→ 長期専門家の国内出張旅費は、ブラジル側で負担。 
→ 都市省は GIDESの一部作業を委託するため、都市省の予算で、ブラジル国内都市計画専門家チ

ーム（ブラジル国内の都市計画分野の専門家や研究者等）を傭上。2017年 3月から予算執行可能
となり、2017年 3月末の（都市計画分野）技術会議より、ブラジル国内都市計画専門家チーム、連
邦・市 C/P、長期・短期専門家チームでの協働作業が開始された。 

→ 統合省は、予算措置により、ブラジル国内の土石流専門家チームを傭上する予定。 
 

 3.3 日本側専門家／コンサルタントチ
ームとブラジル側 C/P との間の定期
的・日常的なコミュニケーションは十

分か。 

・JCCは定期的に開催されているか。 
1) プロジェクト・キックオフセミナー （第 1回リオ防災セミナー）(2013/8/28-29) 
2) 第 1回 (2013/10/15)  
3) 第 2回 (2014/5/6) CPRMの C/P追加にかかる R/D修正のためのM/M署名  
4) 第 3回 (2015/4/23)  
5) 第 4回 （2016/3/14）中間レビュー 
6) 第 5回 （2016/12/7）協力期間の 4カ月延長等にかかる R/D修正のためのM/M署名 
7) 第 6回 （2017/6/8予定）終了時評価 

・JCC以外にプロジェクト調整のための内部的打合せの実施状況。 
→ JOWG（合同運営ワーキンググループ）：第 9回（2016/8/24）、第 10回（2016/11/18）  
→ JTWG（分野間調整会議）：連邦政府 4機関によるほぼ毎週の TV会議。 
→ 論争調整会議：マニュアル間での用語の整理・統一 
→ 連邦・州・市における活動が増えることから、定期的な巡回（パイロット事業の巡回進捗管理）、TV 会

議の活用など、連絡・連携体制の強化を図っている。 
→ 高官会議（2016/12/7）により、連邦 C/P機関の局長を集めてプロジェクトへの理解・協力の取り付け 
→ 第 1回分野間統合会議（2017/4/25～26） 

・ニュースレター・パンフレット等によるプロジェクト広報の実施。 
1) 第 1回連邦省庁間広報戦略会議（2014年 1月 31日） 
2) Website (www.cidades.gov.br/gides)を頻繁に更新 

 

・ 実施運営総括表及び業務進捗報告書 
・ 中間レビュー報告書 
・ 長期専門家及びコンサルタントチーム

へのインタビュー 
・ C/P機関およびパイロット事業実施州・
市への質問票及びインタビュー 

 3.4 プロジェクトの現時点までの促進要
因・阻害要因。 

・PDMに記載の外部条件の発現はあったか。 
・特記すべき促進要因・阻害要因（計画に関すること、実施プロセスに関すること）。 

→ 促進要因：帰国研修員（本邦研修参加者が、プロジェクトにおける技術会議の開催やマニュアルの
内容検討に関する調整において中心的な役割を果たすようになった。） 

→ 実施上の課題（中間レビュー後） 
1) 地理的に離れた機関間のコミュニケーション（TV会議の開催、巡回の実施） 
2) 連邦政府機関職員の人事異動に伴うプロジェクト継続性の確保 
3) ブラジル CP機関における人員および予算削減の影響（特にリオの州・市については財政が厳し

く、C/P参加のため、2016年 11月以降はリオデジャネイロで技術会議を開催）； 

・ 実施運営総括表及び業務進捗報告書 
・ 中間レビュー報告書 
・ 長期専門家及びコンサルタントチーム

へのインタビュー 
・ C/P機関およびパイロット事業実施州・
市への質問票及びインタビュー 
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4) 全国統一市長選（2016/10/2）によるノバフリブルゴ、ペトロポリス市長の交代 
5) 中間レビュー時に課題としてあげられた通訳・翻訳の質については、2017年 4月時点では基本

的に解消されている。 
 

4. インパクト 4.1 上位目標「リスク評価に基づく非構
造物対策により、土砂災害リスクが

軽減される。」は協力終了後 3－5
年での達成が見込めるか。 

・現時点でも上位目標の設定は適切か。 
→ （実現可能性を踏まえ、ブラジル側と協議。C/P機関に意向、希望、制約を確認) 

・通常予算、多年度計画事業の予算支出実績 
 

・ 長期専門家及びコンサルタントチーム

へのインタビュー 
・ C/P機関およびパイロット事業実施州・
市への質問票及びインタビュー 

 4.2 （上位目標以外の）想定されるポジ
ティブ・ネガティブなインパクトは何

かあるか。 

・ポジティブ・ネガティブなインパクトの有無（貧困削減、環境保全、ジェンダー等の開発課題） 
→ PPA（2016-2019）の中の「プログラム 2040 – 災害リスク管理」では、災害リスク管理に向けて連邦・州・
市の機関間での統合された行動や調整された管理の重要性が強調されており、プロジェクトの中で

行われた連邦 4機関の調整連携を反映した計画案となった。 
→ カウンターパート機関において、プロジェクト実施体制が組織され、官報で公表：都市省
（2016/6/16）、CEMADEN（2016/8/18） 

→ ブルメナウ市でのパイロット事業等の寄与が評価され、2016/5/19 にサンタカタリーナ州より Colombo 
Machado Salles勲章を授与。 

→ 国家統合省の防災マニュアル、基礎書（土砂災害以外の自然災害、産業災害等を包括したもの）と
GIDESプロジェクトで作成するマニュアルの整合性を確保。 

→ 2017年 2月に国家統合省大臣より JICAに対して「市民防衛栄誉勲章」が授与された。 
→ プロジェクトが本年の国連防災省の最終候補案件に選定され、2017 年 5 月の「2017 防災グローバ
ル・プラットフォーム総会」で最終選考の予定。 

・プロジェクト活動以外でのブラジル国内・他国における関連行事等への出席・発表 
・二国間関係強化、日本企業／技術の参入促進といった影響の有無 

→ 民間技術普及促進事業として、MCidaes、MI、リオ州、サンタカタリーナ州を対象にした「鋼製透過
型・ソイルセメント砂防堰堤普及促進事業」が採択された。 

 

・ 実施運営総括表及び業務進捗報告書 
・ 長期専門家及びコンサルタントチーム

へのインタビュー 
・ C/P機関およびパイロット事業実施州・
市への質問票及びインタビュー 

 4.3 他のプロジェクト（JICA、国連機関、
他国の援助機関）との協力またはそ

の予定はあるか。 

・他の防災関連 JICAプロジェクトとの情報交換は何かあるか。 
・国連・援助機関による防災関連活動・プロジェクトとの連携や情報交換はあるか。 

→ 以下の項目（中間レビュー時の状況）のアップデート 
1) 世界銀行はMCidadesに対し、市街地の災害危険地域におけるモニタリング体制の構築と住民移

転に関する政策・ガイドライン策定事業を実施 
2) 世界銀行はMI と環境省に対し、洪水・渇水対策を含む総合水資源管理事業を実施 
3) 世界銀行は環境省に対し、洪水管理を含むダムの安全管理事業を実施 
4) 世界銀行は州レベルでは、リオデジャネイロ州を含む計 4州に対して、災害リスク評価、予警報シス

テム改良等に係る事業を開始 
5) IDB（米州開発銀行）はプロジェクト開始時点ではブラジルに対する防災協力はない。 

・ マッピングに関しては、伝統的に様々な機関が実施（ABGE、IPT、IG-SP、Mineropar、URBEL、UFPE
ほか）。また、都市省が定めた PMRR（市町村災害リスク軽減計画）において 2015年までマッピングが実
際されてきた。 

 

・ 長期専門家及びコンサルタントチーム

へのインタビュー 
・ C/P機関およびパイロット事業実施州・
市への質問票及びインタビュー 

5. 持続可能性 5.1 政策・制度の観点からの仕組みは
整っているか。 

・ 政府の防災に関する取り組みが大きく変化するような予見はあるか。 
・ 政府内での防災への取り組み・認知度の向上に向けたアドボカシーの程度 
・ プロジェクト活動の維持に向けて、関係機関と正式な取り決めをする必要があれば、その進捗（組織間

のMoU、定期会議の TOR、あるいは法制化／制度化が必要か）。 
→ 5つの目標を掲げる「プログラム 2040 -災害リスク管理」を含む「PPA（多年度計画） 2016-2019」では、
連邦・州・市の機関間の統合された行動、調整された管理が明記されている。 

→ 省庁再編を伴う行政改革（中間レビュー時点）の影響の有無。 
→ 予警報発出にかかる連邦政府機関（CENAD、CEMADEN）と州・市政府の手順について、双方の合
意事項を文書化し、公的なものとすることが重要（成果 3の課題）。 

 

・ 長期専門家及びコンサルタントチーム

へのインタビュー 
・ C/P機関およびパイロット事業実施州・
市への質問票及びインタビュー 
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 5.2 便益を持続していくための組織体
制・人材は十分か。 

・協力終了後も、関係機関は便益・効果を持続していくための組織能力（人材、業務所掌など）を有してい

るか。 
→ 日本側チームが各機関に分散してブラジル側職員と共に業務を行うことで技術移転が行われ、人材
の能力強化が図られてきた。 

→ 全国統一市長選（2016年 10月）の影響によるマッピング部門の人員削減（ノバフリブルゴ、ペトロポリ
ス）、マッピング部門のリーダー格メンバーの異動（ブルメナウ、2017 年 3 月）など、人事の変化への
対応は出来ているか。 

→ 連邦・州・市の職員の頻繁な人事異動への対処（より多くの人数をプロジェクトに呼び込むこと、マニ
ュアルを誰にとっても理解・参照しやすいものとすることで対応） 

→ CEMADEN、ノバフリブルゴ市、サンタカタリーナ市の防災にかかる職員の新規採用（中間レビュー時
点）のその後の状況・アップデート 

 

・ 長期専門家及びコンサルタントチーム

へのインタビュー 
・ C/P機関およびパイロット事業実施州・
市への質問票及びインタビュー 

 5.3 財政面からの持続性の見通しはあ
るか。 

・プロジェクト実施期間中の、C/P機関の予算確保の実績。 
・パイロット市におけるプロジェクト活動のための予算の確保状況。 
・PPA(2016-19)「プログラム 2040」に沿った活動配分の見通し、および予算配布の実績。 

→ PPAには 2016年～2019年に割り当てられる予算額が示されており、それが 2019年までの単年度予
算に反映されることとなっているが、その実際の支出実績を確認。 

・国連・国際協力機関からの支援または協働の可能性。 
 

・ 長期専門家及びコンサルタントチーム

へのインタビュー 
・ C/P機関およびパイロット事業実施州・
市への質問票及びインタビュー 

 5.4 技術面からの持続性は見込める
か。 

・現在作成中のマニュアルの継続的な活用は見込めるか。 
→ 4 分野のマニュアル（案）は技術会議を通して作成されており、プロジェクト終了後も技術会議が継続
されることでマニュアルも適宜更新されていることが期待。 

→ マニュアルの公式化（技術的内容の承認、或いは制度の中での位置づけ等）の見通し。 
→ マニュアルの今後の活用および利用普及にかかる計画（土砂災害優先対策地域の選定、マニュア
ル利用のための研修実施等） 

 

・ 長期専門家及びコンサルタントチーム

へのインタビュー 
・ C/P機関およびパイロット事業実施州・
市への質問票及びインタビュー 
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